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研究要旨： 
 本研究の目的は2018年度障害福祉サービス等報酬改定の一つである，計画相談支援等におけ

るモニタリング実施標準期間の高まりによる効果の検証を行い，次期報酬改定の参考データと

し，その検討に寄与することである（2019年度～2年計画の1年目）．効果の検証には，モニタ

リング実施頻度の変化が計画相談支援等（ケアマネジメント）の質を高めたのかが問われる．   

研究1における画相談支援等の質の指標に関し先行研究では，関連領域の調査研究は存在する

も計画相談支援等（ケアマネジメント）の質の評価に関する文献はみあたらなかった．そこで

本研究を進めるにあたり必要となる計画相談支援等（ケアマネジメント）の質の評価指標の生

成（暫定版）のため研究２．フォーカス・グループ・インタビューにて実施した．研究３で

は，報酬改定後のモニタリング実践の実態把握を目的とし，半構造化インタビューを相談支援

専門員，サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者16人に対して実施した． 

結果，研究２．計画相談支援等（ケアマネジメント）の質の評価指標（暫定版）として生成

されたコアカテゴリーは3つ「計画相談支援の基盤を成すもの」(7項目)，「一連の過程を通じ

た支援」(4項目)，「質の指標と関連事項」(７項目）であった．研究３．３職種16名に対する

半構造化インタビューのデータから，平成30年報酬改定のモニタリング実施頻度の高まりに関

する効果を確認した．利用者，事業所との信頼関係の構築を礎にした計画相談支援は，従前の

事後報告の受領から将来予測に基づく予防的関与に至っていた．また定時モニタリングのほ

か，必要に迫られ支給決定対象外で行う随時モニタリングの実態が明らかになった．サービス

事業所からみた相談支援専門員が行う質の高いモニタリングとは，利用者の個別性と状況に応

じた対応と捉え，これを求めていた．次期報酬改定に向け『利用者の状況に応じた柔軟なモニ

タリングの必要性』が示唆された．これらの結果を踏まえ，2020年度実施予定の量的調査（全

国の相談支援事業所を対象とする質問紙表を用いた横断的調査）の質問紙表（1事業所票,②相

談支援専門員票，③利用者情報票）を作成した．本研究で得られた結果は、16名のインタビュ

ーにより算出されたデータに基づくものであり，2020年度の全国調査と併せて考察する必要が

ある． 

Ａ．研究目的 

（１）背景 

ケアマネジメントは，ソーシャルワーク実

践に早くから使われてきた方法の一つで

ある．ケアマネジメントが注目されること

となった一例に，アメリカにおける精神障

害者の「脱施設化」がある．施設の中では

個人が必要な医療，食事，住居，整容など
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のケアがトータルに提供されるが，施設を出

て地域での生活を始めると，それらのケアを

手配し，適切に提供されるようにする必要が

あった．そこで，地域での自立生活を支援す

るために，複雑なサービスの調整 

を継続的に行う必要性が高まり，ケアマネジ

メントが活用されることとなった． 

日本においては，2000（平成12）年に施行さ

れた介護保険制度のもと，要介護状態にある

高齢者の在宅生活を支援するために，介護サ

ービスの調整及び給付管理の方法としてケア

マネジメントが導入された． 

そして，障害者の地域生活への支援につい

ても，サービス提供事業者を利用者自らが選

択できる障害者支援費制度の導入にあたり，

2002（平成 14）年に厚生労働省により示され

た障害者ケアガイドラインにおいて，障害当

事者主体のケアマネジメントの必要性が明確

にされた．その後 2006（平成 18）年に施行し

た障害者自立支援法において，障害者への相

談支援事業は法律に規定され，サービス利用

計画作成費という個別給付によるケアマネジ

メントの提供が制度化された．サービス利用

計画作成費は，障害福祉サービスを利用する

者の中で特に支援が必要な状況にある限られ

たものを対象としていたため，希望するすべ

ての者へケアマネジメントを提供するために，

2010（平成 22）年の障害者自立支援法の改正

により計画相談支援及び障害児相談支援（以

下「計画相談支援等」という．）が創設され，

2015（平成 27）年４月からすべての障害福祉

サービス利用者へ適用されることとなった．

それ以降，各市町村や計画相談支援等を担う

事業者の努力により，2019（平成 31）年３月

までには計画相談支援等はケアマネジメント

を希望するほぼ全ての障害者等に提供される

状況となった． 

各市町村において計画相談支援等の体制整

備への取組が進む中，2016（平成 28）年 3 月

から 7 月にかけて，厚生労働省において「相

談支援の質の向上に向けた検討会」が実施さ

れた．この検討会では，障害者への相談支援

の質を向上させるために，相談支援専門員の

資質向上と相談支援体制の整備の方向性につ

いて議論され，その内容がとりまとめられた．

とりまとめにおいて，計画相談支援等（ケア

マネジメント）の質を高める上で，利用者と

の信頼関係を醸成し，新たなニーズや状況の

変化に応じたニーズを見出すためには，モニ

タリングが継続的かつ定期的に実施されるこ

とが重要であることが示された． 

本来，ケアマネジメントにおけるモニタリ

ングは，利用者の状況に応じてケアマネジメ

ントを実施する者による必要に応じた判断，

もしくは利用者の求めにより実施されるもの

である．介護保険制度による居宅介護支援に

おいては，要介護高齢者の体調の変化の起こ

りやすさを考慮して，モニタリング頻度は一

律で，少なくとも１月に１回実施することと

運営基準にて示されている．一方で計画相談

支援等においては，利用している障害福祉サ

ービス種別や支援の必要度によって規則によ

り定められたモニタリング実施頻度の標準期

間を勘案し，市町村により個別の利用者に応

じたモニタリング頻度が決められる仕組みと

なっている． 

計画相談支援等においてモニタリングの重

要性は以前から指摘されており，平成 27 年３

月に開催された障害保健福祉主幹課長会議資

料においては，きめ細かいモニタリングを実

施する対象例が示されたが，その後も多くの

市町村はモニタリング実施標準期間を客観的

指標として，それに準じた頻度設定としてい

た．そのため，計画相談支援等におけるモニ

タリングの平均は年に２回程度と低調であり，

利用者との関係性の醸成，アセスメントの深
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化による適切なニーズの把握と支援の調整等，

ケアマネジメントに期待される効果が十分に

発揮されていない状況にあった．モニタリン

グは「継続的アセスメント」と称され，計画

相談支援の全過程（ケアマネジメント・プロ

セス）に影響を与える．なぜならそれは提供

された障害福祉サービス等の効果の検証，心

身状態及び生活の質の悪化防止等予防的観点，

新たな課題の出現の発見・ニーズ分析等を行

うが，利用者や家族との信頼関係に基づく面

接を基盤として継続的な情報収集・分析行う

為である．適切なモニタリングは２回目以降

に作成されるサービス等計画の精度を一層高

め，適切なサービスは利用者の自立支援・生

活の質の向上に資するものとなり，結果とし

て制度が本来目指す適切な給付に繋がる．一

方でモニタリングが不適切であれば計画相談

支援全体の質は低下する． 

こうした議論と状況を受けて，平成 30 年度

障害福祉サービス等報酬改定（以下，「報酬改

定」という）において，計画相談支援等につ

いてもさまざまな改定が行われた．改定事項

は多岐にわたるが，市町村が利用者それぞれ

に対するモニタリング期間の設定時に勘案す

るモニタリング実施標準期間が改定され，一

部のサービス利用者のモニタリング頻度が高

められた．一部のサービスとは，利用頻度や

日時等が変更しやすいホームヘルプなどのサ

ービス，期間を限って一般就労や一人暮らし

への移行に取り組む就労移行支援，生活訓練，

地域移行の促進が期待される施設入所支援等

である． 

今般の報酬改定では計画相談支援における

モニタリング機能の重要性を鑑み，計画相談

支援の質の向上に資するモニタリング標準実

施期間の見直しがなされたものといえる． 

計画相談支援等は障害福祉サービス等が効

果的にまた適正に利用されるための中核的役

割を担っており，今後更なる計画相談支援等

の質の向上が求められている． 

 

（２）目的 

 本研究は計画相談支援おけるモニタリング

実施標準期間の改定に伴う効果を検証し，次

期報酬改定に向けた見直しの検討を行う際の

エビデンスの蓄積を行うことを２年の研究期

間における研究全体の目的としている． 

1 年目である 2019 年度の研究の目的は，

①研究題目中の計画相談支援におけるモニタ

リングの“効果”を検証するにあたり，その

前提として不可欠な計画相談支援の質の評価

指標を生成すること，その整理をベースとし

ながら，②モニタリング実施状況の実態を明

らかにし効果や課題を見出すこと，③①及び

②から得られた知見をもとに，研究 2 年目で

ある 2020 年度に実施予定の量的研究（全国

の事業所に対する質問紙による横断研究）の

質問紙票を作成することである． 

 

 

Ｂ．研究の方法 

１．2019 年度の研究のデザイン 

構成は下記の研究１から研究５とする．研

究は研究番号の若い研究で得られた知見を活

かし，次の研究に進む段階的な内容であり，

複数の研究者が同時並行に進めることができ

ないため，分担は行わず一括研究として行

う． 

研究１．先行文献レビュー 

研究２．計画相談支援等(ケアマネジメン  

ト)の質の評価指標･項目の生成 

研究３．モニタリングの実態調査 

 研究４．2020 年度研究 モニタリング 

実施の実態と影響に関する質問 

紙票作成 
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（１）研究の厳密性の検討のための体制 

 本研究は，各団体の代表から成る委員会を

設置し，研究期間中 3 回開催（その他メール

での確認等を含む）し，年齢階級や多岐にわ

たる障害種別におけるモニタリングに関する

効果を適切に検証するよう，複眼的に意見集

約，研究行程を確認する体制をとった．要す

れば質的研究において担保することが容易で

はない一貫性，研究結果の歪みを防止するた

めの確証性の担保である．具体的には，研究

協力者の推薦要件，分析方法，研究の時期，

インタビューガイドの妥当性等の研究計画に

関することのほか，調査実施後の研究の進

捗・解釈・分析内容等の確認を委員会におい

て行い，委員，研究者を含むメンバーにおい

て実施した． 

 

 

B１.研究 1.先行研究レビュー 

（１） 研究の考え方 

 本研究における研究１.文献レビューの視

点は，研究２から研究４の研究全体に関する

先行研究レビューとして，本研究のテーマに

かかわる理論的文献，実証的な先行研究とい

う観点を意識した． 

 また特に留意したことは，研究２は，研究

３以降の土台を形成する概念となることか

ら，研究２の研究を行う前段階において適切

に過去の文献を確認することである．すなわ

ち本研究は，研究２の計画相談支援等の質の

評価指標・項目（暫定版）の生成があってこ

そ，研究３の半構造化面接，研究４の 2020

年度の質問紙票によるモニタリングの実施実

態及び影響の調査に一貫性が保たれる研究の

構造であることを認識し，文献レビューを行

う必要がある． 

 

 

（２）文献レビューの期間・方法 

文献レビューの期間は，2019 年 6 月 1 日

から 6 月 14 日，実施者は研究代表者及び共

同研究者において行い，検索結果を共有し

た．検索方法は，次の複数の方法を組み合わ

せた． 

一つは，電子ジャーナルを使用した文献レ

ビューである．CiNii Articles によるキー

ワード検索で，キーワードは，モニタリン

グ，計画相談支援，ケアマネジメントと質，

指標，専門性，技術，効果の語についてそれ

ぞれ AND 検索である． 

二つ目は，行政の助成事業や研究機関が行

う調査結果の報告書である． 

三つめは，本研究が次期障害福祉サービス

等報酬改定に向けたエビデンスの蓄積を目的

としていることから，厚生労働省の社会保障

審議会等，政府の公表会議の資料も対象とし

た． 

四つめに関連する著書も対象とした． 

 

（３）倫理的配慮 

検索対象の文献は既に公表されたものであ

ることから，倫理審査申請は不要と判断した

が，研究実施の過程においては，次の配慮が

必要であると判断した． 

ダウンロードの方法や，本研究に文献の一

部を引用する際には，検索サイトの規定に抵

触しないこと，また引用元を明示し，直接の

引用文は最小限とすること引用箇所と引用文

献の関連を明示すること，である， 
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B２.研究２．計画相談支援等（ケアマネジ

メント）の質の評価指標・項目の生成 

（１）研究方法の選択，研究協力者の選択基

準及 

研究２では，計画相談支援等の質（ケアマ

ネジメントの質）の評価指標となり得る項目

を質的記述的研究法によって生成した．先行

研究から障害福祉領域における計画相談支援

の質の評価指標に関連する原著論文献は見当

たらなかった．加えて厚生労働省の事業の報

告書，参考となる著書は存在したものの，計

画相談支援等（ケアマネジメント）の質その

ものについて研究された先行文献は確認でき

なかった．これらを踏まえ，計画相談支援等

（ケアマネジメント）の質の評価指標となり

得る項目の暫定的な生成にむけた探索的な研

究とする． 

加えて研究２を行うにあたって留意すべき

ことは，対象が児童から成人・高齢，また多

岐にわたる障害種別に配慮した計画相談支援

の質の評価指標を生成するためには，幅広い

経験や知見が求められることである． 

そこで質的記述的研究法のデータ産出方法

としてフォーカス・グループ・インタビュー

（以下，「FGI」という）を選択し，調査協

力者の数は，FGI において適切とされる人数

の範囲で 8 名とした（当日 1 名欠席，最終 7

名）．委員の選定の基準は，本研究に設置し

た委員会の各団体の推薦により,推薦の目安

を設けた．計画相談支援等（ケアマネジメン

ト）の質は，対象像に左右されることも想定

されることにも考慮した．対象者の年齢の視

点では児童から成人・高齢，障害種別の観点

から多様な障害に関する知見，実践経験と職

場での管理経験や地域や組織の活動を積極的

に行っている者，あるいはし制度・政策，条

例制定，指定事務，支給決定事務等政の立場

から知見を有する者とした．行政職員を除く

実践経験をベースとした研究協力者の経験年

数は 15 年以上とした研 2-1）（表２－１）． 

表２－１．研究協力者の属性 

研究協力者 A： 

50 代，男性．高齢領域（18 年）障害領域 2

年．勤務先は，関東にあるリハビリテーシ

ョン施設．保有資格無し． 

研究協力者 B： 

40 代，男性，障害領域（19 年），勤務先は近

畿圏の県庁．保有資格は主任相談支援専門

員，社会福祉士，介護福祉士． 

研究協力者 C： 

50 代，男性，児童福祉領域（29 年），勤務先

は関東の児童発達支援センター．保有資格は

公認心理師． 

研究協力者 D： 

59 代，男性，障害領域（26 年），勤務先は東

海圏の基幹型相談支援センター，保有資格は

社会福祉士． 

研究協力者 E: 

40 代，男性，障害領域（28 年），勤務先は関

東圏の障害者支援施設，保有資格は社会福祉

士，相談支援専門員． 

研究協力者 A: 

50 代男性，高齢･障害領域（22 年）,所属先は

職能団体，保有資格は主任介護支援専門員． 

研究協力者 G： 

40 代，男性，関東圏に所在する市町村の障害

を所管する部署に勤務（4 年），保有資格は

社会福祉士． 

  

インタビュー実施は，研究代表者が行い，共

同研究者は FGI 実施時に同席し，確認や研究

協力者の意見を促す観点からの発言も行っ

た．研究者の属性は次のとおりである（表２

－２）． 
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表２－２．研究者の属性概要 

インタビューを実施した研究者：研 A 

50 代，女性．障害領域（10 年），高齢領域

（15 年），行政（2 年），教育/研究職（2 年），

関東圏に所在する大学院に勤務．博士（医療

福祉学）,保有資格は社会福祉士，主任介護支

援専門員），研究協力者との面識について，

Ａ，Ｂ，Ｆとはあるが，それ以外はインタビ

ュー当日が初対面． 

共同研究者：研 B 

50 代，男性，障害領域．研究/教育職 

共同研究者：研 C: 

50 代，男性，障害領域．教育/研究職 

共同研究者：研 D 

50 代，男性，障害領域．教育/研究職 

共同研究者：研 E： 

30 代，女性，高齢領域，教育/研究職 

 

 

（２）インタビューガイド 

インタビューガイドは，次のとおりであ

る． 

〇計画相談支援（障害者のケアマネジメン

ト）の質とは何だと思いますか． 

〇これまでの現場経験で，利用者が喜びや達

成感を感じたエピソードを教えてください． 

 

（３）研究２を開始するにあたって事前に行

った関係者間の共通認識 

研究２を開始するにあたり，本研究全体に

おける研究２の位置づけについて，研究協力

者，研究者，委員会の委員と共通認識をもっ

た． 

計画相談支援等の質の評価指標となる項目

を生成することは，本研究全体を進めるにあ

たっての前提及び共通認識をつくることであ

る．計画相談支援等の質の評価指標・項目を

生成しないまま次の研究に進むことはできな

い．一方で先行研究のリファレンスと研究２

のみをもって計画相談支援の質の指標となる

項目を確定することは拙速であり，更なる実

証研究が必要である．そこで研究２において

は，限られた時間のなかで可能な限り計画相

談支援の質の評価指標となる項目の生成を試

みることを目指す必要があると考え，研究２

において得られた成果物，計画相談支援等

（ケアマネジメント）等の質の指標の項目

は，一般化できるものではなく．本研究ない

における暫定的もの，「計画相談支援等（ケ

アマネジメント）等の質の指標となり得る項

目」の位置づけにとどめることとした（以下

「計画相談支援（ケアマネジメント）等の質

の評価指標・項目（暫定版）」という）． 

 

（６）実施時期・場所 

2019年9月2日（月） 

19時30分～20時30分（全60分） 

場所は研究者が所属する都内の大学校内で，

インタビューに集中，情報が外部にもれない

よう会議室にて実施した． 

 

（７）分析の方法 

逐語録はすべての研究協力者の同意を得

て，IC レコーダーにて録音し，逐語録を作

成した．産出した FGI のデータは解釈主義に

依拠し，分析を意識せず繰り返し逐語録を読

み全体像を把握した． 

FIGは，計画相談支援等（ケアマネジメン

トの）質の評価指標・項目の生成（暫定版）

を目的している．計画相談支援等相談領域に

おける相談に関する整理を行いながら，FGI

のデータは，障害福祉サービスの相談機能全

般にわたり語られていることから，一次分析

において全体的な分析，二次分析において計

画相談支援の質の評価指標・項目（暫定版）

を抽出していく． 
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分析は，データより意味のある新たな知見

を抽出することから，カテゴリー分析とし

た．一文ずつ，または文脈のまとまりごとに

区切り，セグメントに対して研究者の洞察を

加えつつ，コードを割りあてた．カテゴリー

形成の段階では，抽象度を高め，現象の類似

点と相違点に関する比較及び各特性をまとめ

た．分析は，テクストの読み込み，脱文脈

化，再文脈化の過程を繰返して行った．これ

らの過程を繰返した．一次分析は，計画相談

支援にまつわる相談体制や，その相違等を整

理しながら質に関連するコアカテゴリーを浮

彫にしていく．二次分析は，一次分析のうち

関連するコアカテゴリーに関連するカテゴリ

ーを抜き出し，さらに質に関するコアカテゴ

リーから質の指標の生成を目的に抽象度を高

め，質の指標の構成要素となり得る項目が出

るところまで行った． 

分析にあたっては確証性を担保する観点か

ら，研究協力者へのメンバーチェック，委員

会の委員及び研究共同者に対し，逐語録の段

階，予備的解釈の段階，最終報告の段階にお

いて確認を行った． 

 

（８）倫理的配慮 

国際医療福祉大学倫理審査委員会に倫理審

査を申請し，承認を得た（承認日 2019 年８

月８日，承認番号：19-Ig-86）．データの取

得及び管理については，倫理審査申請書の申

請内容に基づき匿名化し厳重に保管する等の

対応を行った．  

 

 

B３．研究３．相談支援専門員，サービス

管理責任者及び児童発達支援管理責任者か

らみたモニタリング実施の実態 

（１）研究法の検討 

研究２より得られた知見をもとに研究３を

行った． 

改定後段階的に施行されたモニタリング事

項は，施行から間もないことから，量的に実

態が反映されるまでには一定の期間を要する

と考え，まずは実践者に対して直接インタビ

ューすることにより実態を把握することとし

た．予備的調査の要素は一部にあるが，むし

ろ量的に把握できないモニタリングの実態，

モニタリングについての考え，利点，葛藤に

ついての新しい洞察を得ることを目的に行

う． 

 

（２）研究協力者の選定基準 

またモニタリングを多角的に見る観点か

ら，計画相談支援のモニタリングを主として

行う相談支援専門員（８名）に加え，サービ

ス事業所の立場からも確認する．インタビュ

ーの対象となる職種は，相談支援専門員のモ

ニタリングの実態の変化についてはサービス

管理責任者（６名）及び児童発達支援管理責

任者（２名）とし，半構造化インタビューの

協力を得た．研究協力者の選定にあたって

は．国際医療福祉大学倫理審査委員会の助言

をうけ公正なインタビュー協力者の構成とな

るよう，次の要件を設定し各団体からの推薦

を受けた．①現に 2018 年度改定に関連する

利用者の担当でありモニタリングを実施して

いる（相談支援専門員と連携しながら行って

いる）こと，②個別の支援のみならず地域活

動も行っていること，③①及び②の活動状況

を各団体が確認し推薦できる者であることで

ある．インタビュー協力者は一覧のとおりで

ある（表３－１）． 
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表３－１．研究協力者の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）研究実施者の属性概要 

 インタビューを実施した研究者は下記のと

おりであった（表３－２）． 

表３－２．研究者一覧 

インタビューを実施した研究者：研 A 

50 代，女性．障害領域（10 年），高齢領域

（15 年），行政（2 年），教育/研究職（2 年），

関東圏に所在する大学院に勤務．博士（医療

福祉学）,保有資格は社会福祉士，主任介護支

援専門員），研究協力者との面識にない． 

共同研究者：研 B 

50 代，男性，障害領域 教育/研究職 

共同研究者：研 C: 

50 代，男性，障害領域．教育/研究職 

共同研究者：研 D 

50 代，男性，障害領域．教育/研究職 

委員：F 

40 代，男性，障害領域, 行政職 

 

（４）インタビューガイド 

■相談支援専門員向け： 

① 計画相談支援において大事にしているこ

とはなんですか． 

② あなたが考える質の高いモニタリングと

は何ですか． 

③ モニタリング実施標準期間の改定やサー

ビス提供時モニタリング加算で何か変わ

りましたか． 

④ モニタリングにおけるサービス事業所

（相談支援専門員）との関係や連携に変

化はありましたか． 

 

■サービス管理責任者・児童発達支援管理責

任者向け： 

① あなたが利用者の支援を行う際に大事に

していることはなんですか． 

② あなたが考える質の高いモニタリングと

は何ですか． 

③ モニタリング実施標準期間の改定やサー

ビス提供時モニタリング加算で相談支援

専門員の動きに何か変化はありました

か． 

④ モニタリングの改定後，相談支援専門員

との関係や連携に変化はありましたか． 

⑤ モニタリング実施頻度が改定されたこと

で，サビ管・児発管として事業所内での

仕事の仕方に変化はありましたか． 

 

 

（５）分析の方法 

本研究は解釈主義パラダイムに依拠し，イ

ンタビューで産出されたデータから逐語録を

作成し，相談支援専門員，サービス管理責任

者，児童発達支援管理責任者に分けて行っ

た．語りの文脈のまとまりごとに切片化，解

釈，カテゴリー，上位カテゴリーを生成し

た． 

 分析に際しては，最初から分析を意識する

のではなく，逐語録を読んで全体像を把握し

た．カテゴリー化になじまない，しかし本研

究の目的にある次期報酬改定に役立つ語りを

抜きだし，要約を付し表にして結果に記し

た． 

 

逐語録
記号

性別 年齢 職種 経験年 主な基礎資格

1 男 60代 相談支援専門員 13 社会福祉主事

2 男 50代 相談支援専門員 14 介護福祉士

3 男 30代 相談支援専門員 6 精神保健福祉士

4 男 40代 相談支援専門員 10 社会福祉士

5 女 40代 相談支援専門員 11 社会福祉士

6 男 40代 相談支援専門員 14 社会福祉士

7 男 30代 相談支援専門員 7 介護福祉士

8 男 40代 相談支援専門員 3 精神保健福祉士

平均 10

1 女 50代 サービス管理責任者 19 介護福祉士

2 女 40代 サービス管理責任者 2 介護福祉士

3 女 50代 サービス提供責任者 7 介護福祉士

4 男 － サービス管理責任者 － －

5 女 30代 サービス管理責任者 7 保育士

6 男 30代 サービス管理責任者 7 社会福祉士

1 男 40代 児童発達支援管理者 6 介護支援専門員

2 女 30代 児童発達支援管理者 7 社会福祉士
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逐語録，予備解釈，最終報告の各時点にお

いてメンバーチェッキングを行うことで厳密

性，確実性の担保を図った． 

 

（６）倫理的配慮 

国際医療福祉大学倫理審査委員会に倫理審

査を申請し，承認を得た（承認日：2019 年

11 月 13 日，承認番号：19－Ig-107）．デー

タの取得及び管理については，倫理審査申請

書の申請内容に基づき匿名化し厳重に保管す

る等の対応を行った． 

 

 

B４．研究４．2020 年度研究 質問紙票作成   

（１）研究の考え方と方法の概略 

本研究は 2019 年度～２年間のうちにケー

スミックスにおいて，相談支援専門員のモニ

タリング実施標準期間の改定による効果を検

証するものであり，その結果は，次期報酬改

定のエビデンスの蓄積という目的がある．

2020 年度は報酬改定の議論の年度であり，

速報は 2020 年 9 月上旬に厚生労働省に報告

する行程であることから，2020 年４月には

質問紙票による全国の相談支援事業所を対象

とした横断調査を実施する必要がある．そこ

で 2019 年度研究においては，2019 年度の研

究から得られた知見をもとに，質問紙票を作

成した．質問紙票の確定を含む 2020 年度研

究全般に関する確定を行った． 

 

 

（２）倫理的配慮 

2020 年度研究及び質問紙票に関し，国際

医療福祉大学倫理審査委員会に倫理審査を申

請し，承認を得た（承認日：2020 年３月９

日，承認番号：19-Ig-21）． 

 

 

C．研究結果 

C1．研究結果 研究1. 先行研究レビュー 

先行研究の結果は，次のとおりである

（１）電子ジャーナルCiNii Articleによる

キーワード検索： 

電子ジャーナルCiNii Articlesを本報告書

B１に示すキーワードでAND検索したところ，

障害福祉領域における原著論文で本研究に直

接的に関連するものは見当たらなかった． 

検索期間を障害福祉サービスにおいてケア

プラン策定が導入される前の年次まで検索期

間を遡り，かつ検索キーワードを「ケアマネ

ジメント」に絞りこむことで文献はヒットし

たが，高齢領域におけるもの，かつ介護保険

制度施行当初の時期のものであり，現在に転

用できるものではなかった． 

 

（２）行政の助成事業や研究機関が行う調査

結果の報告書： 

本研究に関連するものとして，二つの報告

書を示す． 

１）日本総合研究所.平成24年度老人保健

推進費等補助金老人保健健康増進等事業．

『ケアマネジメントの質的評価のあり方に関

する調査研究事業』報告書研１－１）につい

て：                      

本報告書には，ケアマネジメントの質的評

価の在り方について，二つの観点からのフレ

ームワークが整理されていた． 

一つめのフレームワークは．38頁に示され

ており，ケアマネジメント実践の目的を，①

法の理念・目的，②ケアマネジメントの実践

者である介護支援専門員の行動指針にそった

行動とし，ドナベディアンモデルにそって３

つのスコープに分類されていた．トラクチャ

ー（構造），プロセス（過程），アウトカム

（結果）として強調されていたことは次のと

おりある．（表.１－１） 
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表.１－１．ケアマネジメントの質的評価を

考えるための全体フレームワーク 

ストラクチャー（構造）【介護支援専門員】 

・課題分析・予測力・情報リテラシー 

・関係構築力 

・チームコーディネート力 

・知識/技術を習得し活用する力 

・経験を蓄積し効果的に生かす力 

・専門職としての基本的姿勢 

・倫理観 

プロセス（過程）【介護支援専門員】 

・相談受付 

・平成11年厚生省令第38号，第13に定める 

アセスメント（課題分析）からモニタリ 

ング 

・記録 

・相談支援 

・退院時カンファレンス 

・サービス担当者会議 

・相談支援（地域包括支援センター） 

・地域ケア会議（個別事例の検討） 

アウトカム（結果）【利用者/家族 】 

・機能維持・改善 

・在宅生活の継続 

・利用者の満足度（納得度）の向上 

・社会参画/エンパワメント 

・家族の介護負担軽減（身体的/精神的） 

・QOLの維持・向上 

・費用負担の適正化 

  

介護保険制度と障害者総合支援法や障害福祉

関連法では理念や目的が異なり，実態像とも

に異なるところはあるが，ストラクチャー

（構造）及びプロセス（過程）に挙げられて

いる項目は，障害福祉領域の計画相談支援に

も共通する．加えてアウトカムも障害福祉サ

ービスにおいても満足度や納得度，社会参画

/エンパワメント，QOLの維持・向上等も示さ

れていた．費用負担の適正化は，モニタリン

グが適切に行われることによって，利用者に

適合したサービス調整が可能となることか

ら,モニタリグに関連した項目として捉え

た． 

 同報告書における２つめのフレームワーク

は，介護支援専門員の資質・能力の視点を踏

まえたケアマネジメント・プロセスの評価で

ある．その評価の多くの項目は，ストラクチ

ャー（構造）とプロセス（過程）の項目をク

ロスにした表で示され，評価可能な１枚のシ

ートとなっていた）．これらはモニタリング

に特化してものではなく，利用者，所属事業

所，介護支援専門員の３者にとってその活動

の意義を問うものであり，モニタリングの影

響に特化したものではない． 

 

２）日本介護支援専門員協会．平成30年度厚

生労働省老人保健健康増進等事業，ケアマネ

ジメントの公正中立性を確保するための取組

や質に関する指標のあり方に関する調査研究

事業報告書研1-2）： 

①本報告書の位置づけ 

 この事業は平成29年12月の社会保障審議

会介護給付費分科会第156回，「平成30年度

介護報酬改定に関する審議報告答申」に記載

されたケアマネジメントの公正中立性及び質

の指標に関する言及をもとに行われ，本報告

書はその事業のなかで取りまとめられたもの

である．その後2019年度も継続し類似のテー

マによる議論は継続された． 

本報告書では，本邦のケアマネジメントに

ついて議論するにあたり，まずはケアマネジ

メントやケースマネジメントを実施する他国

の現状を把握したものである．イギリス，オ

ーストラリア，オランダ，ドイツの４か国に

アメリカを参考国として加え，政策や論文な

どから制度や取組の内容を収集し，指標の有
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無，観点，実施方法等を分析し，効果が期待

できる取組等について，我が国の制度や取組

み，国民性との比較検証を行い，ケアマネジ

メントの公正中立の確保をするための取組と

ケアマネジメントの質の指標の導入に向けた

課題や方法を検討している． 

②国際比較から得られた知見 

本報告書における国際比較から得られた総

合的な知見は次のとおりである（表研究１－

２）． 

表１－２．国際比較により総合的に得られた

知見 

・いずれの国においてもケアマネジメントを

専門に行い，それによって報酬を得る職種は

存在しなかった． 

・上記から直接的に比較検討は難しい． 

・一方でケアマネジメント・プロセスごとの

実施の実態を比較することは一定程度可能． 

・本邦ではサービス利用に関しケアマネジメ

ントの介入によって利用者に対しサービス

の特性や料金等文書で丁寧に説明している

のに対し，諸外国では利用するサービスの選

択は利用者によって行われていた． 

・諸外国では，利用者が自ら能動的に専門職

に相談を行っていた． 

・サービスの質は，市場原理に委ねられてい

た． 

・アセスメントやモニタリングはWHOをはじ

め海外の先行研究の多くにおいてケアマネ

ジメントの有用性について実証されていた． 

・ケアマネジメントの質と提供されるサービ

スの質は一旦評価が必要である． 

・一方でケアマネジメントは介入如何により

ケア全体の質に影響与えていくこと 

・WHOをはじめ海外の先行研究の多くにおい

てケアマネジメントの有用性について実証

されており，本邦において質の検討を行うこ

とは今後ますます重要となる． 

③サービスの質を担保するための工夫～オラ

ンダの取組から～ 

 ケアマネジメントを専門で，かつ有給で実

践する専門職はオランダにはいなかった．そ

のような中でサービスの質の確保のための行

われていた工夫を複眼的に確認していく． 

ⅰ）２つの公的保険制度 

オランダにおいて国民が介護を受ける際の

制度には，短期の医療費をカバーする強制加

入の公的医療保険（以下「ZVW」という）

と，長期の介護に対応する，強制加入の公的

介護保険（以下「WLZ」という）がある． 

ⅱ）ZVWの査定におけるアセスメント領域 

ZVWのサービス，例えば訪問看護や身体介

護を希望する場合には，サービスプロバイダ

である地域看護師が査定し，ケアプラン作成

を行う．オランダでは1997年に介護職と看護

職の資格制度が一元化された．介護職から看

護職へのキャリア形成を可能とするレベル別

の資格制度が創設された．レベル１．２．３

は介護職，レベル４．５は看護職に該当す

る． 

地域看護師によって行うケアニーズの査

定，アセスメントは４領域から構成されてい

た（表１－３）． 

表１－３.ZVWにおけるアセスメント領域 

■領域１：身体的ウェルビーイングと健康 

 移動/身体ケア（着脱，シャワー，口腔ケア，

ヘアケア，爪ケア），服薬，失禁，栄養，

皮膚（褥瘡），痛み，睡眠 

■領域２：住民と生活環境 

 住宅の衛生，改良，掃除 

■領域３：社会参加（Social Contact） 

 アクティビティ，日々の生活，外出，人的

ネットワーク，自己効力感 

■領域４：精神面の状況（幸福） 

 うつ，恐怖感，混乱，せん妄，行動障害，

自己の病気への対応 
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なお，2018年以降は査定にあたり，研修受

講と資格取得が必要となった． 

④WLZの特性 

 WLZは長期の介護費用をカバーする共生介

入の公的保険である．回復が不可能な障害者

や高齢者を対象としていることから，継続的

なモニタリングや24時間のケアを必要とする

者の利用に限定される．ケアを提供する主な

場所は，施設である． 

専門職は，医師，看護師，ソーシャルワー

カー，理学療法士等地域ごとに多職種チーム

が形成されている．ケアプランは担当者によ

って作成されるが，ケアプラン作成は，サー

ビスプロバイダである地域看護師が行ってい

る． 

⑤オランダにおけるケアプラン作成の視点 

オランダの公的介護保険制度であるWLZに

おけるケアプランに記載される事項は法定で

あり，下記4点の内容を含んで作成される

（表１－４）．これは，生活の質の確保をベ

ースとしたうえで，これらの内容を含むこと

とされている． 

表１－４．オランダにおけるケアプランに含

む項目． 

・身体の健全性（安全，医療サービス，健康

増進及び保護，身体ケア，飲食 

・生死の健全性（敬意，支援，自己認識，宗

教，習慣） 

・生活の環境（住まいは安全で（自身の））

家のようであるべき． 

・参加（個人の興味，趣味，社交生活を満た

す魅力的な日中プログラムに参加可能と

なるよう，又は社会とのつながりを持ち続

けられるようにすべき． 

 

⑥質の担保と予算をコントロールする仕組み 

 オランダでは，３つの市場で市場原理を機

能させ，サービスの質を担保しながら予算を

コントロールしている．３つとは，「被保険

者」，「サービスプロバイダ」，「保険会

社」である． 

 被保険者は「保険市場」において保険会社

を選択する．保険会社は「事業者市場」にお

いて効果的・効率的な給付を行うサービスプ

ロバイダとの契約を望む．サービスプロバイ

ダは，利用者と保険会社に選ばれるよう，効

果的・効率的な給付を行うように努める．被

保険者は「患者市場」においてサービスプロ

バイダを自由に選択できるが，悪質なサービ

スプロバイダと契約している保険会社は保険

料が高いため，保険会社ごと乗り換える，と

いう構造である， 

⑦専門職の自己規制 

 専門職の団体では，科学的研究に基づく結

果及び原理研究のエビデンスに基づいて規則

を定めている． 

 また倫理や説明責任の規定を設け，専門職

はこの規定に従わない場合，有資格者リスト

から除外される可能性がある．こうした科学

的知見に基づく判断や，倫理に基づく行動

等，専門職としての自己規制がおこなわれて

いる． 

 

（３）厚生労働省の社会保障審議会等，政府

の公開会議の資料の検索結果： 

厚生労働省「相談支援の質の向上に向けた

検討会（平成28年３月～７月）」における取

りまとめ」研1-3）について： 

本とりまとめ（相談支援の質の向上に向け

た検討会，第９回．資料２「相談支援の質の

向上に向けた検討会における議論の取りまと

め」平成31年３月28日）は，社会保障審議会

障害福祉部会において障害者総合支援法施行

３年後の見直しに向けて相談支援の取組につ

いて体制整備と相談支援の質の向上が必要で

あるとの指摘を受け，平成28年に全５回行わ
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れた委員会の資料である．そのとりまとめ

（たたき台）の中に相談支援専門員の役割に

関し言及されていた．その内容は次のとおり

である（表１－５）． 

表１－５．相談支援専門員の役割 

ミッション 

障害児者の自立の促進と障害者総合支援法

の理念である共生社会の実現に向けた支援

を実施すること． 

役割 

・ソーシャルワークの担い手としてそのスキ

ル/知識を高め 

・インフォーマルサービスを含めた社会資源

の改善及び開発 

・地域のつながりや支援者/住民等との関係

構築 

・生きがいや希望を見出す等の支援を行うこ

と 

将来への期待 

・障害者福祉に関する専門的知見や援助技術

の習得のみならず，幅広い見識や判断能力

を有すること（例：社会経済や雇用情勢な

ど） 

・地域を基盤としたソーシャルワーカーとし

て活躍すること 

当該検討会のとりまとめには，相談支援専

門員が業務を遂行するために必要な専門的能

力を明らかにした．特にサービス等利用計画

の作成に関することについても示されおり，

内容は次のとおりである（表１－６） 

表１－６．相談支援専門員が業務を遂行する

ために必要な能力 

サービス等利用計画の作成に関すること 

・他職種との連携・調整する力 

・チームアプローチのためのネットワーク形

成力 

・利用者の主体性を引き出す力が必要 

 

 また，相談支援従事者研修制度改定におけ

る標準カリキュラム案の内容について，委員

会の委員から示された意見のうち，特筆すべ

きものを抽出した（表１－７）． 

表１－７．検討委員会が示した主な意見 

・人間の尊厳の理解 

・障害当事者による自己選択/自己決定 

・意思決定の支援における意思形成と意思表

明 

・障害者の権利に関する条約の趣旨 

・ソーシャルワークにおけるエンパワメント

の重要性 

・ストレングスモデル 

・ニーズの引き出し/把握 

・モニタリングの重要性 

・発達過程にある児童期の支援の重要性 

・コミュニティワーク/地域マネジメント 

・ソーシャルアクション 

・面接技法 

・障害特性を踏まえた対人援助スキル 

・家族支援の重要性 

・相談支援の終結とセルフプランへの移行 

 

（４）関連する著書： 

近藤 隆雄「サービス・マネジメント入門 

ものつくりから価値づくりへの視点へ」研1-4) 

 保健医療福祉領域に原点せず，サービスの

質について俯瞰して確認する意図，また計画

相談支援は，計画書や有形であるが，ケアマ

ネジメントのプロセスにおける相談支援専門

員の利用者や他職種への介入，面談，意思決

定支援のプロセス等は，サービスとして行う

ものの無形で共同作業としての特徴があるこ

とから本書を示す． 

本書において示されたサービスの特性４点

「無形性」,「同時性」，「顧客との共同生

産」，「経過と結果」を分類し示す（表１－

８）． 
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表１－８．サービスの特性（４点） 

無形性 

・サービスは活動であり，モノ製品のような

物的形状がないため，顧客に見せたり，具

体的に触ってもらったりすることができ

ない．ゆえに説明は難しく，特に顧客の具

体的なメリットが伝わりにくい． 

・あわせて活動が行われる時間と場所が特定

されるため流通させることも，在庫させる

こともできない． 

同時性 

・人を対象とするサービスの場合，サービス

は生産される場所で同時に浪費されてい

る． 

・サービスは失敗しても戻せない 

 ➣サービスの具可逆性 

・サービスは提供者と顧客が共同して生産す

る． 

・顧客が生産場所にいるため，サービスの生

産過程に対する関心度が高い． 

顧客との共同生産 

・顧客事態がサービス活動に参加し，サービ

スの一部となっている． 

・顧客のサービスへの参加の度合いや簡便さ

（複雑さ），メリット，体験の楽しさと顧

客の相互作用がサービスを設計する上で

重要な変数となる． 

経過と結果 

・顧客はサービスに当然結果を求めるが，サ

ービスの本質は活動であるため過程の積

み重ねが結果となる． 

・サービスでは活動過程を顧客は体験するこ

とになり，その体験の積み重ねが最終的な

結果を導くのである 

・サービスにおいては，結果よりも過程を重

視するケースが多くみられる． 

 

 

C2．結果 

 計画相談支援等（ケアマネジメント）の

質の評価指標・項目の生成  

 

FGI（全60分）は，半構造化とし，インタ

ビューガイドにそって実施した． 

会話（全 60 分・73 の会話）の逐語録を起

こし，文脈のまとまりごとに切片化，コード

化，カテゴリー化した. 

 

（１）一次分析の結果 

73のコードから意味のまとまりのあるもの

を集め，47サブカテゴリー，46のカテゴリ

ー，13のコアカテゴリーが生成された（巻末

資料１）． 

 文中での表記は，コアカテゴリーは【】，

カテゴリーは『』，サブカテゴリーは［］と

した． 

また逐語録から直接引用する場合には，

「」としUDデジタル教科書体とした．語りを

中略する場合の表記は「・・・」とした．会

話であるため，主語や目的語等が省略され， 

わかりにくい場合には前後の文脈から研究

者によって補足し（ ）と表記した．  

一次分析から生成されたコアカテゴリーは

13であった（表２－３）． 
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表２－３．一次分析で生成されたコアカテゴ

リー 

【領域別のケアマネジメントの目的・特徴】 

【計画相談支援とケアマネジメントの関連】 

【障害福祉領域における相談の構造・役割・機能】 

【相談支援の目的】 

【計画相談支援の目的】 

【計画相談支援の質の評価の視点】 

【計画相談支援の質を左右する要素】 

【計画相談支援の課題】 

【適切なモニタリング頻度を判断する要件】 

【継続的ケアマネジメントの機能を発揮できる

条件としての個別性に対応したモニタリング実

施期間の判断】 

【モニタリング回数に影響する自治体のモニタ

リングの意義・価値理解】 

【計画相談支援を行う専門職のジレンマ】 

【人を中心としたケアマネジメントの個と社会， 

今と未来にわたる可能性】 

 

 

（２）二次分析の結果 

 計画相談支援の質の指標となる項目を生成

する目的でから，一次分析において生成され

たカテゴリーのうち，計画相談支援等（ケア

マネジメント）の質に関連する【計画相談支

援の質の評価の視点】，【計画相談支援の質

を左右する要素】とそのカテゴリーを抜き出

し，そこから要素を抽出した．分析方法は，

カテゴリーをさらに抽象度高め，単語レベル

か単語の組み合わせに至るまで繰り返した. 

 二次分析で使用した表記は，抽象化段階に

生成されたものは＜＞,抽象化を経て生成さ

れた計画相談支援等（ケアマネジメント）の

質の評価指標となる項目は≪≫，質の評価項

目におけるコアカテゴリーは「」とした． 

その結果，一次分析から生成された20のカ

テゴリーから2段階の抽象化のプロセスを経

て，18の計画相談支援等（ケアマネジメン

ト）の質の評価項目と，質の評価の３つのカ

テゴリ―が生成された（巻末資料２）． 

 二次分析で生成された計画相談支援等（ケ

アマネジメント）の質の評価指標・項目（暫

定版）は次のとおりであった（表２－４）. 

表２－４．計画相談支援等（ケアマネジメン

ト）の質の評価指標・項目（暫定版） 

  
≪計画相談支援等（ケアマネジメン 

ト）の質となり得る項目≫ 

「
支
援
の
基
盤
を
成
す
も
の
」 

≪倫理≫ 

≪面接技術≫ 

≪関わり方≫ 

≪見極める技術≫ 

≪信頼関係≫ 

≪一連の過程のかかわり≫ 

≪意思表明・決定支援≫ 

｢

一
連
の
過
程
を

通
じ
た
支
援
」

援
」 

≪チームケア≫ 

≪意向を反映した計画作成≫ 

≪円滑なサービス利用≫ 

≪社会資源の創設≫ 

「
質
の
指
標
と
関
連
事
項
」 

≪プロセス評価≫ 

≪アウトカム評価≫ 

≪評価で問われる再現性≫ 

≪効率・効果の調和≫ 

≪ｸﾘﾑｽｷﾐﾝｸﾞ/情報の非対称性≫ 
 

≪数値化できない感情≫  

≪利用者の納得度≫  
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C3．結果．研究３．相談支援専門員，サー

ビス管理責任者及び児童発達支援管理責任

者からみたモニタリング実施の実態 

  インタビューより産出されたデータを

次の方法で分析し結果を示した， 

（１）カテゴリー分析 

 相談支援専門員（８名），サービス管理

責任者（6名）・児童発達支援管理責任者（2

名）それぞれを分析した．それぞれの結果の

概要版を示し（表３－３．３－４．３－

５），全体版は巻末資料４．５．６として示

す． 

 

（２）報酬改定に対する提案や参考となる語

りを抜き出し，分類した． 

１）児童発達支援管理責任者の，相談支援専

門員に係る今後のモニタリングに関する提案 

２）全体の語りを通じ相談支援専門員のモニ

タリングに係る報酬改定に関する語りを抜き

出し，分類した． 

（３）職種別のカテゴリー間の比較分析 

カテゴリー分析の結果 

１） 相談支援専門員の結果 

コード(99)，サブカテゴリー（74），カテ

ゴリー（33）からコアカテゴリ（３）が生成

された．コアカテゴリー【利用者の支援で核

としていること】【相談支援専門員からみた

質の高いモニタリング】_【相談支援専門員

が捉えた改定後の変化】【サービス事業所と

の関係・連携の変化】であった（表３－

３）． 

表３－３．相談支援専門員の結果 

コアカテ

ゴリー 
『カテゴリー』 

【
利
用
者
の
支
援

で
核
と
し
て
い
る

こ
と
】 

『利用者の希望・意欲・強みの重視』 

『利用者中心の意思決定支援』 

『利用者との関りの継続』 

『面談の重視』 

『サービス等利用計画の内容・立案 

方法の工夫』 

『チームでの利用者支援（チームケ 

ア）』 

『相談支援専門員としての姿勢・ス 

タンス』 

【
相
談
支
援
専
門
員
か
ら
み
た

質
の
高
い
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
】 

『頻回なモニタリングの実施』 

『利用者のサービス利用に対する 

目的意識の明確化』 

『チームケアを意識したモニタリ 

ングの実施』 

『質の高いモニタリング実施のた 

めの事業所体制の構築』 

【
相
談
支
援
専
門
員
が
捉
え
た
改
定
後
の
変
化
】 

『利用者との信頼関係の深まり』 

『信頼関係の深まりによる利用者

の変化』 

『利用者との継続した関係性の維 

持』 

『利用者の安心感の向上』 

『家族との信頼関係の深まり』 

『家族の負担増』 

『利用者の生活状況のタイムリー 

な把握と情報量の増加』 

『利用者の平常時／異常時の相違

の把握』 

『利用者の変化・課題の早期発見・

対応』 

『施設入所者の情報把握の向上』 

『改定を踏まえたモニタリング実

施方法の改善』 

『改定による相談支援事業所の収

入増』 

『相談支援専門員の業務量・負担感

の増加』 

『事務量と収入を考慮した際の採

算性の問題』 

『相談支援専門員の人材確保』 
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【
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
と
の
関
係
・
連
携
の
変
化
】 

『事業所との信頼関係の深まり』 

『相談支援専門員・事業所間の情報

共有の充実］ 

『過去の状況確認から予防的・未来

志向のアプローチを行うモニタリ

ングへの変化』 

『事業所からの提案に基づく計画

の変更・計画の充実化』 

『顔の見えるチームケアへの転換』 

『相談支援専門員との連携に対す

る事業所の温度差』 

『相談支援専門員に対する事業者・

行政の依存的態度の出現』 

 

 

２） サービス管理責任者の結果 

表３－４．サービス管理責任者の結果 

 サービス管理責任者の結果は，コード

（47），サブカテゴリー(36)，カテゴリー

(18)からコアカテゴリー（３）が生成され

た．コアカテゴリーは【利用者への支援の核

としていること】，【サビ管からみた質の高

相談支援専門員のモニタリング】の条件，

【サビ管が捉えた改定後の相談支援専門員の

変化】であった（表３－４）． 

表３－４．サービス管理責任者の結果 

コアカテゴリ

ー 

カテゴリー 

【
利
用
者
へ
の
支
援
で
核
と
し
て 

い
る
こ
と
】 

『障害特性の重視』 

『利用者の目標・希望の重視』 

『利用者の状態像にあった支 

援』 

『チームでの利用者支援（チー 

ムケア）』 

サ
ビ
管
か
ら
み
た
質
の
高
い

相
談
支
援
専
門
員
の
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
】
の
条
件 

『チームケアを意識したモニタ 

リングの実施』 

『タイミングに配慮したモニタ 

リングの実施』   

【
サ
ビ
管
が
捉
え
た
改
定
後
の
相
談
支
援
専
門
員
の
変
化
】 

『利用者の相談支援専門員に対 

する認識の変化』 

『相談支援専門員が有する利用 

者情報の充実』 

『相談支援専門員と事業所（サ 

ビ管）との接触頻度の増加』 

『改定に対する相談支援専門員

（相談支援事業所）の取り組み 

の温度差』 

『相談支援専門員の業務量・負 

担感の増加』 

『改定による相談支援事業所の 

収入増』 

『相談支援専門員との信頼関係 

の深まり』 

『事業所・相談支援専門員間の 

情報共有の充実』 

『チームケアの充実』 

『サービス提供の充実』 

『事業所内での情報収集・情報 

共有の充実』 

『利用者・事業所間の個別調整

の円滑化』 
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３）児童発達支援管理責任者の結果 

語りからコード（28個），サブカテゴリ

ー（27個），カテゴリー（15個），コアカテ

ゴリー（6個）が生成された．コアカテゴリ

ーは，【利用者へ支援で核としているこ

と】，【児発菅からみた質の高いモニタリン

グ】，【改定後の相談支援専門員の変化】，

【相談支援専門員との関係・連携の変化】，

【サビ管・児発管の事業所内での仕事の仕方

の変化】，【相談支援専門員とともに現に行

っている工夫】であった（表３－５）． 

表３－５．児童発達支援管理責任者の結果 

【コアカテゴリー】 『カテゴリー』 

【利用者への支 

援で核としてい

ることいること】 

『利用者の目標・希望の重 

視』 

【児発菅からみ 

た 質 の 高 い モ

ニタリング】 

『チームケアを意識したモニ 

タリングの実施』 

【改定後の相談

支援専門員の

変化】 

『相談支援専門員が有する 

情報の充実』 

『改定に対する相談支援専 

門員（相談支援事業所）の 

取り組みの温度差』 

『相談支援専門員の業務量・

負担感の増加』  

『相談支援事業所での人 員

確保』  

【相談支援専

門員との関係・

連携の変化】 

『相談支援専門員との信頼関

係の深まり』  

『事業所・相談支援専門員間

の情報共有の充実』 

『チームケアの充実』  

【サビ管・児発 『サービス提供の充実』  

管の事業所内

での仕事の仕

方の変化】 

『事業所内での情報収集・情 

報共有の充実』 

『事業所内での情報収集・情 

報共有の充実』 

『管理者（児発管）としての負 

担感の増加』 

『事業所での人材確保』  

【相談支援専

門員とともに現

に行っている工

夫】 

『家庭や学校との連携につい 

て』 

『家庭や学校との連携につい 

 て』 

『柔軟なモニタリング期間の設 

定について』 

 

 

（２）児童発達支援管理責任者の，相談支援

専門員に係る今後のモニタリングに関する提

案 

 児童発達支援管理責任者から相談支援専門

員の，あるいは相談支援専門員と連携した今

後のモニタリングのあり方やその評価に関す

る提案の語りがあった．語りは，次の①～③

の３つに分類された． 

① 柔軟なモニタリング期間の設定に関する 

語りその要約を表にまとめた（表３－６）．

語りは、UDデジタル教科書体N-R（以下，同

様）の字体で示した．児童の発達に着眼した

ライフステージや移行期に配慮した柔軟なモ

ニタリングの必要性の提案であった． 

表３－６．柔軟なモニタリング期間の設定に

関する提案 

要約 語り 
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児童のライフス

テージの移行期

（卒業等）に応じ

た柔軟なモニタリ

ング期間の設定 

児童はモニタリング期間の

改定がなく，１年だが，卒

業を迎える年度は 3 ヵ月ご

とにできるなど，ライフス

テージの移行期に応じた対

応ができると良い． 

  

 

 

② モニタリングの質に着目した評価の在り

方 

児童発達支援管理責任者からモニタリン 

グの質に着目した語りを抜き出した(表３－

７)． 

表３－７．児童発達支援管理責任者からみた

モニタリングの質に着目した評価のあり方 

要約 語り 

質のよいモニタリ

ングは好循環を生

む 

モニタリングの回数だけ

でなく，「質」で評価し

てほしい．質のよいモニ

タリングは好循環を生

む． 
 

モニタリングの質

に着目した評価の

在り方 

質の評価は難しいが実績

報告等の内容で評価して

はどうか？ 
 

モニタリングの質

に着目した評価の

実施主体 

評価単位は小さいほうが

よい． 

 

 

 

 

 

③ 家庭や学校との連携について語られた

（表３－８）． 

表３－８.家庭や学校との連携 

要約 語り 

学校側の連携意

識の温度差 

児童への支援は学校との

連携も重要だが，学校側

の対応はまちまちで，消

極的（受け身）の学校が

多い． 

 
 

相談支援専門

員・事業所の連携

による家庭（保護

者）への介入・支

援 

発達障害等の支援緊急度

が高い児童への支援は家

庭との連携が重要（事業

所での支援を家庭にどう

つなげるか）． 

相談支援専門員・自発管

が連携を密にとり家庭に

介入・支援するようにし

ている（＝モニタリング

頻度増）． 

 
 

 

（３）相談支援専門員のモニタリングの分類 

相談支援専門員のモニタリングは[定期モニ

タリングで実施していること]と[支給決定外

の随時モニタリングで実施していること]に

分類された．特に数値やエピソードで示され

た語りを抽出した.［定期モニタリングで実

施していること］の語りは，相談支援専門員

のみであった．［支給決定以外の随時モニタ

リングで実施していること］は，相談支援専

門員，サービス管理責任者，児童発達支援管

理責任者の三者から語られた． 

 

 

 

 

 

１）[定期モニタリングで実施していること] 

の語り（表３－９）． 

表３－９．相談支援専門員の語り［定期モニ
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タリングで実施していること］ 

ネグレクトの家庭への訪問：6 月に 1 回では

あからさまに嫌がられたが，3 月に 1 回にな

り家に入れてもらえるようになった．支給決

定ということを前面に出して訪問できるこ

とがありがたい． 

 

基本に沿って自宅訪問する．本人が抱えられ

ている困りごとを確認する．確認のうえ，目

的別で後日関係者を集めるという方法に変

更した．目的別に行う訪問は支給決定以外の

訪問になることが多い． 

 

事業所からの報告を聞く 

何を優先させて計画に入れればいいか，計画

の優先度を確認している． 

 

 

 

２）［支給決定以外の随時モニタリングで実

施していること］ 

①相談支援専門員の語り（表３－１０） 

表３－１０．支給決定以外の随時モニタリン

グで実施していること． 

表３－１０.支給決定以外の随時モニタリン

グで実施していること 

 

2 月に 1 回の訪問診療に合わせて同席す 

る．医師から本人が安心していられるよ 

うに同席を求められるのと，日頃の状況 

を医師に報告するため． 

 

6 月に 1 回では季節の変化を捉えられな 

い．夏は夏用の生活があって，最近の夏は 

暑い．エアコンを使ってるのか扇風機なの 

かとか．特に障害特性で感覚のレベルによ 

って確認しなければならない． 

 

冬は，インフルエンザの注射したのかを聞き

にいく． 

 

年に１回で１年分の話は聞けない．本人も直

近１~２月の事しか覚えていない．少なくと

も季節に 1 回は行くようにしている． 

 

 

 

②サービス管理責任者の語り（表３－１１） 

表３－１１．支給決定以外の随時モニタリン

グで実施していること．サービス管理責任者 

表３―１１．随時モニタリングで実施してい

ること． 

利用者から連絡が来るときは，絶対状態の悪

いとき．それに合わせると状態が悪いときが

ベースになる．普通の状態がわかれば困った

ときの状態と比較できるので支給決定にかか

わらず訪問する． 

事業者からの提案が増えたため，事業所や利

用者宅の訪問をする．その状況をみて判断

し，担当者会議も招集している． 

行政への手続では，行政が当然のごとく「お 

願いね．」というスタンスなので，障害の申 

請に限らず行政への申請書物は，利用者宅を 

訪問し役所に届けている． 

 

 

 

 

 

 

③児童発達支援管理責任者の語り 

支給決定以外の随時モニタリングで実 

施していること．児童発達支援管理責任者
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（表３－１２） 

表３－１２．児発管からみた随時モニタリン

グ 

（相談支援専門員は）ご家庭だけでなく，学 

校，各事業所，リハビリの機関まで回って， 

それぞれのところでしっかり聞き取りをさ 

れ，モニタリングされている． 

 

（相談支援専門員に事業所に）来所してもら 

って実際に自分が子どもさんとかかわって 

いる場面，療育場面を見てもらう．それはす 

ごく大きい．言葉だけでこういう支援をして 

いるんですじゃなくて，わかってくれる 

ので話がしやすい． 

 

（相談支援専門員は）会議，モニタリングで 

（事業所に）来られて・・・現場の職員にも 

話す機会は増えた．なかった気づきを逆に頂 

け，他事業所ではこんなことしてるよってい 

うのを相談員さんを通してお聞きする 

こともあるので，それはうちの，自分の事業 

所でどうやっていこうかとか，情報もたくさ 

ん現場に返ってくる． 

 

（相談支援専門員が）モニタリングとかに頻 

繁に来てくれるってことは，興味をメンバー 

に対して，支援をするっていう意識が高いと 

いうか．そういう方には，こっちも何か，ち 

ょっとの変化でもお伝えしないといけない 

なってやっぱり思います． 

 

緊急度があるとか切迫した状況のときは，

（サービスの）利用頻度も上げていく．週に

１回やったやつを２回３回だったり，すぐに

駆けつけるみたいな動き方をする．そういう

緊迫した状況のときは相談員と毎日連絡 

をとる．どんな子が多いかっていうと，不 

登校傾向の子． 

 

 

（３）職種別のコアカテゴリー間の比較分析 

１）【利用者支援の核としていること】の３

職種間比較 

 利用者支援の核としていることを相談支援

専門員，サービス管理責任者，児童発達支援

管理責任者で比較した（表３－１３）． 

 生成されたカテゴリーは，相談支援専門員

（７個），サ―ビス管理責任者（４個），児

童発達支援管理責任者（１個）であった． 

3職種に共通するカテゴリーは生成されな

かったが，2職種間で共通するカテゴリーは

生成された（表３－１３）．表中に☆印を示

した『チームでの利用者支援（チームケ

ア）』は，相談支援専門員とサービス管理責

任者に，『利用者の目標・希望の重視』はサ

ービス管理責任者と児童発達支援管理責任者

に共通していた． 

職種別に特徴的だったのは，相談支援専門

員は“面談”“意思決定支援”の語が使用さ

れており，サービス管理責任者には“障害特

性”“状態にあった支援”の語が使用されて

いた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３－１３. 【利用者の核としていること】 

 

 

 

『利用者の希望・意欲・強味の重視』

『利用者中心の意思決定支援』

『利用者との関わりの継続』

『面談の重視』

『サービス等利用計画の内容・立案方法の工夫』

〇 『チームでの利用者支援（チームケア）』

『相談支援専門員としての姿勢・スタンス』

☆ 『利用者の目標・希望の重視』

〇 『チームでの利用者支援（チームケア）』

『障害特性の重視』

『利用者の状態像にあった支援』

☆ 『利用者の目標・希望の重視』

相談支援専門員

サービス管理責任者

児童発達支援管理責任者
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（２）それぞれの職種からみた質の高いモニ

タリング 

 質の高いモニタリングに相談支援専門員で

は『頻回なモニタリング』であるのに対し，

サービス管理責任者は『タイミングに配慮し

たモニタリングの実施』,児童発達支援管理

責任者は『利用者の個別性に適したタイミン

グでのモニタリング実施』であった（表３－

１４）． 

表３－１４．各職種からみた質の高いモニタ

リング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

C4．結果 

 研究１．研究２．研究３．で得られた結果

をもとに，2020年度に実施予定の量的研究，

全国の相談支援事業所に対する横断調査にお

いて使用する質問紙票を作成した． 

 

１）質問紙票の種類 

質問紙票は，次の3種類である． 

表４－１．2020年度調査．質問紙票の種類 

調査票名 記入者 

事業所票 管理者 

相談支援専門員票 相談支援専門員 

利用者情報票 相談支援専門員 

 

 

２）調査対象の抽出 

 2020 年 3 月に厚生労働省に対し，障害福

祉サービス等情報公表データ提供の依頼を申 

請し，46 都道府県 7341 事業所のデータの提

供を受けた．開示を受けられなかった１県の

データは，当該県のホームページにアクセス

し，公表されている事業所のデータを確認し

追加し全国 8107 事業所であることを確認し

た．回収数 1000 事業所分を見込み，系統無

作為抽出にて 3330 事業所を抽出した. 

３）調査票 

 巻末資料７ 

 

※2019年度における研究４の目的は，調査票

作成で研究ではないため，D考察及びE結果は

記述しない． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

D．考察 

 

〇 『頻回なモニタリングの実施』

『利用者のサービス利用に対する目的意識の明確化』

『チームケアを意識したモニタリングの実施』

『質の高いモニタリング実施のための事業所体制の構築』

〇 『タイミングに配慮したモニタリングの実施』

『チームケアを意識したモニタリングの実施』

〇 ＜利用者の個別性に適したタイミングでのモニタリング実施＞

『チームケアを意識したモニタリングの実施』

相談支援専門員

サービス管理責任者

児童発達支援管理責任者
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D１．考察  

研究１.先行研究レビュー 

 本研究の目的について先行研究から３つの

A視点に分類して整理した．A 

 

１）ケアマネジメント実践者の資質／ケアマ

ネジメント実践者のあるべき姿の共有と方策

について： 

先行研究において老健事業の報告書研1-1)， 

と「相談支援の質の向上に向けた検討会にお

ける議論の取りまとめ（以下「質向上検討会

のまとめ」という」研究1-3)．に共通すること

は，ケアマネジメント実践者のミッション

や，介入する際に備えるべき専門職としての

知識や技術が示されたことである．前者は，

ドナベディアンモデル及びケアマネジメン

ト・プロセスという二つのフレームワークに

そって整理されており，一種の理論的整理が

試みられたものと考えられる．後者は，実証

的な先行研究とはいえないが，少なくとも委

員会の構成員のこれまでの実践知に基づき整

理されたものと考えられる． 

本邦において制度にケアマネジメント専門

の専門職が配置され，ケアマネジメント手法

に基づく実践が導入されたのは，介護保険制

度（2000年）の介護支援専門員，障害者自立

支援法（2005年）の相談支援専門員である． 

プロフェッショナルの比較と法の歴史の観

点から他職種と比較すると，医師は旧医師法

（1906年）で100年以上，看護師等は看護師

助産師法（1948年）研1-5）で70年以上が経過

している．制度の枠組みがあってその資格の

位置づけが安定する．そこから専門性の発

展，資質の向上や技能の平準化を行うまでに

は一定の時間を必要とする．また研究という

観点からみれば，ケアマネジメントの専門職

による実証研究の報告は今後に期待される課

題であることが明らかになった． 

これらからケアマネジメント実践者として

のプロフェッショナリズムとしての共通の志

向性やロールモデルの存在，科学的な知に基

づく理論の形成・構築等の必要性が明らかに

なった．宮脇研1-6）は，より良い実践を行う

ためには専門職として自分が斯くありたい姿

を持つこと，それを実現するには倫理観・道

徳観をもち，考え，その感受性を高めること

としている．法令上定められた回数を実施す

ることは当然必要ではあるが，回数が多けれ

ばすなわち質の向上とはならない．専門職に

は共通の志向があり，更に個々の専門職が斯

くありたいと願い自らを磨き上げていくプロ

セスに価値があると考える． 

また奥川研1-７）は，職業的な《私》をつく

りあげるために，自己を検証することを挙げ

ている．自己検証を行う際の第一条件となる

ことがらに奥川は，その専門職が共通して備

えるべき資質を理解する必要性があるとして

いる．これを先行研究に置き換えれば示され

た二つのフレームワークに該当し，本研究に

置き換えれば，自らの専門職が主として用い

る手法の質の概念（ケアマネジメントの概

念），すなわち支援の方向性，志向の共通認

識として置き換えられると考える．しかしこ

れに置き換えられる先行研究は見当たらなか

ったことから，計画相談支援等（ケアマネジ

メント）の質の評価指標となり得る項目の整

理，生成の必要性があることが示唆された． 

自己検証を行うために必要な二つめの事項

として奥川は，その専門職が平均以上の水準

で遂行するために必要とされる知識と技術，

そのレベル（段階）が示されている必要があ

る，と述べている．先行研究に置き換えれ
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ば，質向上の検討会まとめに示された技術と

いえる．しかし質向上の検討会のまとめで

は．相談支援専門員のラダーや，各技術別の

レベルは示されていなかった．実証研究を積

み重ね，段階別の技術や教育体制を整備する

ことは，今後の課題であると考える． 

ケアマネジメントを専門に行う相談支援専

門員が法律上配置され，計画相談支援を実施

するようになって15年が経過する今，実践知

が集約され，質検討会のまとめが作成するこ

とができた．歴史の若い資格ながら，進めて

きた歩みの足跡から備えるべき技術の項目は

示された．一方で技術だけでは専門職の専門

性は示せない．相談支援専門員が行う計画相

談支援は，今まさに共通の志向性や概念形成

を明確にし，実践の深みと発展，今後の研究

に繋げる基盤を形成する時期にある資格とい

える． 

これらから本研究において「計画相談支援

等（ケアマネジメント）の質の評価指標とな

り得る項目」を共有化し，暫定的な定義を行

う必要性が示唆されたと考える． 

 

２）国内比較，国際比較から得られた知見 

ケアマネジメントの質に関する国際比較 

に関する文献研1-2）では，2018年度時点にお

けるケアマネジメントの担い手，機能，実施

状況や評価に関する情報と，それらをもとに

した本邦の状況との比較が述べられていた．

以下，２つの観点から整理する． 

①本邦の高齢障害者の制度移行期における連

携支援の着眼点 

本邦においてアマネジメントが導入されて

いる社会保障制度は，介護保険制度と障害者

総合支援法の二つである．そのため制度内の

単独か，制度をまたぐ比較となれば両制度・

二者間の比較が大半を占めてきた． 

近年高齢障害者の増加に伴い二者間の連携

や教育に焦点化され，それぞれのケアマネジ

メントの概念の整理等，基盤となる根源的な

議論がないまま技術的側面の議論や研修受講

の環境整備がすすめられている． 

 

２）領域を超えた継続的ケアマネジメント

の実現に必要な前提 

近年は，高齢障害者の増加により研1-8），

比較対象の視座を国内から海外へと移し，諸

外国の移行期における継続支援，障害分野と

介護保険分野の連携に関する現状・課題把握

を目的とする調査研究研1-9）等が行われてい

る．その報告書は，連携開始の相談先，連携

のしやすさ等技術論の入り口に関する内容は

把握されているが，両者がそれぞれに捉える

ケアジメントの質に関して確認し深める内容

はみあたらなかった．本報告書に書かれてい

る高齢障害者の制度移行期における“継続支

援”を実現するなら，相談支援専門員と介護

支援専門員がそれぞれ支援の中心に据える目

的や志向を顕在化，明確化し，相互に理解す

ることが連携の基盤となるのではないだろう

か．こうした理念や概念は容易に明らかにで

きるものではないが，利用者にとって“継続

的支援”を受けていると実感される技術が平

準化されるには，理念や概念の共有化は避け

て通れないものであると考える． 

 

②有給かつ専従のケアマネジメント実践者の

存在意義 

ケアマネジメントの質に関する国際比較 

の文献研1-2）がとりあげた諸外国では，2018

年度時点におけるケアマネジメント専門の担

い手であって，ケアマネジメントを実践する
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ことによって報酬を得る存在はみあたらなか

った．一方でなぜ日本ではケアマネジメント

機能を有するが制度設計にしたのか，更には

他国と異なりケアマネジメント専門の実践者

までも配置したのか．上記①に既述のとお

り，いつ，何を，どうする，よりもむしろ，

なぜ存在するのか，に目を向け，考える必要

がありそうである．この根源的な問について

考え，摸索し丁寧に形作るプロセスを積み重

ねる必要性を報告書は投げかけたといえる． 

  

３）公正性を担保する仕組み 

日本では，多様なサービスプロバイダへ 

の市場への参入を可としているが，オランダ

においても同様であった研1-2）．オランダで

は，日本におけるケアマネジャーのような全

体をマネジメントする職種は存在しない．オ

ランダでケアプランとは，サービスプロバイ

ダで作成される個別サービス計画であり，サ

ービスの選択における「公正・中立の確保」

の課題自体が存在しない．こうしたサービス

の利用は，家族だけでなくボランティアも含

めた支援が難しければ利用するものであり，

利用の可否も予算制約のもと自治体が決定す

る．給付管理業務が存在しない． 

すなわち，日本における介護保険のケアマ

ネジャーはサービスの選択だけでなく，給付

の流れをも管理，左右するが，オランダでは

それは行わない．日本の障害福祉サービスで

は，サービス等利用計画はサービス利用に関

する全体をみているが，給付の管理は行わ

ず，いわばオランダの方策と日本の介護保険

のケアマネジメントの間に位置している．障

害福祉サービスにおけるケアマネジメントの

仕組みは，サービスの全体性を見ながらも，

支給決定は市町村が行う仕組みとおり，市町

村の判断が正しいという前提のもとであれ

ば，公正性が保たれる制度設計となっている

ものと考えられる． 

 

 

 

D2．考察 研究２.計画相談支援等（ケア

マネジメント）の質の評価指標となる項目

の生成  

１）質の議論に影響を与えるケアマネジメン

トの定義の共通点と相違点 

 先行文献レビューからケアプラン作成をは

じめ一連のケアマネジメント実践を専門に有

給で活動する資格や機能が制度に位置付けら

れている国は少ない研1-2）．本邦には，ケア

マネジメントの手法を用いて支援し，支援す

る側にケアマネジメント専門の資格も併せて

法文化されている制度は介護保法，障害者総

合支援法である．本邦では制度に保障された

ケアマネジメントであるが，この方法がなぜ

制度に導入されたのか，ケアマネジメント実

践者は，あらためてその価値と意義を熟考す

る必要性があると考えられる. 

 また本研究におけるFGIでは【領域別のケ

アマネジメントの目的・特徴】について語ら

れた．例えば『加齢とともに疾病に伴う体調

変化の予後予想を踏まえた対応を行う高齢領

域のケアマネジメント』，『児童の発達の視

点から獲得のプロセスを支援するのが児童の

ケアマネジメント』，『発達の最近接領域を

適切に捉え支援することが発達領域の支援の

方法』等，個人の尊厳の保持を旨とするこ

と，その実現のための手段としてケアマネジ

メントを導入しているということ共通してい

た．一方で支援の対象により目的や特徴は異

なることが上述の語りから明白となった．更
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に相違点はあるのだろうか． 

 両制度における相違点を比較するにあた

り，いったん他国に視野を広げる．ケースマ

ネジメントの発祥地のアメリカ,ケアマネジ

メントを先んじて制度に組み込んだイギリス

のケアマネジメントの代表的な組織が示すケ

アマネジメントの定義を確認すると，共通す

ることは，ニーズと社会資源を結び付け，チ

ームアプローチで解決に導くこと，そして

“効率的”や“効果”“成果を得る”と書か

れている研2-3）.ケアマネジメントの特性に

は，当然個人のニーズと社会資源を結び付け

て課題解決を図りつつ，これを成果や結果と

して評価の対象とすることや，社会資源の全

体の需給バランスをとり，地域の社会震源の

総体としてみた場合の利用バランスをとると

いう効果も含まれるものと考える．本研究結

果における一次分析の【人を中心としたケア

マネジメントの個と社会，今と未来にわたる

可能性】に該当し，『「人」を中心としたケ

アマネジメントの可能性を高める適切なモニ

タリング回数は，本人・専門員・チームの連

携機能に十分な頻度，それが適切なら本人の

今～今後の生活も，延いては社会の今と将来

にさえ寄与する可能性を有する』とあるよう

に，個のケアマネジメント（ミクロ）は，人

的・物的・財政的観点の社会資源全体（マク

ロ）のバランスに直結する視点である．ケア

マネジメントの機能には本来このような期待

も負っていると考える．介護保険制度におけ

るケアマネジメントの質のアウトカム評価に

関し，個別のアウトカム評価もさることなが

ら，地域のアウトカムという概念が老健事業

研1-2p172で示された．今後障害領域において質

を議論するにあたっては，ミクロ焦点化する

だけでなく，今後はケアマネジメント本来の

機能によるところの地域全体での効果という

マクロの視点を取り入れることも一考であ

る． 

 

 

２）ケアマネジメントにおける効率・効果と

成果の考え方とその影響について 

 ケアマネジメントの定義や上述の本研究の

コアカテゴリーにみるように，ケアマネジメ

ントでは本来，効率化及びその成果は質に関

連する事項である．そこでこの二つの単語を

ケアマネジメントの手法を導入している介護

保険制度と障害者総合支援法にあてはめ，語

彙検索し出現頻度を比較した．介護保険法に

“効果”は35回，“効率”は７回使用されて

いた研2-4）．一方で障害者総合支援法では，

“効果”及び“効率”は全く使用されていな

かった研2-5）． 

これらから障害福祉サービスにおけるケア

マネジメントとは，社会資源に結び付け，チ

ームアプローチにより地域生活を支援すると

いう観点はあるが，効率・効果および成果を

問う視点はなく，介護保険制度と同様にケア

マネジメントの手法を活用しているとはい

え，極めて大きな差異があると考えられる．   

この差は，現在さまざま課題となっている

高齢障害者の障害福祉サービスから介護保険

への移行期に生じるサービス利用の価値や納

得感への影響，併せてケアマネジメントを引

き継ぐ相談支援専門員と介護支援専門員の連

携時に生じる価値の摩擦等に影響する要因と

なっているものと考える．単に両制度の表在

的な相違を知識として研修し，顔の見える関

係を作ればよいのではなく，ケアマネジメン

トを行う専門職として，制度が求めるケアマ

ネジメントの目的や成果の相違を明瞭に示す
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ことが現在生じている課題への解決の一方策

へとつながると考える． 

今後はケアマネジメントが活用されていて

も，その根本的な目的や価値は異なることを

理解した施策や教育過程を組み込む必要性が

ある．本研究において，効率性，効果性を含

むか否かは，ケアマネジメントの質の指標を

生成する観点から，きわめて重要な視点とな

ると考える． 

  

 

３）計画相談支援とケアマネジメントの関連

について 

フォーカス・グループ・インタビューで

は，計画相談支援はケアマネジメントと同義

であるかという問題提起がなされ，【計画相

談支援とケアマネジメントの関連】のコアカ

テゴリーには，それぞれ両論が紐づいた．一

つは計画作成にまつわるサービス調整業務を

主とし，その調整過程で生じる“よろず相談

的な相談内容”は計画相談支援の対象外であ

るという考えである.もう一方は，計画相談

支援は単にサービス手配に終始するブローカ

ー型相談支援にとどまらず，さまざまな生活

困難を抱える長い支援プロセスを共に歩む存

在であると考え，計画相談支援はケアマネジ

メントであるとの考えである．障害領域にお

けるケアマネジメントの意義について今後

は，直接援助に価値を見出し，報酬上の評価

を求める動きも起きている研2-2）．ケアマネ

ジメントにおける直接援助の価値をさらに報

酬で評価することは，単に障害領域の一報酬

というだけでなく，世界的にみても珍しいこ

とであり，相談そのものの専門性と価値を示

すことになると考える． 

 

４）障害領域における相談機能の役割分担と

現実的解の求め方 

障害福祉領域の相談機能は制度上『三層構

造の障害福祉領域の相談の一層目はケアマネ

ジメントでサービス利用に関して整理し，そ

れ以外のことは二層目で担当するという整理

でＨ30年度報酬改定が行われた』が，考察

２）の議論にみるように，相談支援と計画相

談支援の実践上の境界は未分化との見方もで

きる．一方で完全に分化することは可能なの

か． 

語りとカテゴリーからその目的を確認す

る．『相談支援の目的は本人の安心した地域

生活の継続で，コミュニケーションを通じ，

利用者への理解，課題が解決することを利用

者が実感できること』である．一方で【計画

相談支援の目的】は，『①本人の安心した地

域での暮らしの実現，②適切なサービス利用

に繋ぐ･･･』ものである．ここまでの議論を

整理すれば計画相談支援の目的は，単に計画

作成し，サービスの手配をすることではな

く，（利用者の）安心した地域での暮らしを

実現すること，である．相談支援も，計画相

談支援も第一の目的は共通している．もし計

画相談支援はサービス調整に特化し，サービ

スの調整の遡上で生じるサービス調整以外の

課題をすべて基幹型相談支援センターに依頼

するなら，支援を受ける利用者側の立場にた

ったときにどうだろうか．相談窓口が複数化

し，何度も同じ話をしなければならず負担感

は増し，現実的ではない．何よりも相談のワ

ンストップ機能は，ケースマネジメントの起

源にさかのぼるもの研2-3）であり，一人の利

用者に対する相談窓口を複数設けることは，

ケアマネジメントの機能から乖離する方法を

政策的に，あるいは相談支援専門員自身が選

択することに他ならない．これらから相談支

援と計画相談支援の役割の分化は，サービス

調整とそれ以外といった機械的な振り分けで

はなく，実践をつみ重ねるなかで，個別ケー
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スごとに最適解を求め，若干の年月をかけつ

つ平準化していくプロセスをたどるのが現実

的であると考える．その最適解を求める際に

忘れてならないことは，いかなるときも利用

者の立場にたっての最適解を考える視点であ

ることはいうまでもない． 

障害福祉領域における相談機能の分化が実

践の積み重ねとともに実証研究において，計

画相談支援における質とは何かを追求し続け

ることは肝要であると考える． 

 

 

５）計画相談支援の基盤を成すものを支える

継続的ケアマネジメントとモニタリング機能

について 

 ［文言が綺麗に整ったケアプランが質の高

いケアマネジメントかというとそうではな

い．］とは確かである．一方で着目すべきは

『利用者の意向を反映することが計画相談支

援の質でありながら，その技術に欠けること

が課題』であることだ．では≪意向を反映し

た計画作成≫のために計画相談支援において

備えるべき姿勢や技能として何が求められる

のだろか． 

≪利用者の意向を反映した計画作成≫と

は，ただ利用者の言葉をそのまま計画書に書

き写すことではない．利用者が語る［主訴

は，サービス利用とは限らないし，明確であ

るとも限らない．むしろ整理されず入り混じ

っている］ものである．利用者の語りの背景

には，語られない，語りたくない，伝えきれ

ない等さまざまな理由により表現されなかっ

た物語や背景が広がっている，という仮説を

もちながら聴き取る必要があると考える．い

かにすれば利用者との相互交流は可能となる

のか． 

専門的な相談とは≪倫理≫を礎に≪面接技

術≫を用いることで個々の利用者の，状況に

応じた≪関わり方≫を可能とする．適切な≪

関わり方≫は，利用者からの≪信頼≫とな

る．専門職は利用者からの≪信頼≫を得るこ

とで，それを基盤とし，ケアマネジメントの

≪一連の過程のかかわり≫へとつなげること

ができる．ケアマネジメントの≪一連の過程

のかかわり≫を通じ，利用者の≪意思表明・

意思決定支援≫を行うが，専門職は意思決定

を支援するために利用者の意向，状況理解を

踏まえ，専門職として具体策を提示する．そ

の提示にあたり求められるのは，多角的な観

点からの予測，効果やリスク等を≪見極める

技術≫である．これらは計画相談支援の質の

評価指標となり得る項目であり，「計画相談

支援の基盤を成すもの」のコアカテゴリーに

包含されるものと考える． 

 

 

６）モニタリングにおける市町村の支給決定

の考えに影響される継続的支援と，モニタリ

ング実践者の葛藤 

 計画相談支援の≪一連の過程の関わり≫に

おいて，実際にコミュニケーションの頻度を

左右するは，市町村が行うモニタリング実施

頻度の支給決定である．市町村は，支給決定

の判断を行う際の判断基準とはなにか． 

 [利用者の個別性に合わせて判断されるべ

きモニタリング実施期間を市町村では多くの

ケースに関し国が示す標準期間に沿って決定

している]，[自治体の方針として個別支援と

地域支援を行うなかで本人との関係性を重視

したモニタリング回数を判断し先行実施して

いる]等，自治体により支給決定の判断に関

する基本的な考え方のばらつきがあるように

見受けられる．利用者と計画相談支援を行う

立場からみれば【モニタリング回数に影響す

る自治体のモニタリングの意義・価値理解】

如何は，利用者にとって将来的な生活も含め
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たＱＯＬに直結する．  

市町村は【継続的ケアマネジメントの機能

を発揮できる条件としての個別性に対応した

モニタリング実施期間の判断】を適切に行う

べきであることは言うまでもない．一方で実

際には市町村職員の数や専門性という観点か

らの人員体制，個別の利用者にすべて面会し

生活実態を知ることの難しさ等，複数の課題

があることは想像に難くないが，利用者にと

ってそれは許容される範囲ではないと考え

る．  

こうした背景を踏まえれば，市町村ごと，

利用者ごとの判断のバラつき等解消するため

に平成３０年度障害福祉サービス等報酬改定

に行われたモニタリング実施標準期間の改定

は有効性の高いものであり，計画相談支援の

質に影響した可能性が考えられる． 

 相談支援専門員に視点を移すと【計画相談

支援を行う専門員のジレンマ】があった．

『①丁寧な相談支援と手間費用とのジレン

マ』では，事業経営の観点からみた計画相談

支援の回数と専門職が抱く理想のモニタリン

グ回数との乖離について生じる葛藤という一

面と考えられる． 

 『②計画屋ではなくソーシャルワーカーだ

という自負』では，計画相談支援を単なるサ

ービス送致の機能ととらえている場合や，サ

ービスに適切につなげる相談に価値を見出し

ていない場合に感じる葛藤であること，また

計画相談支援の枠を超えたよろず相談もすべ

て含め生活を支えたいという思いを持つ場合

に生じる葛藤であると推察される．  

 市町村の立場に視座を移すと，改定された

モニタリング実施標準期間を先行して実施し

た自治体があった．そこでは[相談員は自分

の業務が大変になったというが，政策的には

ご本人を中心におき，地域で安心して暮らせ

ること，そのための相談体制の整備を行う政

策としてモニタリング実施頻度を設定した]

という報告があり，≪一連の過程の関わり≫

をはじめとする「計画相談支援の基盤を成す

もの」を市町村が率先して保障し，計画相談

支援の質の向上に資する環境をつくったと考

えられる. 

 

 

７）計画相談支援の質の指標となり得る項目 

 （二次分析）を通じて計画相談支援の質の

指標・項目（暫定版）を生成した（表10．巻

末資料２）  

下記は計画相談支援等（ケアマネジメント）

における質の評価指標・項目（暫定版）の関

連図である（図１．巻末資料３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．計画相談支援等（ケアマネジメンント 

の質の評価指標・項目（暫定版）の関連図 

 

コアカテゴリー「計画相談支援の基盤を成

すもの」には，≪倫理≫を礎にした≪面接技

術≫は利用者の場と状況に応じた≪かかわり

方≫が利用者の≪信頼≫を育み，相互交流を

通じて収集し得られた情報と,≪意思表明・

決定支援≫，利用者のサービス選択に資する

将来予測，効果・リスク等を≪見極める≫技

術が求められる．これらを土台としつつ≪一

連の過程のかかわり≫が展開可能となると考

効果・効率の調和
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×          
×情報の非対称性
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える． 

次の段階のコアカテゴリー「一連の過程を

通じた支援」では，≪チームケア≫を用いた

アプローチが展開され，チーム全体をマネジ

メントする力や＜チームケアの質＞そのもの

が問われる．相談支援専門員から得る情報だ

けではなく，チームケアを通じた幅広い最新

の情報,多職種も含めて判断した将来予測や

提案を踏まえ，利用者が選択した≪意向を反

映した計画作成≫が可能となり，より円滑な

サービス利用へと進展する．仮に利用者の生

活課題を解決するに足る社会資源が存在しな

い場合には≪社会資源の創出の提案≫によ

り，利用者の生活課題への地域社会の対応度

を高めるはたらきに寄与する． 

３つ目のコアカテゴリー「質の指標と関連

事項」では，具体的な評価の段階へと踏み込

む．ドナベディアンモデルにみる≪プロセス

評価≫を中心とし，ケアマネジメントで求め

られる成果としての≪アウトカム評価≫，政

策としての評価は報酬にも直結することか

ら，≪評価で問われる再現性≫があること，

≪アウトカム評価≫の場合には特に≪効率・

効果の調和≫が求められるが，専門職側から

みて評価に有利な結果が出やすい利用者を選

択する≪クリムスキミング/情報の非対称性

≫を悪用した意思決定の誘導等が行われては

ならない．「一連の過程を通じた支援」の結

果は≪利用者の納得度≫でもある．そのよう

な納得度は例えば，日ごろの対話のなかで，

利用者や家族からあなたが担当でよかったと

いう≪数値化できない感情≫が表出されるこ

ともある．客観性や再現性がないことのみを

もって，軽んじられてはならない質の評価の

一つといえると考える． 

 

 

 

Ｄ３．考察 

研究３．相談支援専門員，サービス管理

責任者及び児童発達支援管理責任者からみ

たモニタリング実施の実態 

（1）計画期間変更の影響 

 １）インタビュー対象者が捉えた期間変

更の影響 

相談支援専門員が捉えた改定後の変化を見

ると，利用者や家族との『信頼関係の深ま

り』，『生活状況のタイムリーな把握と情報

量の増加』があげられた． 

一方，サービス管理責任者や児童発達管理

責任者から相談支援専門員の変化を見ると，

『利用者情報量の増』『信頼関係の高まり』

『チームケア』といったポジティブなキーワ

ードがみられる一方，『負担感増』『温度

差』といったネガティブなキーワードも見ら

れた． 

こうした変化の影響に対する認識の違い

は，計画相談支援員とサビ管あるいは児発管

との置かれている立場や利用者との関わりに

おいて重視している視点の違いに起因すると

考えられる． 

そこで次に，各職種において【支援の核と

していること】および【質の高いモニタリン

グ】の捉え方について考察を加える． 

 

 

（１）３職種間での支援やモニタリングで重

視している点 

1)【利用者の支援で核とすること】における

３職種間の比較 

3職種に共通するカテゴリーはなかった表3-

13）．組織の業務や多職種の連携では，その

役割が重ならないように設計される研3-１）た

め重複は生じない．本研究における相談支援

専門員の結果には“面談”や“計画”という

語が含まれ，相談援助職であってサービス等

利用計画を立案する間接援助の職種の特徴が
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示された．加えてマネジメントと計画作成に

重心を置いた計画相談支援の特徴といえる． 

一方でサービス管理責任者には“障害特

性”，”状態像にあった支援“等，利用者に

直接介護を提供する直接援助の職種の特徴が

みてとれた．これらは職種ごとの特性による

ものと考えられる． 

 ２職種間で共通する項目があった．①『チ

ームでの利用者支援（チームケア）』は相談

支援専門員とサービス管理責任者で共通し，

児童発達支援管理責任者では生成されなかっ

た．②『利用者の目標・希望の重視』はサー

ビス管理責任者と児童発達支援管理責任者に

は共通したが，相談支援専門員にはなかっ

た． 

 相談支援専門員に類似のカテゴリーはあっ

たが，“意欲”“強味”“意思決定”といっ

たストレングスに着目するもので，“目的”

はなかった．計画作成はいわば“目標”設定

と対応を適切に設定するものであり，ケアマ

ネジメントは，その実現のために“チーム”

に働きかける機能を担う．計画相談支援にお

ける相談支援専門員の役割と機能とはなに

か，ケアマネジメントなのか・計画作成とサ

ービス送致を目的とするのか【利用者の支援

で核とすること】を通じ生成されたカテゴリ

ーとそれを構成する語から，あらためて問わ

れると考える． 

 “チームワーク”は極めて多因子的な活動

研3-１）である．敢えて違いのある者同士が集

まり，互いの特徴を理解するよう努め，共通

の“目標”を持つことでチームの恒常性を保

ってミッションを完遂する原動力を持つ．そ

こには“目標”を掲げるマネジャーの存在が

不可欠である．“チームケア”と”目標”は

不可分であるという考え方にたてば，①『チ

ームでの利用者支援（チームケア）』及び②

『利用者の目標・希望の重視』は3職種に共

通のカテゴリーとして生成されることも想定

されるが本研究ではそのような結果ではなか

った．  

計画相談支援（ケアマネジメント）の質の

向上に寄与するモニタリングを検討するにあ

たり，モニタリングにも連携や協働性が求め

られる側面があること，またモニタリングは

一連のプロセスの最後に位置しすべての介入

の効果を確認する機能を持つものである．相

談支援専門員だけ，あるいはモニタリングの

方法論だけを論じても質の向上は実際のとこ

ろ難しい．例えば多職種連携教育（IPE 

Inter-professional Educaion）等を導入し

かかわるすべての職種が共通の概念や方法

論，留意点を習得する機会を得ることで，多

職種連携のダイナミクスを活用した支援や

“意思決定支援”の有効性が増すものと考え

る． 

 

 

２）モニタリング実施標準期間変更による相

談支援専門員の置かれた状況と効果 

モニタリングで重視している点について，

相談支援専門員の語りを見ると「頻度」を挙

げた割合が大きい．これは平成 30 年度障害

福祉サービス等報酬改定の影響を直接的に受

けた故と考えられる．語りの記録を見ると，

これは過渡期にあると捉えられ，モニタリン

グ実施頻度の高まりによる実践経験から得ら

れたものと考えられる．柔軟なモニタリング

が定着することで今後更に各職種間の役割分

担も進むことが期待される．そこで次に，今

回の半構造化インタビューから描かれるある

べき役割分担とモニタリングの姿を考察す

る． 
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① 頻度を重視する相談支援専門員とタイ 

ミングを重視するサービス担当者 

それぞれの職種からみた【質の高いモニタ

リング】では，相談支援専門員は,『頻回な

モニタリング実施』であるのに対し，サービ

ス管理責任者は『タイミングに配慮したモニ

タリングの実施』，児童発達支援管理責任者

は＜利用者の個別性に適したタイミング＞を

挙げている表3-14）．サービス側は，頻度を高

くすることだけでなく，利用者の状態と環境

や状況を含めた判断に基づく柔軟なモニタリ

ングを求めていた．柔軟に対応するには頻度

も必要であり，今後は状況に応じ専門職の判

断に基づく実行権限も必要となると考える． 

 

②頻度の高まりがもたらしたモニタリングの

効果 

なぜ職種による相違があるのか，３職種の

より具体的な視点を確認する目的から，サブ

カテゴリーベースで確認した． 

 利用者の相談支援専門員への認識は，［相

談できる相手へと変化]，[生じたはじめた 

利用者・家族が自ら発信する相談支援専門員

に対する相談]，[過去事案から現在事案へ時

間軸が変化したサービス事業所との利用者に

関する連絡内容]，[課題解決のために知恵を

絞るモニタリング実施方法と実施方法の変

化]，[事後確認だったモニタリングから予測

と予防的なアプローチへ展開したモニタリン

グ]へと変化していた．相談支援専門員にと

ってこのような変化は，報酬改定の影響を受

けながらモニタリング実施頻度を高めてきた

過程において実感した成果である．すなわち

相談支援専門員にとってこれらの成果を得る

ためには，一定以上の“頻度”が必要である

ことを実感しているものと考える． 

 頻度の高まりにより相談支援専門員がモニ

タリングを実施することへの認知が高まった

サービス管理責任者や児童発達支援管理責任

者の立場にたてば，一定の決められた時期よ

りもむしろ利用者の必要時に合わせたモニタ

リングを期待したものと考える． 

 すなわちこれらのデータから平成30年度障

害福祉サービス等報酬改定におけるモニタリ

ング実施頻度の高まりは，関係者相互の信頼

と目的的なコミュニケーションの強化，モニ

タリングの対象とする時間軸は，過去の確認

からタイムリーな確認と将来予測・予防へと

立体化していた． 

このような基盤形成は次のフェーズである

『タイミングに配慮したモニタリングの実

施』，＜利用者の個別性に適したタイミング

＞という視点を惹起させているものと考え，

次期報酬改定における今後のモニタリングの

あり方については，利用者の個別性や状況に

応じた柔軟なモニタリングの判断について提

言し，検討すべきと考える． 

 

 

（３）各職種の役割分担とあるべきモニタリ

ングの姿 

 今回の研究範囲に基づく考察に過ぎないた

め限定的だが，あるべき構造を考察する． 

 柔軟なモニタリングの姿とは，支給決定で

定められた期間に限定せず，利用者の状況に

応じて行うもので，相談支援専門員の活動の

中に見出すことができた． 

本研究の目的の一つには，量的調査のため

の調査票作成があり，反構造化インタビュー

からモニタリング期間変更による効果を導き

出した．ただし，これは今回の研究でインタビュ

ー対象とした方々の考える「あるべき姿」を念頭

に置いた効果であり，これは本研究の限界でも

ある．本項で整理した「あるべき姿」は，今後，継

続して実施する定量調査の結果を解釈する際

に，これを「前提」として再度参照しつつ検証・考

察を重ねる． 
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① 随時モニタリング（柔軟性のあるモニタ

リング）の必要性 

研究３のデータを通じて相談支援専門員

は，支給決定のタイミングで実施する[定期

モニタリングで実施していること] 表3-10)

と，支給決定以外のタイミングで必要に迫ら

れて任意に行っている[支給決定以外の随時

モニタリングで実施していること] 表3-11）の

実態が明らかになった．後者は，（２）で明

らかになった『タイミングに配慮したモニタ

リングの実施』，＜利用者の個別性に適した

タイミング＞と重複する点もあると類推され

る． 

このような柔軟性のあるモニタリング活動

は，サービス管理責任者や児童発達支援管理

責任者等から見て，緊急時に共に考えてくれ

る存在であるばかりか，サービス事業所の職

員全体へも影響していた．表３－１１）の随

時対応のモニタリングに見られた活動は，定

期モニタリングだけは到底成し得ないもので

ある．また一定期間集中して介入することに

よってその効果性を得ている実態もあった． 

 

② 随時モニタリング（柔軟性のあるモニタ

リング）の必要性の判断 

柔軟性のあるモニタリングは，熱心で質の

高い相談支援専門員だけに多く行われる偏っ

た活動であってははらない．利用者にとって

の必要性を鑑み，適切に判断され，担当の相

談支援専門員の誰であっても適切に行われる

必要がある． 

随時モニタリングの必要性の判断は，相

談支援専門員に加え，医師や関係する多職

種が共に判断する方法が想定される． 

 

③ モニタリング頻度とタイミングの考え方 

適切なモニタリングのタイミングや頻度を

考えるにあたり，何をエビデンスに判断して

いくか政策的な検討が必要となる．相談支援

専門員の語りから特徴的であったことは，本

来の計画相談支援以外のこと，例えば役所の

の障害福祉課以外の部署の書類まで，作成支

援や代理提出まで当然のごとく役所の職員か

ら期待されている実態があった．このような

実態も含め本研究結果において考えるモニタ

リングが必要なタイミングは次のとおりであ

る． 

・利用者・家族と相談支援専門員が前回の訪

問時の会話や状況を記憶していられる期間 

・医療機関の受診において付き添い，本人に

代わって日頃の状況を意思に報告する場合

の受診の期間 

・少なくとも季節ごとの体調変化や季節の変

わり目の体調を崩しやすい時期に確認でき

るタイミング 

・本人の心身状態が不安定な時期の柔軟な対

応 

・行政機関等への申請書類の処理が必要な時

期 

・児童のライフステージの移行期（卒業

等），休暇の前後，また親が不安を感じる

とき等 

・その他緊急性のある場合や予防的な関与が

効果的であると判断される場合 

 

④ 定期モニタリングの頻度を適切に判断す

る市町村の役割 

モニタリング訪問を拒絶されるケースで相

談支援専門員は，定期モニタリングは，特に

ネグレクトのケースでは，相談支援専門員が

正当な理由をもって自宅に訪問できるという

有効性を感じていた．ネグレクトによる事態
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の手遅れを予防する観点や，利用者自身が重

要なニーズに気づかず専門的なアプローチが

必要な場合等，市町村には利用者の不利益と

ならないよう個別に，適切なモニタリング実

施頻度を判断し，随時見直す責任がある． 

 

⑤  揺らぎを受け止められたと利用者が実 

感できる関係性 

全身の筋肉が衰える進行性難病等において

は，告知前後から自己の存在の揺らぎに対す

る支援も含め，身体的・精神的・スピリチュ

アルの側面における緩和ケアが必要であると

考える．専門職の適切かつ継続的なかかわり

の中で，利用者からみて揺らぎも含め受け止

められた，と実感できる関係性である．障害

受容や，延命，命の選択を迫られる人生の判

断を支える専門職であるために適切なモニタ

リングの頻度や方法を考慮しなければならな

い． 

計画相談支援のモニタリングには，当然サ

ービス調整に係る相談はあるが，サービスの

選択と人生の選択の関連もなかにはある．人

の尊厳をまもる計画相談支援におけるモニタ

リング支援とは，利用者により，同一の利用

者であってもその置かれた状況により刻刻と

変化するものと考える． 

人は計画どおりに生きられるものではな

い．人には誰しも揺らぎがある．揺らいでも

良いことを肯定されることで安心につながる

こともある．そこには中立性の担保された専

門的・個別的関与が求められる．まさに計画

作成を担う相談支援専門員はその一職種であ

る． 

 

⑥ 政策的な適切性・公平性の判断の難しさ 

随時モニタリング（柔軟性のあるモニタリ 

ング）の重要性が示唆された．一方で，柔

軟性のある判断は，政策的に責任をもって

行うことは容易ではない．制度として仮に

柔軟なモニタリングは可能とした場合，専

門職のみで判断すれば，全体性としての公

平性に欠く恐れがある．市町村においてそ

の判断を行う場合においても属人的な基準

による運用の恐れがある．ゆえに市町村は

公平性を担保する観点から標準的判断に頼

り，むしろ政策的には新しくても，運用上

は先祖かえりといった揺り戻しも想定され

る．仮に実行する場合には，事例を積み上

げ，事例集等から判断し，一定の時間をか

けながら判断の平準化を行っていくプロセ

スも見込んだ政策決定が求められると考え

る． 

 

 

 

E．結論 

Ｅ１の結論 研究１．先行研究レビュー 

文献レビューは，本研究のテーマにかかわ

る理論的文献，実証的な先行研究という観点

を意識した．特に留意したことは，研究２

は，研究３以降の土台を形成する概念となる

ことから，研究２の研究を行う前段階におい

て適切に過去の文献を確認することである．

すなわち本研究は，研究２の概念（暫定的）

があってこそ，研究３の半構造化面接，研究

４の 2020 年度の質問紙票によるモニタリン

グの実施実態及び影響を調査に一貫性が保た

れる研究の構造であることを認識し，文献レ

ビューを行う必要があった． 
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文献レビューは次の４つの方法，（１）電

子ジャーナルCiNii Articleによるキーワー

ド検索，（２）行政の助成事業や研究機関が

行う調査結果の報告書の検索，（３）厚生労

働省の社会保障審議会等，政府の公開会議の

資料，（４）著書検索とした． 

主だった文献と考察を加え研究１の結論を

示す． 

 

１）日本総合研究所.平成24年度老人保健

推進費等補助金老人保健健康増進等事業．

『ケアマネジメントの質的評価のあり方に関

する調査研究事業』報告書研1-1）では，ケア

マネジメントの質的評価の在り方について，

ドナベディアンモデルと，ケアマネジメン

ト・プロセスを使用した二つのフレームワー

クが整理されていた．フレームワークは．38

頁に示されており，ケアマネジメント実践の

目的を，①法の理念・目的，②ケアマネジメ

ントの実践者である介護支援専門員の行動指

針にそった行動とし，ドナベディアンモデル

のストラクチャー（構造），プロセス（過

程），アウトカム（結果）の３つのスコープ

から協調されるべきことを整理していた．ス

トラクチャーとプロセスでは主に専門職の技

術に関することで，課題分析やチームコーデ

ィネート力，全プロセスにおける支援力に関

することであるのに対し，アウトカムでは，

利用者にとっての利益になったかという観点

から整理されていた． 

日本介護支援専門員協会．平成30年度厚生

労働省老人保健健康増進等事業，ケアマネジ

メントの公正中立性を確保するための取組や

質に関する指標のあり方に関する調査研究事

業報告書研1-2）では，これまでの多くの調査

研究は国内の障害福祉サービスと介護保険の

相違，あるいは相談支援専門員と介護支援専

門員の相違や連携に関するテーマが大半であ

ったが，ケアマネジメントの質の国際比較を

行ったことにより，我が国のケアマネジメン

トの特徴として，ケアマネジメント実践を専

門に行い有給の者が存在することが挙げられ

た．専門職の存在にはおのずと機能が求めら

れるが，なぜ他国にはなく我が国の障害と高

齢の二つの制度にはケアマネジメント機能の

みならず，専門の職種が配置されたのかあら

ためて認識し，再考する必要がある．これは

計画相談支援等（ケアマネジメント）の質を

考えるにあたり，留意する事項となると考え

た． 

厚生労働省 相談支援の質の向上に向けた

検討会，第９回．資料２「相談支援の質の向

上に向けた検討会における議論の取りまと

め」では，相談支援専門員の役割に関しとり

まとめられていた．特に筆者により分類した

ところでは，ミッションとして「障害児者の

自立の促進と障害者総合支援法の理念である

共生社会の実現に向けた支援を実施すること

と」とし，役割として例えばソーシャルワー

クの担い手としてのスキル/知識を高めるこ

とや，地域のつながりや支援者/住民等の関

係構築等，更には将来への期待として，領域

にとらわれない幅広い見識や判断能力を有す

ること等が示された．一方で，ケアマネジメ

ントの質についての概念や定義は直接的には

示されていなかった．文献レビューから，計

画相談支援等（ケアマネジメント）の質の評

価はみあたらなかった．宮脇６)は，より良い

実践を行うためには専門職として自分が斯く

ありたいという姿をもつこと，それを実現す

るには倫理観・道徳観をもち，考え，その感

受性を高めることとしている．法令や支給決
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定に基づくモニタリング回数やそれ以上の回

数を実施することのいみをもって質の高いケ

アマネジメントになるわけではない．また奥

川は，専門職が自己検証する際の条件を二つ

示している７)．一つに，その専門職が共通し

て備えるべき資質を理解する必要性を，二つ

めにその専門職が平均以上の水準で遂行する

ために必要とされる知識と技術，そのレベル

（段階）が示されている必要がある．二つめ

の技術について先行研究に置き換えれば，厚

生労働省の相談支援の質の向上に向けたとり

まとめに類似している．しかし，一つめにつ

いては，計画相談支援等（ケアマネジメン

ト）の質の評価指標という観点で整理された

ものではなかった．医師や看護師には70年～

100年程の歴史があり，プロフェッショナリ

ズムに基づく専門的知識や技能が蓄積されて

きた．相談支援専門員が行う計画相談支援と

いう観点では2005年に導入され，ようやく実

践知が蓄積されはじめてきたところである．

実証研究に基づく知見はまだ見当たらなかっ

たが，過去の経験に基づき必要とされる技術

は整理されつつある．そこでその基盤となる

評価指標を整理し暫定版として示す必要性が

示唆された． 

 

 

Ｅ2 結論 

研究２．計画相談支援（ケアマネジメン

ト）等における質の指標・項目（暫定版）

の生成の結論 

 一次分析では 73 のコードから意味のまと

まりのあるものを集め，47 サブカテゴリ

ー，46 のカテゴリー，13 のコアカテゴリー

が生成された．一次分析では障害福祉領域に

おける相談に関連し総論的に分析し考察し

た． 

【領域別のケアマネジメントの目的・特

徴】はそれぞれ異なること，【計画相談支援

とケアマネジメントの関連】の考察から高齢

領域と障害領域のケアマネジメントの相違

は，障害福祉領域には効率及び効果，いわば

成果を求める法の条文は存在しないことがわ

かった．一方で，ケアマネジメントの特性と

して地域でのケアマネジメントの効果という

マクロ的な視点で評価する考えも高齢領域で

は示され始めている実態があり，ケアマネジ

メントに求める質の評価は個別のケース（ミ

クロ）から地域の全体性（マクロ）へと広が

りがみられることから両制度の機能と質の評

価に差異があることがわかった．これをうけ

質の議論にのみならず，制度横断的なケアマ

ネジメントが推進される今日，両制度の施策

の展開や教育においては目的及び質の評価の

指標となりえる視点の相違にも留意する必要

性が明らかになった． 

【障害福祉領域における相談の構造・機

能・役割】は，未分化の状態にあるといえる

が，その要因に【相談支援の目的】と【計画

相談支援の目的】は共通しており，サービス

利用の一点のみをもって機械的に分担するこ

とは現実的ではないことが明らかになった． 

 また【継続的ケアマネジメント機能を発揮

できる条件としての個別性に対応したモニタ

リング実施期間の判断】では，市町村にその

ための判断基準や技術が問われるが，一律

『国の示す基準にそった判断』としている自

治体がある一方で,改定事項を先行して実施

している自治体も存在した．相談支援専門員

は，自らの相談に関する直接援助の価値や経

営とのはざまで葛藤していた． 
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 二次分析から質の評価指標となり得るコア

カテゴリーは３つ「計画相談支援の基盤を成

すもの」，「一連の過程を通じた支援」，

「質の指標と関連事項」，質の評価項目は18

であった（表〇）．ここで得られた質の評価

指標は，本研究における研究３及び研究４を

展開するうえでの共通認識として使用する暫

定版としての位置づけである．本評価指標の

項目を確定版として汎用性のあるものとする

には，本指標を用いた実証研究が必要であ

る． 

 

 

Ｅ３ 結論 

 研究３．相談支援専門員，サービス管理

責任者及び児童発達支援管理責任者からみ

たモニタリング実施の実態 

  

 ３職種に対する半構造化インタビューの

データから，平成30年度障害福祉サービス等

報酬改定におけるモニタリング実施頻度の高

まりの効果は認められていることが明らかに

なった． 

利用者は相談支援専門員を身近な相談者と

して認識し，モニタリングでは過去の話では

なく，現在，未来の話へと時間軸が転換し

た．これにより事後的対応に終始していた以

前に比べ，相談支援専門員の業務は，リスク

予測や予防的観点を含むものに変化してい

る．事業所からは相談したい存在へと変化し

ていた一方で事業所による温度差や，相談支

援専門員に依存傾向となる面も見られ始めて

いた． 

 質の高いモニタリングとは“頻度”から

“利用者の個別性や状況に応じた”モニタリ

ングへと認識は変化した．このことは相談支

援専門員を共に伴奏するパートナーとしての

認識に変化しているものと考える． 

適切なモニタリングのタイミングや頻度は

利用者が前回の面談をおぼえていられること

や，医療機関へ同行，季節ごとの生活や心身

状態の変化，不安定な時期への対応，発達へ

の配慮･親の心身状態及び緊急性等を考慮す

る必要があると考える． 

定期モニタリング表3-10)に加え随時モニタ

リング表3-11）の概念が示されたこと．いずれ

も利用者にとっての必要性の観点から適切に

も人タリング時期と頻度を判断されなければ

ならないことが示された． 

これらから柔軟なモニタリン随時モニタリ

ングは，熱心で質の高い相談支援専門員だけ

が行う行為ではなく，利用者にとっての必要

性を鑑み，適切に判断される必要がある．随

時モニタリングの必要性の判断者は相談支援

専門員と多職種，行政による判断や行政によ

る判断が想定される．しかし政策的な判断基

準を明確化することは難しく，むしろ公平性

の名のもとに運用上の先祖返りの可能性も推

察される． 

計画相談支援におけるモニタリングは，サ

ービス等利用計画の相談を行う過程におい

て，さまざまな相談を受ける．人の感情や生

活には揺らぎがあり，計画どおりに運ぶもの

ではない．時に人生の再獲得をも支援する支

援が求められるだろう．尊厳をまもり人生を

ともに歩む計画相談支援におけるモニタリン

グへと昇華することが望まれる． 

 

＜本研究の限界＞ 

本研究の限界は，質的研究法により

算出したデータにより分析しており，

結果は必ずしも全国の実態を一般化し
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たものではない．そこで 2020 年度に実

施する全国の相談支援事業所に対する

量的調査の結果と併せて考察し，全国

の実態を考慮したうえで考察を深める

必要がある． 
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る調査研究報告書，医療経済研究機構，172，

2020 
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令和元年度厚生労働科学研究費補助金 

障害者政策総合研究事業 研究別報告書 

 

計画相談支援等におけるモニタリング実施標準期間の改定に伴う効果検証についての研究 

－研究１- 先行研究レビュー 

 （一括研究の研究別報告） 

 

研究代表者 石山 麗子（国際医療福祉大学大学院 教授） 

共同研究者 田村 和宏（立命館大学 教授） 

曽根 直樹（日本社会事業大学 准教授） 

高木 憲司（和洋女子大学 准教授） 

坂田 佳美（国際医療福祉大学大学院 助教） 

 

研究要旨： 

本研究の目的は2018年度障害福祉サービス等報酬改定の一つである計画相談支援等にお

けるモニタリング実施標準期間の高まりによる効果の検証を行い，次期報酬改定の参考デ

ータとし，その検討に寄与することである（2019年度～2年計画の1年目）．研究は一括研

究で研究1~4で構成されており，本報告書は研究１に該当する．分担研究ではないが，見や

すさに考慮し，本様式を用いて各研究別に報告する． 

研究１は先行文献レビューでありレビュー論文ではない．先行研究において計画相談支

援等（ケアマネジメント）の質の評価指標・項目が定義されていれば本研究に適用可能で

あるが，見当たらなければ本研究において生成する必要が生じる．文献は理論的文献，実

証的な先行研究の検索を目的とし，(１)~（４）の観点から検索した．  

本研究全体の基盤となる計画相談支援の質（ケアマネジメント）の質に関連する文献検

索の結果，(１)CiNii Articleでは関連する原著論文であって本研究の参考とできるものは

見当たらなかった．（２）からは，計画相談支援等（ケアマネジメント）の質を比較する

に際し諸外国との前提の相違は，ケアマネジメントを専門に，かつ有給の制度に位置付け

られた実践者の存在の有無である．本邦では，相談支援専門員が配置された意義から理解

し自覚して実践する必要性が示唆された．またドナベディアンモデルとケアマネジメン

ト・プロセスからで実践する二つのフレームワーク及びケアマネジメントの技術が示され

たが，障害福祉領域を対象としたものではなかった．(３)からは相談支援専門員に求める

資質や技能が示されたが，計画相談支援等（ケアマネジメント）における質の評価指標及

び項目を生成する研究は行われていなかった．文献レビューの結果から，本研究において

計画相談支援等（ケアマネジメント）における質の評価指標・項目（暫定版）を生成し本

研究における共通認識として研究２以降及び2020年度の研究を行う必要性が示唆された. 

 

 

Ａ．研究目的 

１）研究全体の背景・目的 

（１）背景 

ケアマネジメントは，ソーシャルワーク

実践に早くから使われてきた方法の一つ

である．ケアマネジメントが注目される

こととなった一例に，アメリカにおける

精神障害者の「脱施設化」がある．施設

の中では個人が必要な医療，食事，住

居，整容などのケアがトータルに提供さ

れるが，施設を出て地域での生活を始め

ると，それらのケアを手配し，適切に提

供されるようにする必要があった． 

別添 4 
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そこで，地域での自立生活を支援するた

めに，複雑なサービスの調整を継続的に

行う必要性が高まり，ケアマネジメント

が活用されることとなった．日本におい

ては，2000（平成 12）年に施行された介

護保険制度のもと，要介護状態にある高

齢者の在宅生活を支援するために，介護

サービスの調整及び給付管理の方法とし

てケアマネジメントが導入された． 

そして，障害者の地域生活への支援につ

いても，サービス提供事業者を利用者自ら

が選択できる障害者支援費制度の導入に

あたり，2002（平成 14）年に厚生労働省に

より示された障害者ケアガイドラインに

おいて，障害当事者主体のケアマネジメン

トの必要性が明確にされた．その後 2006

（平成 18）年に施行した障害者自立支援

法において，障害者への相談支援事業は法

律に規定され，サービス利用計画作成費と

いう個別給付によるケアマネジメントの

提供が制度化された．サービス利用計画作

成費は，障害福祉サービスを利用する者の

中で特に支援が必要な状況にある限られ

たものを対象としていたため，希望するす

べての者へケアマネジメントを提供する

ために，2010（平成 22）年の障害者自立支

援法の改正により計画相談支援及び障害

児相談支援（以下「計画相談支援等」とい

う．）が創設され，2015（平成 27）年４月

からすべての障害福祉サービス利用者へ

適用されることとなった．それ以降，各市

町村や計画相談支援等を担う事業者の努

力により，2019（平成 31）年３月までには

計画相談支援等はケアマネジメントを希

望するほぼ全ての障害者等に提供される

状況となった． 

各市町村において計画相談支援等の体

制整備への取組が進む中，2016（平成 28）

年 3 月から 7 月にかけて，厚生労働省に

おいて「相談支援の質の向上に向けた検討

会」が実施された．この検討会では，障害

者への相談支援の質を向上させるために，

相談支援専門員の資質向上と相談支援体

制の整備の方向性について議論され，その

内容がとりまとめられた．とりまとめにお

いて，計画相談支援等（ケアマネジメント）

の質を高める上で，利用者との信頼関係を

醸成し，新たなニーズや状況の変化に応じ

たニーズを見出すためには，モニタリング

が継続的かつ定期的に実施されることが

重要であることが示された． 

本来，ケアマネジメントにおけるモニタ

リングは，利用者の状況に応じてケアマネ

ジメントを実施する者による必要に応じ

た判断，もしくは利用者の求めにより実施

されるものである．介護保険制度による居

宅介護支援においては，要介護高齢者の体

調の変化の起こりやすさを考慮して，モニ

タリング頻度は一律で，少なくとも１月に

１回実施することと運営基準にて示され

ている．一方で計画相談支援等においては，

利用している障害福祉サービス種別や支

援の必要度によって規則により定められ

たモニタリング実施頻度の標準期間を勘

案し，市町村により個別の利用者に応じた

モニタリング頻度が決められる仕組みと

なっている． 

計画相談支援等においてモニタリング

の重要性は以前から指摘されており，平成

27 年３月に開催された障害保健福祉主幹

課長会議資においては，きめ細かいモニタ

リングを実施する対象例が示されたが，そ
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の後も多くの市町村はモニタリング実施

標準期間を客観的指標として，それに準じ

た頻度設定としていた．そのため，計画相

談支援等におけるモニタリングの平均は

年に２回程度と低調であり，利用者との関

係性の醸成，アセスメントの深化による適

切なニーズの把握と支援の調整等，ケアマ

ネジメントに期待される効果が十分に発

揮されていない状況にあった．モニタリン

グは「継続的アセスメント」と称され，計

画相談支援の全過程（ケアマネジメント・

プロセス）に影響を与える．なぜならそれ

は提供された障害福祉サービス等の効果

の検証，心身状態及び生活の質の悪化防止

等予防的観点，新たな課題の出現の発見・

ニーズ分析等を行うが，利用者や家族との

信頼関係に基づく面接を基盤として継続

的な情報収集・分析行う為である．適切な

モニタリングは２回目以降に作成される

サービス等計画の精度を一層高め，適切な

サービスは利用者の自立支援・生活の質の

向上に資するものとなり，結果として制度

が本来目指す適切な給付に繋がる．一方で

モニタリングが不適切であれば計画相談

支援全体の質は低下する． 

こうした議論と状況を受けて，平成 30

年度障害福祉サービス等報酬改定（以下，

「報酬改定」という）において，計画相談

支援等についてもさまざまな改定が行わ

れた．改定事項は多岐にわたるが，市町村

が利用者それぞれに対するモニタリング

期間の設定時に勘案するモニタリング実

施標準期間が改定され，一部のサービス利

用者のモニタリング頻度が高められた．一

部のサービスとは，利用頻度や日時等が変

更しやすいホームヘルプなどのサービス，

期間を限って一般就労や一人暮らしへの

移行に取り組む就労移行支援，生活訓練，

地域移行の促進が期待される施設入所支

援等である． 

今般の報酬改定では計画相談支援にお

けるモニタリング機能の重要性を鑑み，計

画相談支援の質の向上に資するモニタリ

ング標準実施期間の見直しがなされたも

のといえる． 

計画相談支援等は障害福祉サービス等

が効果的にまた適正に利用されるための

中核的役割を担っており，今後更なる計画

相談支援等の質の向上が求められている． 

 

 

２）先行文献レビューの目的 

ここで行う文献レビューは，本研究を

行うための先行研究レビューの位置づけ

であり，レビュー論文として行うもので

はない． 

研究２から研究５の研究全体に関する

行研究レビューとして，本研究のテーマ

にかかわる理論的文献，実証的な先行研

究という観点を意識した（図１）． 

 文献レビューを行いに際し留意したこ

とは，研究２は，研究３以降の土台を形

成する概念となることから，研究２の研

究「計画相談支援等の質（ケアマネジメ

ント）の評価指標の生成」を行う前段階

において適切に過去の文献を確認するこ

とである．すなわち本研究は，研究２の

計画相談支援等（ケアマネジメント）の

質の評価指標（暫定版）が生成さえるこ

とで，研究３の半構造化面接，研究４の

2020年度の質問紙票によるモニタリング

の実施実態及び影響の調査に一貫性が保
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たれる研究の構造であることを認識し，

文献レビューを行う必要がある． 

 したがって，文献レビューの目的は二

つあり，本研究全体に関する視点，研究

２を行うための先行文献の整理である． 

 

 

Ｂ．研究の方法 

１．2019年度の研究のデザイン 

構成は下記の研究１から研究５とす

る．研究は研究番号の若い研究で得られ

た知見を活かし，次の研究に進む段階的

な内容であり，複数の研究者が同時並行

に進めることができないため，分担は行

わず一括研究として行う． 

 

研究１．先行文献レビュー 

研究２．計画相談支援等(ケアマネジメ 

ント)の質の評価指標･項目

の生成研究３．モニタリング

の実態調査 

 研究４．2020年度研究 モニタリング 

実施の実態と影響に関する質 

問紙票作成 

 

 

 

C．研究結果 

先行研究の結果は，次のとおりである

（１）電子ジャーナルCiNii Articleによ

るキーワード検索： 

電子ジャーナルCiNii Articlesを本報

告書B１に示すキーワードでAND検索した

ところ，障害福祉領域における原著論文

で本研究に直接的に関連するものは見当

たらなかった． 

検索期間を障害福祉サービスにおいて

ケアプラン策定が導入される前の年次ま

で検索期間を遡り，かつ検索キーワード

を「ケアマネジメント」に絞りこむこと

で文献はヒットしたが，高齢領域におけ

るもの，かつ介護保険制度施行当初の時

期のものであり，現在に転用できるもの

ではなかった． 

 

（２）行政の助成事業や研究機関が行う

調査結果の報告書： 

本研究に関連するものとして，二つの

報告書を示す． 

 

１）日本総合研究所.平成24年度老人保

健推進費等補助金老人保健健康増進等事

業．『ケアマネジメントの質的評価のあ

り方に関する調査研究事業』報告書研１－

１）について：                      

本報告書には，ケアマネジメントの質

的評価の在り方について，二つの観点か

らのフレームワークが整理されていた． 

一つめのフレームワークは．38頁に示

されており，ケアマネジメント実践の目

的を， 

①法の理念・目的， 

②ケアマネジメントの実践者である介

護支援専門員の行動指針にそった行動， 

とし，ドナベディアンモデルにそって３

つのスコープに分類されていた．トラク

チャー（構造），プロセス（過程），ア

ウトカム（結果）として強調されていた

ことは次のとおりある．（表.１－１） 

表.１－１．ケアマネジメントの質的評価

を考えるための全体フレームワーク 
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ストラクチャー（構造）【介護支援専門

員】 

・課題分析・予測力・情報リテラシー 

・関係構築力 

・チームコーディネート力 

・知識/技術を習得し活用する力 

・経験を蓄積し効果的に生かす力 

・専門職としての基本的姿勢 

・倫理観 

プロセス（過程）【介護支援専門員】 

・相談受付 

・平成11年厚生省令第38号，第13に定め

る 

アセスメント（課題分析）からモニタ

リ 

ング 

・記録 

・相談支援 

・退院時カンファレンス 

・サービス担当者会議 

・相談支援（地域包括支援センター） 

・地域ケア会議（個別事例の検討） 

アウトカム（結果）【利用者/家族 】 

・機能維持・改善 

・在宅生活の継続 

・利用者の満足度（納得度）の向上 

・社会参画/エンパワメント 

・家族の介護負担軽減（身体的/精神

的） 

・QOLの維持・向上 

・費用負担の適正化 

 介護保険制度と障害者総合支援法や障

害福祉関連法では理念や目的が異なり，

実態像ともに異なるところはあるが，ス

トラクチャー（構造）及びプロセス（過

程）に挙げられている項目は，障害福祉

領域の計画相談支援にも共通する．加え

てアウトカムも障害福祉サービスにおい

ても満足度や納得度，社会参画/エンパワ

メント，QOLの維持・向上等も示されてい

た．費用負担の適正化は，モニタリング

が適切に行われることによって，利用者

に適合したサービス調整が可能となるこ

とから,モニタリグに関連した項目として

捉えた． 

 同報告書における２つめのフレームワ

ークは，介護支援専門員の資質・能力の

視点を踏まえたケアマネジメント・プロ

セスの評価である．その評価の多くの項

目は，ストラクチャー（構造）とプロセ

ス（過程）の項目をクロスにした表で示

され，評価可能な１枚のシートとなって

いた）．これらはモニタリングに特化し

てものではなく，利用者，所属事業所，

介護支援専門員の３者にとってその活動

の意義を問うものであり，モニタリング

の影響に特化したものではない． 

 

２）日本介護支援専門員協会．平成30年

度厚生労働省老人保健健康増進等事業，

ケアマネジメントの公正中立性を確保す

るための取組や質に関する指標のあり方

に関する調査研究事業報告書研1-2）： 

 

①本報告書の位置づけ 

 この事業は平成29年12月の社会保障審

議会介護給付費分科会第156回，「平成30

年度介護報酬改定に関する審議報告答

申」に記載されたケアマネジメントの公

正中立性及び質の指標に関する言及をも

とに行われ，本報告書はその事業のなか

で取りまとめられたものである．その後
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2019年度も継続し類似のテーマによる議

論は継続された． 

本報告書では，本邦のケアマネジメン

トについて議論するにあたり，まずはケ

アマネジメントやケースマネジメントを

実施する他国の現状を把握したものであ

る．イギリス，オーストラリア，オラン

ダ，ドイツの４か国にアメリカを参考国

として加え，政策や論文などから制度や

取組の内容を収集し，指標の有無，観

点，実施方法等を分析し，効果が期待で

きる取組等について，我が国の制度や取

組み，国民性との比較検証を行い，ケア

マネジメントの公正中立の確保をするた

めの取組とケアマネジメントの質の指標

の導入に向けた課題や方法を検討してい

る． 

 

②国際比較から得られた知見 

本報告書における国際比較から得られ

た総合的な知見は次のとおりである（表

研究１－２）． 

表１－２．国際比較により総合的に得ら

れた知見 

・いずれの国においてもケアマネジメン

トを専門に行い，それによって報酬を得

る職種は存在しなかった． 

・上記から直接的に比較検討は難しい． 

・一方でケアマネジメント・プロセスご

との実施の実態を比較することは一定程

度可能． 

・本邦ではサービス利用に関しケアマネ

ジメントの介入によって利用者に対しサ

ービスの特性や料金等文書で丁寧に説明

しているのに対し，諸外国では利用する

サービスの選択は利用者によって行われ

ていた． 

・諸外国では，利用者が自ら能動的に専

門職に相談を行っていた． 

・サービスの質は，市場原理に委ねられ

ていた． 

・アセスメントやモニタリングはWHOを

はじめ海外の先行研究の多くにおいてケ

アマネジメントの有用性について実証さ

れていた． 

・ケアマネジメントの質と提供されるサ

ービスの質は一旦評価が必要である． 

・一方でケアマネジメントは介入如何に

よりケア全体の質に影響与えていくこと 

・WHOをはじめ海外の先行研究の多くに

おいてケアマネジメントの有用性につい

て実証されており，本邦において質の検

討を行うことは今後ますます重要とな

る． 

 

③サービスの質を担保するための工夫～

オランダの取組から～ 

 ケアマネジメントを専門で，かつ有給

で実践する専門職はオランダにはいなか

った．そのような中でサービスの質の確

保のための行われていた工夫を複眼的に

確認していく． 

 

ⅰ）２つの公的保険制度 

オランダにおいて国民が介護を受ける

際の制度には，短期の医療費をカバーす

る強制加入の公的医療保険（以下「ZVW」

という）と，長期の介護に対応する，強

制加入の公的介護保険（以下「WLZ」とい

う）がある． 
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ⅱ）ZVWの査定におけるアセスメント領域 

ZVWのサービス，例えば訪問看護や身体

介護を希望する場合には，サービスプロ

バイダである地域看護師が査定し，ケア

プラン作成を行う．オランダでは1997年

に介護職と看護職の資格制度が一元化さ

れた．介護職から看護職へのキャリア形

成を可能とするレベル別の資格制度が創

設された．レベル１．２．３は介護職，

レベル４．５は看護職に該当する． 

地域看護師によって行うケアニーズの

査定，アセスメントは４領域から構成さ

れていた（表１－３）． 

表１－３.ZVWにおけるアセスメント領域 

■領域１：身体的ウェルビーイングと健

康 

 移動/身体ケア（着脱，シャワー，口

腔ケア，ヘアケア，爪ケア），服薬，

失禁，栄養，皮膚（褥瘡），痛み，睡

眠 

■領域２：住民と生活環境 

 住宅の衛生，改良，掃除 

■領域３：社会参加（Social Contact） 

 アクティビティ，日々の生活，外出，

人的ネットワーク，自己効力感 

■領域４：精神面の状況（幸福） 

 うつ，恐怖感，混乱，せん妄，行動障

害，自己の病気への対応 

 

なお，2018年以降は査定にあたり，研

修受講と資格取得が必要となった． 

 

 

 

 

④WLZの特性 

 WLZは長期の介護費用をカバーする共生

介入の公的保険である．回復が不可能な

障害者や高齢者を対象としていることか

ら，継続的なモニタリングや24時間のケ

アを必要とする者の利用に限定される．

ケアを提供する主な場所は，施設であ

る． 

専門職は，医師，看護師，ソーシャル

ワーカー，理学療法士等地域ごとに多職

種チームが形成されている．ケアプラン

は担当者によって作成されるが，ケアプ

ラン作成は，サービスプロバイダである

地域看護師が行っている． 

 

⑤オランダにおけるケアプラン作成の視

点 

オランダの公的介護保険制度であるWLZ

におけるケアプランに記載される事項は

法定であり，下記4点の内容を含んで作成

される（表１－４）．これは，生活の質

の確保をベースとしたうえで，これらの

内容を含むこととされている． 

表１－４．オランダにおけるケアプラン

に含む項目． 

・身体の健全性（安全，医療サービス，

健康増進及び保護，身体ケア，飲食 

・生死の健全性（敬意，支援，自己認

識，宗教，習慣） 

・生活の環境（住まいは安全で（自身

の））家のようであるべき． 

・参加（個人の興味，趣味，社交生活を

満たす魅力的な日中プログラムに参加

可能となるよう，又は社会とのつなが

りを持ち続けられるようにすべき． 
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⑥質の担保と予算をコントロールする仕

組み 

 オランダでは，３つの市場で市場原理

を機能させ，サービスの質を担保しなが

ら予算をコントロールしている．３つと

は，「被保険者」，「サービスプロバイ

ダ」，「保険会社」である． 

 被保険者は「保険市場」において保険

会社を選択する．保険会社は「事業者市

場」において効果的・効率的な給付を行

うサービスプロバイダとの契約を望む．

サービスプロバイダは，利用者と保険会

社に選ばれるよう，効果的・効率的な給

付を行うように努める．被保険者は「患

者市場」においてサービスプロバイダを

自由に選択できるが，悪質なサービスプ

ロバイダと契約している保険会社は保険

料が高いため，保険会社ごと乗り換え

る，という構造である， 

 

⑦専門職の自己規制 

 専門職の団体では，科学的研究に基づ

く結果及び原理研究のエビデンスに基づ

いて規則を定めている． 

 また倫理や説明責任の規定を設け，専

門職はこの規定に従わない場合，有資格

者リストから除外される可能性がある．

こうした科学的知見に基づく判断や，倫

理に基づく行動等，専門職としての自己

規制がおこなわれている． 

 

（３）厚生労働省の社会保障審議会等，

政府の公開会議の資料の検索結果： 

厚生労働省「相談支援の質の向上に向

けた検討会（平成28年３月～７月）」に

おける取りまとめ」研1-3）について： 

本とりまとめ（相談支援の質の向上に

向けた検討会，第９回．資料２「相談支

援の質の向上に向けた検討会における議

論の取りまとめ」平成31年３月28日）

は，社会保障審議会障害福祉部会におい

て障害者総合支援法施行３年後の見直し

に向けて相談支援の取組について体制整

備と相談支援の質の向上が必要であると

の指摘を受け，平成28年に全５回行われ

た委員会の資料である．そのとりまとめ

（たたき台）の中に相談支援専門員の役

割に関し言及されていた．その内容は次

のとおりである（表１－５）． 

表１－５．相談支援専門員の役割 

ミッション 

障害児者の自立の促進と障害者総合支援

法の理念である共生社会の実現に向けた

支援を実施すること． 

役割 

・ソーシャルワークの担い手としてその

スキル/知識を高め 

・インフォーマルサービスを含めた社会

資源の改善及び開発 

・地域のつながりや支援者/住民等との

関係構築 

・生きがいや希望を見出す等の支援を行

うこと 

将来への期待 

・障害者福祉に関する専門的知見や援助

技術の習得のみならず，幅広い見識や

判断能力を有すること（例：社会経済

や雇用情勢など） 
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・地域を基盤としたソーシャルワーカー

として活躍すること 

 

当該検討会のとりまとめには，相談支

援専門員が業務を遂行するために必要な

専門的能力を明らかにした．特にサービ

ス等利用計画の作成に関することについ

ても示されおり，内容は次のとおりであ

る（表１－６） 

表１－６．相談支援専門員が業務を遂行

するために必要な能力 

サービス等利用計画の作成に関すること 

・他職種との連携・調整する力 

・チームアプローチのためのネットワー

ク形成力 

・利用者の主体性を引き出す力が必要 

 

 また，相談支援従事者研修制度改定に

おける標準カリキュラム案の内容につい

て，委員会の委員から示された意見のう

ち，特筆すべきものを抽出した（表１－

７）． 

表１－７．検討委員会が示した主な意見 

・人間の尊厳の理解 

・障害当事者による自己選択/自己決定 

・意思決定の支援における意思形成と意

思表明 

・障害者の権利に関する条約の趣旨 

・ソーシャルワークにおけるエンパワメ

ントの重要性 

・ストレングスモデル 

・ニーズの引き出し/把握 

・モニタリングの重要性 

・発達過程にある児童期の支援の重要性 

・コミュニティワーク/地域マネジメン

ト 

・ソーシャルアクション 

・面接技法 

・障害特性を踏まえた対人援助スキル 

・家族支援の重要性 

・相談支援の終結とセルフプランへの移

行 

 

 

 

（４）関連する著書： 

近藤 隆雄「サービス・マネジメント入

門 ものつくりから価値づくりへの視点

へ」研1-4) 

 保健医療福祉領域に原点せず，サービ

スの質について俯瞰して確認する意図，

また計画相談支援は，計画書や有形であ

るが，ケアマネジメントのプロセスにお

ける相談支援専門員の利用者や他職種へ

の介入，面談，意思決定支援のプロセス

等は，サービスとして行うものの無形で

共同作業としての特徴があることから本

書を示す． 

本書において示されたサービスの特性

４点「無形性」,「同時性」，「顧客との

共同生産」，「経過と結果」を分類し示

す（表１－８）． 

表１－８．サービスの特性（４点） 

無形性 

・サービスは活動であり，モノ製品のよ

うな物的形状がないため，顧客に見せ

たり，具体的に触ってもらったりする

ことができない．ゆえに説明は難し
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く，特に顧客の具体的なメリットが伝

わりにくい． 

・あわせて活動が行われる時間と場所が

特定されるため流通させることも，在

庫させることもできない． 

同時性 

・人を対象とするサービスの場合，サー

ビスは生産される場所で同時に浪費さ

れている． 

・サービスは失敗しても戻せない 

 ➣サービスの具可逆性 

・サービスは提供者と顧客が共同して生

産する． 

・顧客が生産場所にいるため，サービス

の生産過程に対する関心度が高い． 

顧客との共同生産 

・顧客事態がサービス活動に参加し，サ

ービスの一部となっている． 

・顧客のサービスへの参加の度合いや簡

便さ（複雑さ），メリット，体験の楽

しさと顧客の相互作用がサービスを設

計する上で重要な変数となる． 

経過と結果 

・顧客はサービスに当然結果を求める

が，サービスの本質は活動であるため

過程の積み重ねが結果となる． 

・サービスでは活動過程を顧客は体験す

ることになり，その体験の積み重ねが

最終的な結果を導くのである 

・サービスにおいては，結果よりも過程

を重視するケースが多くみられる． 

 

 

 

 

 

D 考察 

 本研究の目的について先行研究から３

つのA視点に分類して整理した． 

 

１）ケアマネジメント実践者の資質／ケ

アマネジメント実践者のあるべき姿の共

有と方策について 

先行研究において老健事業の報告書研1-

1)， 

と「相談支援の質の向上に向けた検討会

における議論の取りまとめ（以下「質向

上検討会のまとめ」という」研究1-3)．に共

通することは，ケアマネジメント実践者

のミッションや，介入する際に備えるべ

き専門職としての知識や技術が示された

ことである．前者は，ドナベディアンモ

デル及びケアマネジメント・プロセスと

いう二つのフレームワークにそって整理

されており，一種の理論的整理が試みら

れたものと考えられる．後者は，実証的

な先行研究とはいえないが，少なくとも

委員会の構成員のこれまでの実践知に基

づき整理されたものと考えられる． 

本邦において制度にケアマネジメント

専門の専門職が配置され，ケアマネジメ

ント手法に基づく実践が導入されたの

は，介護保険制度（2000年）の介護支援

専門員，障害者自立支援法（2005年）の

相談支援専門員である． 

プロフェッショナルの比較と法の歴史

の観点から他職種と比較すると，医師は

旧医師法（1906年）で100年以上，看護師

等は看護師助産師法（1948年）研1-5）で70

年以上が経過している．制度の枠組みが

あってその資格の位置づけが安定する．

そこから専門性の発展，資質の向上や技
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能の平準化を行うまでには一定の時間を

必要とする．また研究という観点からみ

れば，ケアマネジメントの専門職による

実証研究の報告は今後に期待される課題

であることが明らかになった． 

これらからケアマネジメント実践者と

してのプロフェッショナリズムとしての

共通の志向性やロールモデルの存在，科

学的な知に基づく理論の形成・構築等の

必要性が明らかになった．宮脇研1-6）は，

より良い実践を行うためには専門職とし

て自分が斯くありたい姿を持つこと，そ

れを実現するには倫理観・道徳観をも

ち，考え，その感受性を高めることとし

ている．法令上定められた回数を実施す

ることは当然必要ではあるが，回数が多

ければすなわち質の向上とはならない．

専門職には共通の志向があり，更に個々

の専門職が斯くありたいと願い自らを磨

き上げていくプロセスに価値があると考

える． 

また奥川研1-７）は，職業的な《私》をつ

くりあげるために，自己を検証すること

を挙げている．自己検証を行う際の第一

条件となることがらに奥川は，その専門

職が共通して備えるべき資質を理解する

必要性があるとしている．これを先行研

究に置き換えれば示された二つのフレー

ムワークに該当し，本研究に置き換えれ

ば，自らの専門職が主として用いる手法

の質の概念（ケアマネジメントの概

念），すなわち支援の方向性，志向の共

通認識として置き換えられると考える．

しかしこれに置き換えられる先行研究は

見当たらなかったことから，計画相談支

援等（ケアマネジメント）の質の評価指

標となり得る項目の整理，生成の必要性

があることが示唆された． 

自己検証を行うために必要な二つめの

事項として奥川は，その専門職が平均以

上の水準で遂行するために必要とされる

知識と技術，そのレベル（段階）が示さ

れている必要がある，と述べている．先

行研究に置き換えれば，質向上の検討会

まとめに示された技術といえる．しかし

質向上の検討会のまとめでは．相談支援

専門員のラダーや，各技術別のレベルは

示されていなかった．実証研究を積み重

ね，段階別の技術や教育体制を整備する

ことは，今後の課題であると考える． 

ケアマネジメントを専門に行う相談支

援専門員が法律上配置され，計画相談支

援を実施するようになって15年が経過す

る今，実践知が集約され，質検討会のま

とめが作成することができた．歴史の若

い資格ながら，進めてきた歩みの足跡か

ら備えるべき技術の項目は示された．一

方で技術だけでは専門職の専門性は示せ

ない．相談支援専門員が行う計画相談支

援は，今まさに共通の志向性や概念形成

を明確にし，実践の深みと発展，今後の

研究に繋げる基盤を形成する時期にある

資格といえる． 

これらから本研究において「計画相談

支援等（ケアマネジメント）の質の評価

指標となり得る項目」を共有化し，暫定

的な定義を行う必要性が示唆されたと考

える． 
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２）国内比較，国際比較から得られた知

見 

ケアマネジメントの質に関する国際比 

較に関する文献研1-2）では，2018年度時点

におけるケアマネジメントの担い手，機

能，実施状況や評価に関する情報と，そ

れらをもとにした本邦の状況との比較が

述べられていた．以下，２つの観点から

整理する． 

 

①本邦の高齢障害者の制度移行期におけ

る連携支援の着眼点 

本邦においてアマネジメントが導入さ

れている社会保障制度は，介護保険制度

と障害者総合支援法の二つである．その

ため制度内の単独か，制度をまたぐ比較

となれば両制度・二者間の比較が大半を

占めてきた． 

近年高齢障害者の増加に伴い二者間の

連携や教育に焦点化され，それぞれのケ

アマネジメントの概念の整理等，基盤と

なる根源的な議論がないまま技術的側面

の議論や研修受講の環境整備がすすめら

れている． 

 

②領域を超えた継続的ケアマネジメント

の実現に必要な前提 

近年は，高齢障害者の増加により研1-

8），比較対象の視座を国内から海外へと

移し，諸外国の移行期における継続支

援，障害分野と介護保険分野の連携に関

する現状・課題把握を目的とする調査研

究研1-9）等が行われている．その報告書

は，連携開始の相談先，連携のしやすさ

等技術論の入り口に関する内容は把握さ

れているが，両者がそれぞれに捉えるケ

アジメントの質に関して確認し深める内

容はみあたらなかった．本報告書に書か

れている高齢障害者の制度移行期におけ

る“継続支援”を実現するなら，相談支

援専門員と介護支援専門員がそれぞれ支

援の中心に据える目的や志向を顕在化，

明確化し，相互に理解することが連携の

基盤となるのではないだろうか．こうし

た理念や概念は容易に明らかにできるも

のではないが，利用者にとって“継続的

支援”を受けていると実感される技術が

平準化されるには，理念や概念の共有化

は避けて通れないものであると考える． 

 

③有給かつ専従のケアマネジメント実践

者の存在意義 

ケアマネジメントの質に関する国際比 

較の文献研1-2）がとりあげた諸外国では，

2018年度時点におけるケアマネジメント

専門の担い手であって，ケアマネジメン

トを実践することによって報酬を得る存

在はみあたらなかった．一方でなぜ日本

ではケアマネジメント機能を有するが制

度設計にしたのか，更には他国と異なり

ケアマネジメント専門の実践者までも配

置したのか．上記①に既述のとおり，い

つ，何を，どうする，よりもむしろ，な

ぜ存在するのか，に目を向け，考える必

要がありそうである．この根源的な問に

ついて考え，摸索し丁寧に形作るプロセ

スを積み重ねる必要性を報告書は投げか

けたといえる． 
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３）公正性を担保する仕組み 

日本では，多様なサービスプロバイダ

へ 

の市場への参入を可としているが，オラ

ンダにおいても同様であった研1-2）．オラ

ンダでは，日本におけるケアマネジャー

のような全体をマネジメントする職種は

存在しない．オランダでケアプランと

は，サービスプロバイダで作成される個

別サービス計画であり，サービスの選択

における「公正・中立の確保」の課題自

体が存在しない．こうしたサービスの利

用は，家族だけでなくボランティアも含

めた支援が難しければ利用するものであ

り，利用の可否も予算制約のもと自治体

が決定する．給付管理業務が存在しな

い．すなわち，日本における介護保険の

ケアマネジャーはサービスの選択だけで

なく，給付の流れをも管理，左右する

が，オランダではそれは行わない．日本

の障害福祉サービスでは，サービス等利

用計画はサービス利用に関する全体をみ

ているが，給付の管理は行わず，いわば

オランダの方策と日本の介護保険のケア

マネジメントの間に位置している．障害

福祉サービスにおけるケアマネジメント

の仕組みは，サービスの全体性を見なが

らも，支給決定は市町村が行う仕組みと

おり，市町村の判断が正しいという前提

のもとであれば，公正性が保たれる制度

設計となっているものと考えられる． 

 

 

 

E．結論 

文献レビューは，本研究のテーマにか

かわる理論的文献，実証的な先行研究と

いう観点を意識した．特に留意したこと

は，研究２は，研究３以降の土台を形成

する概念となることから，研究２の研究

を行う前段階において適切に過去の文献

を確認することである．すなわち本研究

は，研究２の概念（暫定的）があってこ

そ，研究３の半構造化面接，研究４の

2020年度の質問紙票によるモニタリング

の実施実態及び影響を調査に一貫性が保

たれる研究の構造であることを認識し，

文献レビューを行う必要があった． 

文献レビューは次の４つの方法， 

（１）電子ジャーナルCiNii Articleによ

るキーワード検索，（２）行政の助成事

業や研究機関が行う調査結果の報告書の

検索，（３）厚生労働省の社会保障審議

会等，政府の公開会議の資料，（４）著

書検索とした． 

主だった文献と考察を加え研究１の結

論を示す． 

 

１）日本総合研究所.平成24年度老人保

健推進費等補助金老人保健健康増進等事

業．『ケアマネジメントの質的評価のあ

り方に関する調査研究事業』報告書研1-1）

では，ケアマネジメントの質的評価の在

り方について，ドナベディアンモデル

と，ケアマネジメント・プロセスを使用

した二つのフレームワークが整理されて

いた．フレームワークは．38頁に示され

ており，ケアマネジメント実践の目的
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を，①法の理念・目的，②ケアマネジメ

ントの実践者である介護支援専門員の行

動指針にそった行動とし，ドナベディア

ンモデルのストラクチャー（構造），プ

ロセス（過程），アウトカム（結果）の

３つのスコープから協調されるべきこと

を整理していた．ストラクチャーとプロ

セスでは主に専門職の技術に関すること

で，課題分析やチームコーディネート

力，全プロセスにおける支援力に関する

ことであるのに対し，アウトカムでは，

利用者にとっての利益になったかという

観点から整理されていた． 

日本介護支援専門員協会．平成30年度

厚生労働省老人保健健康増進等事業，ケ

アマネジメントの公正中立性を確保する

ための取組や質に関する指標のあり方に

関する調査研究事業報告書研1-2）では，

これまでの多くの調査研究は国内の障害

福祉サービスと介護保険の相違，あるい

は相談支援専門員と介護支援専門員の相

違や連携に関するテーマが大半であった

が，ケアマネジメントの質の国際比較を

行ったことにより，我が国のケアマネジ

メントの特徴として，ケアマネジメント

実践を専門に行い有給の者が存在するこ

とが挙げられた．専門職の存在にはおの

ずと機能が求められるが，なぜ他国には

なく我が国の障害と高齢の二つの制度に

はケアマネジメント機能のみならず，専

門の職種が配置されたのかあらためて認

識し，再考する必要がある．これは計画

相談支援等（ケアマネジメント）の質を

考えるにあたり，留意する事項となると

考えた． 

厚生労働省 相談支援の質の向上に向

けた検討会，第９回．資料２「相談支援

の質の向上に向けた検討会における議論

の取りまとめ」では，相談支援専門員の

役割に関しとりまとめられていた．特に

筆者により分類したところでは，ミッシ

ョンとして「障害児者の自立の促進と障

害者総合支援法の理念である共生社会の

実現に向けた支援を実施することと」と

し，役割として例えばソーシャルワーク

の担い手としてのスキル/知識を高めるこ

とや，地域のつながりや支援者/住民等の

関係構築等，更には将来への期待とし

て，領域にとらわれない幅広い見識や判

断能力を有すること等が示された．一方

で，ケアマネジメントの質についての概

念や定義は直接的には示されていなかっ

た．文献レビューから，計画相談支援等

（ケアマネジメント）の質の評価はみあ

たらなかった．宮脇６)は，より良い実践

を行うためには専門職として自分が斯く

ありたいという姿をもつこと，それを実

現するには倫理観・道徳観をもち，考

え，その感受性を高めることとしてい

る．法令や支給決定に基づくモニタリン

グ回数やそれ以上の回数を実施すること

のいみをもって質の高いケアマネジメン

トになるわけではない．また奥川は，専

門職が自己検証する際の条件を二つ示し

ている７)．一つに，その専門職が共通し

て備えるべき資質を理解する必要性を，

二つめにその専門職が平均以上の水準で
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遂行するために必要とされる知識と技

術，そのレベル（段階）が示されている

必要がある．二つめの技術について先行

研究に置き換えれば，厚生労働省の相談

支援の質の向上に向けたとりまとめに類

似している．しかし，一つめについて

は，計画相談支援等（ケアマネジメン

ト）の質の評価指標という観点で整理さ

れたものではなかった．医師や看護師に

は70年～100年程の歴史があり，プロフェ

ッショナリズムに基づく専門的知識や技

能が蓄積されてきた．相談支援専門員が

行う計画相談支援という観点では2005年

に導入され，ようやく実践知が蓄積され

はじめてきたところである．実証研究に

基づく知見はまだ見当たらなかったが，

過去の経験に基づき必要とされる技術は

整理されつつある．そこでその基盤とな

る評価指標を整理し暫定版として示す必

要性が示唆された． 

 

■引用文献： 

・研１－１）日本総合研究所.平成24年度老 

人保健推進費等補助金老人保健健康増

進等事業．ケアマネジメントの質的評価の

あり方に関する調査研究事業報告書．38頁

～40頁．平成25年３月 

・研１－２）日本介護支援専門員協会．平成 

30年度厚生労働省老人保健健康増進等

事業，ケアマネジメントの公正中立性を確

保するための取組や質に関する指標のあり

方に関する調査研究事業報告書」． 31

頁，35頁，53頁，179~183頁．2019年４月． 

・研究１－３）厚生労働省．「相談支援の質の 

向上に向けた検討会（第９回），資料２．「相 

談支援の質の向上に向けた検討会におけ 

る議論の取りまとめ）」．頁表記無し．平成 

31年３月 

・研究１－５）旧医師法，保健師助産師看護

師法・研１－６）宮脇美保子．身近な事例で

学ぶ看護倫理．中央法規．12~14頁．2008 

 

■参考文献 

・研１－４）近藤 隆雄「サービス・マネジメント 

入門 ものつくりから価値づくりの視点へ」．

生産性出版．2007 

 

■研究１．文献検索結果のうち，本文中に解

説しなかった文献一覧 

・野中猛．精神障害領域のケアマネジメント 

導入をめぐる課，4-9，Ｖｏｌ.１５ No2.こころ 

の健康，2000 

・中谷久恵．介護保険利用家族によるケアマ 

ネジメントの評価．島根医科大学紀要 

（24），45-52，2001． 

・佐藤泉．ケアマネジメントにおける連携技術 

に関連する要因．日本保健福祉学会誌８ 

（１），27-34，2001 

・佐藤泉．保健福祉専門職のケアマネジメン 

ト技術に関する研究：管理職経験者との関 

連，日本保健医療学会誌７（２），35-42， 

2001 

・飛田義幸．計画相談支援の意味と相談支 

援事業の継続性についての一考察静岡大 

学紀要（14），15-22，2018-02 

・吉澤浩一．「サービス等利用計画（計画相 

談支援）」と「個別支援計画（障害福祉サー 

ビス）」との有機的な連携実践（特集 障害
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者のある人の地域生活支援と「相談支援」：

ソーシャルワークとしての「相談支援」を考

える，日本精神保健福祉協会誌46（２），

100－102，2015-06 

・安梅勅江，他．ケアマネジメント専門誌評価 

モデル試案の妥当性と信頼性および社会 

福祉士の自己評価の特徴，老年社会学，

20（１），1998 

・ケアマネジメント過程の質を評価する尺度 

の開発－デルファイ調査と信頼性・妥当性 

の検討，日本公衆衛生学会雑誌46（１）， 

2001 

・在宅ケアマネジメントの効果と評価指標に 

関する研究，58（５），2002 

・内田陽子．在宅ケアの質・経済的評価とケ 

ア法の開発，155-157，Kitano Med 

J56.2006  

・白澤政和．高齢者福祉分野での成果と課

題，社会福祉学．45-48，第47巻第2号．

2006 

・介護保険サービス利用者のサービスに対

する満足度尺度の妥当性および信頼性，

川崎医療福祉学会誌，17（２），2008 

・日本相談支援専門員協会．サービス等利

用計画作成サポートブック，2012 

・日本相談支援専門員協会．サービス等利

用計画の評価指標に関する調査研究」報

告書.２０１２ 

・研２－１）ウヴェ・フリック．小田博志監訳．新

版 質的研究入門 人間の科学のための

方法論，春秋社．239頁．2020 

・研２－２）厚生労働省．障害福祉サービス等

報酬改定検討チーム ヒアリング 第10回．

ヒアリング資料１.３頁．20200721 

・研２－３）白澤政和．ケアマネジメントの本

質.中央法規，２，９18-22，2018 

・研究２－４）介護保険法，e-Gov．

https://elaws.e- 

gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_searc

h/lsg0500/viewContents?lawId=409AC000

0000123_20200401_501AC0000000009，

2020.07.013 

・研２－５）障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律e-Gov.  

https://elaws.e- 

gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_searc

h/lsg0500/viewContents?lawId=417AC000

0000123_20200401_430AC0000000044,202

0.07.01 

・研２－６）野中猛．多職種連携の技術．中央

法規，108，2014 

・研２－７）令和元年度老人保健健康増進等

事業 ケアマネジメントの公正中立性を確

保するための取組や質に関する指標のあり

方に関する調査研究報告書，医療経済研

究機構，172，2020 

・研３－１）野中猛．多職種連携の技術．

中央法規，12．31，2014 

 

Ｆ．健康危険情報 

本研究における健康危険情報はない． 

G.研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

H．知的財産権の出願･登録状況（予定を含

む．） 
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１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 

謝辞． 
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研究協力者，共同研究者，関係事務ご担当

者等，皆さまに心より感謝し，御礼を申し上げ
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令和元年度厚生労働科学研究費補助金 

障害者政策総合研究事業 研究別報告書 

 

計画相談支援等におけるモニタリング実施標準期間の改定に伴う効果検証についての研究  

－研究２.計画相談支援等（ケアマネジメント）の質の評価指標･項目（暫定版）の生成－ 

（一括研究の研究別報告） 

 

研究代表者 石山 麗子（国際医療福祉大学大学院 教授） 

共同研究者 田村 和宏（立命館大学 教授） 

曽根 直樹（日本社会事業大学 准教授） 

高木 憲司（和洋女子大学 准教授） 

坂田 佳美（国際医療福祉大学大学院 助教） 

 

研究要旨： 

本研究の目的は2018年度障害福祉サービス等報酬改定の一つである計画相談支援等にお

けるモニタリング実施標準期間の高まりによる効果の検証を行い，次期報酬改定の参考デ

ータとし，その検討に寄与することである（2019年度～2年計画の1年目）．研究は一括研究

で研究1~4で構成されており，本報告書は研究2に該当する．分担研究ではないが，見やす

さに考慮し，本様式を用いて各研究別に報告する． 

研究2の目的はモニタリングの効果を検証するために必要となる計画相談支援（ケアマ

ネジメント）の質の評価指標・項目（暫定版）の生成である．８名の調査協力者から成る

フォーカス・グループ・インタビューを通じ生成されたコアカテゴリーは，計画相談支援

の基盤を成すもの」，「一連の過程を通じた支援」，「質の指標と関連事項」，質の評価項目は

18であった．「支援の基盤を成すもの」は《倫理》を礎とした《面接技術》により《関わ

り方》と《見極める技術》で《信頼関係》を築き，《一連のかかわり》を重視すること，

「一連の過程を通じた支援」では利用者の《意思表明・決定支援》を《チームケア》にお

いて実践し《意向を反映した計画作成》を行うこと，必要に応じて《社会資源の創設の提

案》を行うこと，最終的評価段階として「質の指標と関連事項」では《プロセス評価》を

重んじながら《効率・効果の調和》を求める《アウトカム評価》の視点もあるが，その場

合《評価で問われる再現性》に考慮し設定すること，《クリムスキミング／情報の非対称

性》への注意点があること，評価の指標とじて実際には《数値化できない感情》もあり，

利用者評価の視点では満足度より《利用者の納得度》が重視されることが示された．これ

らを本研究における計画相談支援（ケアマネジメント）等の質の評価指標・項目（暫定

版）と位置づけ，以降の研究を展開することとした． 

 

 

Ａ．研究目的 

１）研究全体の背景・目的 

（１）背景 

ケアマネジメントは，ソーシャルワーク

実践に早くから使われてきた方法の一つ

別添 4 
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である．ケアマネジメントが注目される

こととなった一例に，アメリカにおける

精神障害者の「脱施設化」がある．施設

の中では個人が必要な医療，食事，住

居，整容などのケアがトータルに提供さ

れるが，施設を出て地域での生活を始め

ると，それらのケアを手配し，適切に提

供されるようにする必要があった．そこ

で，地域での自立生活を支援するため

に，複雑なサービスの調整を継続的に行

う必要性が高まり，ケアマネジメントが

活用されることとなった．日本において

は，2000（平成 12）年に施行された介護

保険制度のもと，要介護状態にある高 

齢者の在宅生活を支援するために，介護サ

ービスの調整及び給付管理の方法として

ケアマネジメントが導入された． 

そして，障害者の地域生活への支援につ

いても，サービス提供事業者を利用者自ら

が選択できる障害者支援費制度の導入に

あたり，2002（平成 14）年に厚生労働省に

より示された障害者ケアガイドラインに

おいて，障害当事者主体のケアマネジメン

トの必要性が明確にされた．その後 2006

（平成 18）年に施行した障害者自立支援

法において，障害者への相談支援事業は法

律に規定され，サービス利用計画作成費と

いう個別給付によるケアマネジメントの

提供が制度化された．サービス利用計画作

成費は，障害福祉サービスを利用する者の

中で特に支援が必要な状況にある限られ

たものを対象としていたため，希望するす

べての者へケアマネジメントを提供する

ために，2010（平成 22）年の障害者自立支

援法の改正により計画相談支援及び障害

児相談支援（以下「計画相談支援等」とい

う．）が創設され，2015（平成 27）年４月

からすべての障害福祉サービス利用者へ

適用されることとなった．それ以降，各市

町村や計画相談支援等を担う事業者の努

力により，2019（平成 31）年３月までには

計画相談支援等はケアマネジメントを希

望するほぼ全ての障害者等に提供される

状況となった． 

各市町村において計画相談支援等の体

制整備への取組が進む中，2016（平成 28）

年 3 月から 7 月にかけて，厚生労働省に

おいて「相談支援の質の向上に向けた検討

会」が実施された．この検討会では 

，障害者への相談支援の質を向上させる

ために，相談支援専門員の資質向上と相談

支援体制の整備の方向性について議論さ

れ，その内容がとりまとめられた．とりま

とめにおいて，計画相談支援等（ケアマネ

ジメント）の質を高める上で，利用者との

信頼関係を醸成し，新たなニーズや状況の

変化に応じたニーズを見出すためには，モ

ニタリングが継続的かつ定期的に実施さ

れることが重要であることが示された． 

本来，ケアマネジメントにおけるモニタ

リングは，利用者の状況に応じてケアマネ

ジメントを実施する者による必要に応じ

た判断，もしくは利用者の求めにより実施

されるものである．介護保険制度による居

宅介護支援においては，要介護高齢者の体

調の変化の起こりやすさを考慮して，モニ

タリング頻度は一律で，少なくとも１月に

１回実施することと運営基準にて示され
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ている．一方で計画相談支援等においては，

利用している障害福祉サービス種別や支

援の必要度によって規則により定められ

たモニタリング実施頻度の標準期間を勘

案し，市町村により個別の利用者に応じた

モニタリング頻度が決められる仕組みと

なっている． 

計画相談支援等においてモニタリング

の重要性は以前から指摘されており，平成

27 年３月に開催された障害保健福祉主幹

課長会議資においては，きめ細かいモニタ

リングを実施する対象例が示されたが，そ

の後も多くの市町村はモニタリング実施

標準期間を客観的指標として，それに準じ

た頻度設定としていた．そのため，計画相

談支援等におけるモニタリングの平均は

年に２回程度と低調であり，利用者との関

係性の醸成，アセスメントの深化による適

切なニーズの把握と支援の調整等，ケアマ

ネジメントに期待される効果が十分に発

揮されていない状況にあった．モニタリン

グは「継続的アセスメント」と称され，計

画相談支援の全過程（ケアマネジメント・

プロセス）に影響を与える．なぜならそれ

は提供された障害福祉サービス等の効果

の検証，心身状態及び生活の質の悪化防止

等予防的観点，新たな課題の出現の発見・

ニーズ分析等を行うが，利用者や家族との

信頼関係に基づく面接を基盤として継続

的な情報収集・分析行う為である．適切な

モニタリングは２回目以降に作成される

サービス等計画の精度を一層高め，適切な

サービスは利用者の自立支援・生活の質の

向上に資するものとなり，結果として制度

が本来目指す適切な給付に繋がる．一方で

モニタリングが不適切であれば計画相談

支援全体の質は低下する． 

こうした議論と状況を受けて，平成 30

年度障害福祉サービス等報酬改定（以下，

「報酬改定」という）において，計画相談

支援等についてもさまざまな改定が行わ

れた．改定事項は多岐にわたるが，市町村

が利用者それぞれに対するモニタリング

期間の設定時に勘案するモニタリング実

施標準期間が改定され，一部のサービス利

用者のモニタリング頻度が高められた．一

部のサービスとは，利用頻度や日時等が変

更しやすいホームヘルプなどのサービス，

期間を限って一般就労や一人暮らしへの

移行に取り組む就労移行支援，生活訓練，

地域移行の促進が期待される施設入所支

援等である． 

今般の報酬改定では計画相談支援にお

けるモニタリング機能の重要性を鑑み，計

画相談支援の質の向上に資するモニタリ

ング標準実施期間の見直しがなされたも

のといえる． 

計画相談支援等は障害福祉サービス等

が効果的にまた適正に利用されるための

中核的役割を担っており，今後更なる計画

相談支援等の質の向上が求められている． 

 

（２）研究２の目的 

計画相談支援の効率性・効果性も踏まえ

た「計画相談支援の質」をいかに捉え，評

価するかの指標・項目が必要となる．先行

研究レビューを実施したところ関連領域

に参考となる調査研究の報告書はあった
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が，障害福祉領域におけるものは見当たら

なかった（詳細は研究１の方向書を参照）．

そこで本研究において使用する計画相談

支援（ケアマネジメント）の質の評価指標・

項目を，質的研究法（フォーカスグループ

インタビュー）を通じ生成すること，研究

３以降を展開する基盤に値する質の評価

指標・項目とすることを目的とする． 

 

 

Ｂ 研究の方法 

（１）研究方法の選択，研究協力者の選択

基準 

研究２では，計画相談支援等の質（ケア

マネジメントの質）の評価指標となり得る

項目を質的記述的研究法によって生成し

た．先行研究から障害福祉領域における計

画相談支援の質の評価指標に関連する原

著論文献は見当たらなかった．加えて厚生

労働省の事業の報告書，参考となる著書は

存在したものの，計画相談支援等（ケアマ

ネジメント）の質そのものについて研究さ

れた先行文献は確認できなかった．これら

を踏まえ，計画相談支援等（ケアマネジメ

ント）の質の評価指標となり得る項目の暫

定的な生成にむけた探索的な研究とする． 

加えて研究２を行うにあたって留意す

べきことは，対象が児童から成人・高齢，

また多岐にわたる障害種別に配慮した計

画相談支援の質の評価指標を生成するた

めには，幅広い経験や知見が求められるこ

とである． 

そこで質的記述的研究法のデータ産出

方法としてフォーカス・グループ・インタ

ビュー（以下，「FGI」という）を選択し，

調査協力者の数は，FGI において適切とさ

れる人数の範囲で 8 名とした（当日 1 名

欠席）．委員の選定の基準は，本研究に設

置した委員会の各団体の推薦により,推薦

の目安を設けた．計画相談支援等（ケアマ

ネジメント）の質は，対象像に左右される

ことも想定されることにも考慮した．対象

者の年齢の視点では児童から成人・高齢，

障害種別の観点から多様な障害に関する

知見，実践経験と職場での管理経験や地域

や組織の活動を積極的に行っている者，あ

るいはし制度・政策，条例制定，指定事務，

支給決定事務等政の立場から知見を有す

る者とした．行政職員を除く実践経験をベ

ースとした研究協力者の経験年数は 15 年

以上とした研 2-1）（表２－１）． 

表研２－１．研究協力者の属性 

研究協力者 A： 

50 代，男性．高齢領域（18 年）障害

領域 2 年．勤務先は，関東にあるリハ

ビリテーション施設．保有資格無し． 

研究協力者 B： 

40 代，男性，障害領域（19 年），勤務

先は近畿圏の県庁．保有資格は主任相

談支援専門員，社会福祉士，介護福祉

士． 

研究協力者 C： 

50 代，男性，児童福祉領域（29 年），

勤務先は関東の児童発達支援センタ

ー．保有資格は公認心理師． 

研究協力者 D： 

59 代，男性，障害領域（26 年），勤務

先は東海圏の基幹型相談支援センタ
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ー，保有資格は社会福祉士． 

研究協力者 E: 

40 代，男性，障害領域（28 年），勤務

先は関東圏の障害者支援施設，保有資

格は社会福祉士，相談支援専門員． 

 

研究協力者 A: 

50 代，男性，高齢・障害領域（22 年），

所属先は職能団体，保有資格は主任介

護支援専門員． 

研究協力者 G： 

40 代，男性，関東圏に所在する市町村

の障害を所管する部署に勤務（4 年），

保有資格は社会福祉士． 

  

インタビュー実施は，研究代表者が行い，

共同研究者は FGI 実施時に同席し，確認

や研究協力者の意見を促す観点からの発

言も行った．研究者の属性は次のとおりで

ある． 

表２－２．研究協力者一覧 

インタビューを実施した研究者：研 A 

50 代，女性．障害領域（10 年），高齢

領域（15 年），行政（2 年），教育/研

究職（2 年），関東圏に所在する大学院

に勤務．博士（医療福祉学）,保有資格は

社会福祉士，主任介護支援専門員），研

究協力者との面識について，Ａ，Ｂ，Ｆ

とはあるが，それ以外はインタビュー

当日が初対面． 

共同研究者：研 B 

50 代，男性，障害領域．研究/教育職 

共同研究者：研 C: 

50 代，男性，障害領域．教育/研究職 

共同研究者：研 D 

50 代，男性，障害領域．教育/研究職 

共同研究者：研 E： 

30 代，女性，高齢領域，教育/研究職 

 

 

（２）インタビューガイド 

インタビューガイドは，次のとおりであ

る． 

〇計画相談支援（障害者のケアマネジメン

ト）の質とは何だと思いますか． 

〇これまでの現場経験で，利用者が喜びや

達成感を感じたエピソードを教えてくだ

さい． 

 

 

（３）研究２を開始するにあたって事前に

行った関係者間の共通認識 

研究２を開始するにあたり，本研究全体

における研究２の位置づけについて，研究

協力者，研究者，委員会の委員と共通認識

をもった． 

計画相談支援等の質の評価指標となる

項目を生成することは，本研究全体を進め

るにあたっての前提及び共通認識をつく

ることである．計画相談支援等の質の評価

指標・項目を生成しないまま次の研究に進

むことはできない．一方で先行研究のリフ

ァレンスと研究２のみをもって計画相談

支援の質の指標となる項目を確定するこ

とは拙速であり，更なる実証研究が必要で

ある．そこで研究２においては，限られた

時間のなかで可能な限り計画相談支援の

質の評価指標となる項目の生成を試みる
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ことを目指す必要があると考え，研究２に

おいて得られた成果物，計画相談支援等

（ケアマネジメント）等の質の指標の項目

は，一般化できるものではなく．本研究な

いにおける暫定的もの，「計画相談支援等

（ケアマネジメント）等の質の指標となり

得る項目」の位置づけにとどめることとし

た（以下「計画相談支援（ケアマネジメン

ト）等の質の評価指標・項目（暫定版）」

という）． 

 

（４）実施時期・場所 

2019年9月2日（月）19時30分～20時30分

（全60分）場所は研究者が所属する都内

の大学校内で，インタビューに集中，情報

が外部にもれないよう会議室で実施した． 

 

（５）分析の方法 

逐語録はすべての研究協力者の同意を

得て，IC レコーダーにて録音し，逐語録

を作成した．産出した FGI のデータは解

釈主義に依拠し，分析を意識せず繰り返し

逐語録を読み全体像を把握した． 

FIGは，計画相談支援等（ケアマネジメ

ントの）質の評価指標・項目の生成（暫定

版）を目的している．計画相談支援等相談

領域における相談に関する整理を行いな

がら，FGIのデータは，障害福祉サービス

の相談機能全般にわたり語られているこ

とから，一次分析において全体的な分析，

二次分析において計画相談支援の質の評

価指標・項目（暫定版）を抽出していく． 

分析は，データより意味のある新たな知

見を抽出することから，カテゴリー分析と

した．一文ずつ，または文脈のまとまりご

とに区切り，セグメントに対して研究者の

洞察を加えつつ，コードを割りあてた．カ

テゴリー形成の段階では，抽象度を高め，

現象の類似点と相違点に関する比較及び

各特性をまとめた．分析は，テクストの読

み込み，脱文脈化，再文脈化の過程を繰返

して行った．これらの過程を繰返した．一

次分析は，計画相談支援にまつわる相談体

制や，その相違等を整理しながら質に関連

するコアカテゴリーを浮彫にしていく．二

次分析は，一次分析のうち関連するコアカ

テゴリーに関連するカテゴリーを抜き出

し，さらに質に関するコアカテゴリーから

質の指標の生成を目的に抽象度を高め，質

の指標の構成要素となり得る項目が出る

ところまで行った． 

分析にあたっては確証性を担保する観

点から，研究協力者へのメンバーチェック，

委員会の委員及び研究共同者に対し，逐語

録の段階，予備的解釈の段階，最終報告の

段階において確認を行った． 

 

（６）倫理的配慮 

国際医療福祉大学倫理審査委員会に倫

理審査を申請し，承認を得た（承認日 2019

年８月８日，承認番号：19-Ig-86）．データ

の取得及び管理については，倫理審査申請

書の申請内容に基づき匿名化し厳重に保

管する等の対応を行った．  
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Ｃ．研究結果 

FGI（全60分）は，半構造化とし，イン

タビューガイドにそって実施した． 

会話（全 60 分・73 の会話）の逐語録を

起こし，文脈のまとまりごとに切片化，コ

ード化，カテゴリー化した. 

 

（１）一次分析の結果 

73のコードから意味のまとまりのある

ものを集め，47サブカテゴリー，46のカテ

ゴリー，13のコアカテゴリーが生成され

た（巻末資料１）． 

 文中での表記は，コアカテゴリーは

【】，カテゴリーは『』，サブカテゴリ

ーは［］とした． 

また逐語録から直接引用する場合に

は，「」としUDデジタル教科書体とし

た．語りを中略する場合の表記は

「・・・」とした．会話であるため，主

語や目的語等が省略され， 

わかりにくい場合には前後の文脈から

研究者によって補足し（ ）と表記し

た．  

一次分析から生成されたコアカテゴリ

ーは13であった（表２－３）． 

 

表２－３．一次分析で生成されたコアカ

テゴリー 

【領域別のケアマネジメントの目的・特徴】 

【計画相談支援とケアマネジメントの関

連】 

【障害福祉領域における相談の構造・役割・

機能】 

【相談支援の目的】 

【計画相談支援の目的】 

【計画相談支援の質の評価の視点】 

【計画相談支援の質を左右する要素】 

【計画相談支援の課題】 

【適切なモニタリング頻度を判断する要

件】 

【継続的ケアマネジメントの機能を発揮で

きる条件としての個別性に対応したモニタ

リング実施期間の判断】 

【モニタリング回数に影響する自治体のモ

ニタリングの意義・価値理解】 

【計画相談支援を行う専門職のジレンマ】 

【人を中心としたケアマネジメントの個と

社会，今と未来にわたる可能性】 

 

 

（１） 二次分析の結果 

 計画相談支援の質の指標となる項目を

生成する目的でから，一次分析において

生成されたカテゴリーのうち，計画相談

支援等（ケアマネジメント）の質に関連

する【計画相談支援の質の評価の視

点】，【計画相談支援の質を左右する要

素】とそのカテゴリーを抜き出し，そこ

から要素を抽出した．分析方法は，カテ

ゴリーをさらに抽象度高め，単語レベル

か単語の組み合わせに至るまで繰り返し

た. 

 二次分析で使用した表記は，抽象化段

階に生成されたものは＜＞,抽象化を経て

生成された計画相談支援等（ケアマネジ

メント）の質の評価指標となる項目は≪

≫，質の評価項目におけるコアカテゴリ

ーは「」とした． 
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その結果，一次分析から生成された20

のカテゴリーから2段階の抽象化のプロ

セスを経て，18の計画相談支援等（ケア

マネジメント）の質の評価項目と，質の

評価の３つのカテゴリ―が生成された

（巻末資料２）． 

 二次分析で生成された計画相談支援等

（ケアマネジメント）の質の評価指標・

項目（暫定版）は次のとおりであった. 

 

表２－４.計画相談支援等（ケアマネジメ

ント）の質の評価指標・項目（暫定版） 

  
≪計画相談支援等（ケアマネジメン

ト）の質となり得る項目≫ 

「
支
援
の
基
盤
を
成
す
も
の
」 

≪倫理≫ 

≪面接技術≫ 

≪関わり方≫ 

≪見極める技術≫ 

≪信頼関係≫ 

≪一連の過程のかかわり≫ 

≪意思表明・決定支援≫ 
｢

一
連
の
過
程
を
通

じ
た
支
援
」」 

≪チームケア≫ 

≪意向を反映した計画作成≫ 

≪円滑なサービス利用≫ 

≪社会資源の創設の提案≫ 

「
質
の
指
標
と
関
連
事
項
」 

≪プロセス評価≫ 

≪アウトカム評価≫ 

≪評価で問われる再現性≫ 

≪効率・効果の調和≫ 

≪ｸﾘﾑｽｷﾐﾝｸﾞ/情報の非対称性≫  

≪数値化できない感情≫ 
 

≪利用者の納得度≫ 
 

 

Ｄ．考察 

１）質の議論に影響を与えるケアマネジメ

ントの定義の共通点と相違点 

 先行文献レビューからケアプラン作成

をはじめ一連のケアマネジメント実践を

専門に有給で活動する資格や機能が制度

に位置付けられている国は少ない研1-2）．本

邦には，ケアマネジメントの手法を用いて

支援し，支援する側にケアマネジメント専

門の資格も併せて法文化されている制度

は介護保法，障害者総合支援法である．本

邦では制度に保障されたケアマネジメン

トであるが，この方法がなぜ制度に導入さ

れたのか，ケアマネジメント実践者は，あ

らためてその価値と意義を熟考する必要

性があると考えられる. 

 また本研究におけるFGIでは【領域別の

ケアマネジメントの目的・特徴】について

語られた．例えば『加齢とともに疾病に伴

う体調変化の予後予想を踏まえた対応を

行う高齢領域のケアマネジメント』，『児童

の発達の視点から獲得のプロセスを支援

するのが児童のケアマネジメント』，『発達

の最近接領域を適切に捉え支援すること

が発達領域の支援の方法』等，個人の尊厳

の保持を旨とすること，その実現のための

手段としてケアマネジメントを導入して

いるということ共通していた．一方で支援

の対象により目的や特徴は異なることが

上述の語りから明白となった．更に相違点

はあるのだろうか． 

 両制度における相違点を比較するにあ

たり，いったん他国に視野を広げる．ケー

スマネジメントの発祥地のアメリカ,ケア
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マネジメントを先んじて制度に組み込ん

だイギリスのケアマネジメントの代表的

な組織が示すケアマネジメントの定義を

確認すると，共通することは，ニーズと社

会資源を結び付け，チームアプローチで解

決に導くこと，そして“効率的”や“効果”

“成果を得る”と書かれている研2-3）. 

ケアマネジメントの特性には，当然個人

のニーズと社会資源を結び付けて課題解

決を図りつつ，これを成果や結果として評

価の対象とすることや，社会資源の全体の

需給バランスをとり，地域の社会震源の総

体としてみた場合の利用バランスをとる

という効果も含まれるものと考える．本研

究結果における一次分析の【人を中心とし

たケアマネジメントの個と社会，今と未来

にわたる可能性】に該当し，『「人」を中心

としたケアマネジメントの可能性を高め

る適切なモニタリング回数は，本人・専門

員・チームの連携機能に十分な頻度，それ

が適切なら本人の今～今後の生活も，延い

ては社会の今と将来にさえ寄与する可能

性を有する』とあるように，個のケアマネ

ジメント（ミクロ）は，人的・物的・財政

的観点の社会資源全体（マクロ）のバラン

スに直結する視点である． 

ケアマネジメントの機能には本来この

ような期待も負っていると考える．介護保

険制度におけるケアマネジメントの質の

アウトカム評価に関し，個別のアウトカム

評価もさることながら，地域のアウトカム

という概念が老健事業研〇―〇p172で示され

た．今後障害領域において質を議論するに

あたっては，ミクロ焦点化するだけでなく，

今後はケアマネジメント本来の機能によ

るところの地域全体での効果というマク

ロの視点を取り入れることも一考である． 

 

 

２）ケアマネジメントにおける効率・効果

と成果の考え方とその影響について 

 ケアマネジメントの定義や上述の本研

究のコアカテゴリーにみるように，ケアマ

ネジメントでは本来，効率化及びその成果

は質に関連する事項である．そこでこの二

つの単語をケアマネジメントの手法を導

入している介護保険制度と障害者総合支

援法にあてはめ，語彙検索し出現頻度を比

較した．介護保険法に“効果”は35回，“効

率”は７回使用されていた研2-4）．一方で障

害者総合支援法では，“効果”及び“効率”

は全く使用されていなかった研2-5）． 

これらから障害福祉サービスにおける

ケアマネジメントとは，社会資源に結び付

け，チームアプローチにより地域生活を支

援するという観点はあるが，効率・効果お

よび成果を問う視点はなく，介護保険制度

と同様にケアマネジメントの手法を活用

しているとはいえ，極めて大きな差異があ

ると考えられる．   

この差は，現在さまざま課題となってい

る高齢障害者の障害福祉サービスから介

護保険への移行期に生じるサービス利用

の価値や納得感への影響，併せてケアマネ

ジメントを引き継ぐ相談支援専門員と介

護支援専門員の連携時に生じる価値の摩

擦等に影響する要因となっているものと

考える．単に両制度の表在的な相違を知識
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として研修し，顔の見える関係を作ればよ

いのではなく，ケアマネジメントを行う専

門職として，制度が求めるケアマネジメン

トの目的や成果の相違を明瞭に示すこと

が現在生じている課題への解決の一方策

へとつながると考える． 

今後はケアマネジメントが活用されて

いても，その根本的な目的や価値は異なる

ことを理解した施策や教育過程を組み込

む必要性がある．本研究において，効率性，

効果性を含むか否かは，ケアマネジメント

の質の指標を生成する観点から，きわめて

重要な視点となると考える． 

  

３）計画相談支援とケアマネジメントの関

連について 

フォーカス・グループ・インタビューで

は，計画相談支援はケアマネジメントと同

義であるかという問題提起がなされ，【計

画相談支援とケアマネジメントの関連】の

コアカテゴリーには，それぞれ両論が紐づ

いた．一つは計画作成にまつわるサービス

調整業務を主とし，その調整過程で生じる

“よろず相談的な相談内容”は計画相談支

援の対象外であるという考えである.もう

一方は，計画相談支援は単にサービス手配

に終始するブローカー型相談支援にとど

まらず，さまざまな生活困難を抱える長い

支援プロセスを共に歩む存在であると考

え，計画相談支援はケアマネジメントであ

るとの考えである．障害領域におけるケア

マネジメントの意義について今後は，直接

援助に価値を見出し，報酬上の評価を求め

る動きも起きている研2-2）．ケアマネジメン

トにおける直接援助の価値をさらに報酬

で評価することは，単に障害領域の一報酬

というだけでなく，世界的にみても珍しい

ことであり，相談そのものの専門性と価値

を示すことになると考える． 

 

４）障害領域における相談機能の役割分担

と現実的解の求め方 

障害福祉領域の相談機能は制度上『三層

構造の障害福祉領域の相談の一層目はケ

アマネジメントでサービス利用に関して

整理し，それ以外のことは二層目で担当す

るという整理でＨ30年度報酬改定が行わ

れた』が，考察２）の議論にみるように，

相談支援と計画相談支援の実践上の境界

は未分化との見方もできる．一方で完全に

分化することは可能なのか． 

語りとカテゴリーからその目的を確認

する．『相談支援の目的は本人の安心した

地域生活の継続で，コミュニケーションを

通じ，利用者への理解，課題が解決するこ

とを利用者が実感できること』である．一

方で【計画相談支援の目的】は，『①本人

の安心した地域での暮らしの実現，②適切

なサービス利用に繋ぐ･･･』ものである．

ここまでの議論を整理すれば計画相談支

援の目的は，単に計画作成し，サービスの

手配をすることではなく，（利用者の）安

心した地域での暮らしを実現すること，で

ある．相談支援も，計画相談支援も第一の

目的は共通している．もし計画相談支援は

サービス調整に特化し，サービスの調整の

遡上で生じるサービス調整以外の課題を

すべて基幹型相談支援センターに依頼す
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るなら，支援を受ける利用者側の立場にた

ったときにどうだろうか．相談窓口が複数

化し，何度も同じ話をしなければならず負

担感は増し，現実的ではない．何よりも相

談のワンストップ機能は，ケースマネジメ

ントの起源にさかのぼるもの研2-3）であり，

一人の利用者に対する相談窓口を複数設

けることは，ケアマネジメントの機能から

乖離する方法を政策的に，あるいは相談支

援専門員自身が選択することに他ならな

い．これらから相談支援と計画相談支援の

役割の分化は，サービス調整とそれ以外と

いった機械的な振り分けではなく，実践を

つみ重ねるなかで，個別ケースごとに最適

解を求め，若干の年月をかけつつ平準化し

ていくプロセスをたどるのが現実的であ

ると考える．その最適解を求める際に忘れ

てならないことは，いかなるときも利用者

の立場にたっての最適解を考える視点で

あることはいうまでもない． 

障害福祉領域における相談機能の分化

が実践の積み重ねとともに実証研究にお

いて，計画相談支援における質とは何かを

追求し続けることは肝要であると考える． 

 

５）計画相談支援の基盤を成すものを支え

る継続的ケアマネジメントとモニタリン

グ機能について 

 ［文言が綺麗に整ったケアプランが質の

高いケアマネジメントかというとそうで

はない．］とは確かである．一方で着目す

べきは『利用者の意向を反映することが計

画相談支援の質でありながら，その技術に

欠けることが課題』であることだ．では≪

意向を反映した計画作成≫のために計画

相談支援において備えるべき姿勢や技能

として何が求められるのだろか． 

≪利用者の意向を反映した計画作成≫

とは，ただ利用者の言葉をそのまま計画書

に書き写すことではない．利用者が語る

［主訴は，サービス利用とは限らないし，

明確であるとも限らない．むしろ整理され

ず入り混じっている］ものである．利用者

の語りの背景には，語られない，語りたく

ない，伝えきれない等さまざまな理由によ

り表現されなかった物語や背景が広がっ

ている，という仮説をもちながら聴き取る

必要があると考える．いかにすれば利用者

との相互交流は可能となるのか． 

専門的な相談とは≪倫理≫を礎に≪面

接技術≫を用いることで個々の利用者の，

状況に応じた≪関わり方≫を可能とする．

適切な≪関わり方≫は，利用者からの≪信

頼≫となる．専門職は利用者からの≪信頼

≫を得ることで，それを基盤とし，ケアマ

ネジメントの≪一連の過程のかかわり≫

へとつなげることができる．ケアマネジメ

ントの≪一連の過程のかかわり≫を通じ，

利用者の≪意思表明・意思決定支援≫を行

うが，専門職は意思決定を支援するために

利用者の意向，状況理解を踏まえ，専門職

として具体策を提示する．その提示にあた

り求められるのは，多角的な観点からの予

測，効果やリスク等を≪見極める技術≫で

ある．これらは計画相談支援の質の評価指

標となり得る項目であり，「計画相談支援

の基盤を成すもの」のコアカテゴリーに包

含されるものと考える． 
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６）モニタリングにおける市町村の支給決

定の考えに影響される継続的支援と，モニ

タリング実践者の葛藤 

 計画相談支援の≪一連の過程の関わり

≫において，実際にコミュニケーションの

頻度を左右するは，市町村が行うモニタリ

ング実施頻度の支給決定である．市町村は，

支給決定の判断を行う際の判断基準とは

なにか． 

 [利用者の個別性に合わせて判断される

べきモニタリング実施期間を市町村では

多くのケースに関し国が示す標準期間に

沿って決定している]，[自治体の方針とし

て個別支援と地域支援を行うなかで本人

との関係性を重視したモニタリング回数

を判断し先行実施している]等，自治体に

より支給決定の判断に関する基本的な考

え方のばらつきがあるように見受けられ

る．利用者と計画相談支援を行う立場から

みれば【モニタリング回数に影響する自治

体のモニタリングの意義・価値理解】如何

は，利用者にとって将来的な生活も含めた

ＱＯＬに直結する．  

市町村は【継続的ケアマネジメントの機

能を発揮できる条件としての個別性に対

応したモニタリング実施期間の判断】を適

切に行うべきであることは言うまでもな

い．一方で実際には市町村職員の数や専門

性という観点からの人員体制，個別の利用

者にすべて面会し生活実態を知ることの

難しさ等，複数の課題があることは想像に

難くないが，利用者にとってそれは許容さ

れる範囲ではないと考える．  

こうした背景を踏まえれば，市町村ごと，

利用者ごとの判断のバラつき等解消する

ために平成３０年度障害福祉サービス等

報酬改定に行われたモニタリング実施標

準期間の改定は有効性の高いものであり，

計画相談支援の質に影響した可能性が考

えられる． 

 相談支援専門員に視点を移すと【計画相

談支援を行う専門員のジレンマ】があった．

『①丁寧な相談支援と手間費用とのジレ

ンマ』では，事業経営の観点からみた計画

相談支援の回数と専門職が抱く理想のモ

ニタリング回数との乖離について生じる

葛藤という一面と考えられる． 

 『②計画屋ではなくソーシャルワーカー

だという自負』では，計画相談支援を単な

るサービス送致の機能ととらえている場

合や，サービスに適切につなげる相談に価

値を見出していない場合に感じる葛藤で

あること，また計画相談支援の枠を超えた

よろず相談もすべて含め生活を支えたい

という思いを持つ場合に生じる葛藤であ

ると推察される．  

 市町村の立場に視座を移すと，改定され

たモニタリング実施標準期間を先行して

実施した自治体があった．そこでは[相談

員は自分の業務が大変になったというが，

政策的にはご本人を中心におき，地域で安

心して暮らせること，そのための相談体制

の整備を行う政策としてモニタリング実

施頻度を設定した]という報告があり，≪

一連の過程の関わり≫をはじめとする「計

画相談支援の基盤を成すもの」を市町村が

率先して保障し，計画相談支援の質の向上

に資する環境をつくったと考えられる. 
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７）計画相談支援の質の指標となり得る項

目 

 二次分析を通じて計画相談支援の質の

指標・項目（暫定版）を生成した（表10．

巻末資料２）  

図示したものが計画相談支援等（ケアマネ

ジメント）における質の評価指標・項目の

関係図である（図１・巻末資料３）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．計画相談支援等（ケアマネジメント）

の質の評価指標・項目（暫定版）の関係図 

 

コアカテゴリー「計画相談支援の基盤を

成すもの」には，≪倫理≫を礎にした≪面

接技術≫により利用者との場や状況に応

じた≪かかわり方≫が利用者の≪信頼≫

を育み，相互交流を通じ得られた情報から，

≪意思表明・決定支援≫やサービス選択に

資する将来予測，効果・リスク等を≪見極

める≫技術が求められる．これらを土台と

しつつ≪一連の過程のかかわり≫が展開

可能となる． 

次の段階のコアカテゴリー「一連の過程

を通じた支援」では，≪チームケア≫を用

いたアプローチが展開され，チーム全体を

マネジメントする力や＜チームケアの質

＞そのものが問われる．相談支援専門員か

ら得る情報だけではなく，チームケアを通

じた幅広い最新の情報,多職種も含めて判

断した将来予測や提案を踏まえ，利用者が

選択した≪意向を反映した計画作成≫が

可能となり，より円滑なサービス利用へと

進展する．仮に利用者の生活課題を解決す

るに足る社会資源が存在しない場合には

≪社会資源の創出の提案≫により，利用者

の生活課題への地域社会の対応度を高め

るはたらきに寄与する． 

３つ目のコアカテゴリー「質の指標と関

連事項」では，具体的な評価の段階へと踏

み込む．ドナベディアンモデルにみる≪プ

ロセス評価≫を中心とし，ケアマネジメン

トで求められる成果としての≪アウトカ

ム評価≫，政策としての評価は報酬にも直

結することから，≪評価で問われる再現性

≫があること，≪アウトカム評価≫の場合

には特に≪効率・効果の調和≫が求められ

るが，良い評価結果の出やすい利用者を，

事業者が選択する≪クリムスキミング/情

報の非対称性≫を悪用した意思決定の誘

導等が行われてはならない．「一連の過程

を通じた支援」の結果は≪利用者の納得度

≫でもある．そのような納得度は例えば，

日ごろの対話のなかで，利用者や家族から

あなたが担当でよかったという≪数値化

できない感情≫が表出されることもある．

客観性や再現性がないことのみをもって，

軽んじられてはならない質の評価の一つ

といえると考える． 

効果・効率の調和

評価の再現性

×          
×情報の非対称性

倫理

面接技術/関わり方・信頼

見極める技術

インテーク

アセスメント

プランニング

（会議）

（サービス
提供）

モニタリングアウトカム評価

     

意向を反映した
計画作成

円滑な     利用

数値化でき
ない感情

利用者の納得度

一連の過程のかかわり

社会資源の提案

プロセス評価

意思表面・決定支援
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Ｅ結論 

 一次分析では 73 のコードから意味のま

とまりのあるものを集め，47 サブカテゴ

リー，46 のカテゴリー，13 のコアカテゴ

リーが生成された．一次分析では障害福祉

領域における相談に関連し総論的に分析

し考察した． 

【領域別のケアマネジメントの目的・特

徴】はそれぞれ異なること，【計画相談支

援とケアマネジメントの関連】の考察から

高齢領域と障害領域のケアマネジメント

の相違は，障害福祉領域には効率及び効果，

いわば成果を求める法の条文は存在しな

いことがわかった．一方で，ケアマネジメ

ントの特性として地域でのケアマネジメ

ントの効果というマクロ的な視点で評価

する考えも高齢領域では示され始めてい

る実態があり，ケアマネジメントに求める

質の評価は個別のケース（ミクロ）から地

域の全体性（マクロ）へと広がりがみられ

ることから両制度の機能と質の評価に差

異があることがわかった．これをうけ質の

議論にのみならず，制度横断的なケアマネ

ジメントが推進される今日，両制度の施策

の展開や教育においては目的及び質の評

価の指標となりえる視点の相違にも留意

する必要性が明らかになった． 

【障害福祉領域における相談の構造・機

能・役割】は，未分化の状態にあるといえ

るが，その要因に【相談支援の目的】と【計

画相談支援の目的】は共通しており，サー

ビス利用の一点のみをもって機械的に分

担することは現実的ではないことが明ら

かになった． 

 また【継続的ケアマネジメント機能を

発揮できる条件としての個別性に対応し

たモニタリング実施期間の判断】では，

市町村にそのための判断基準や技術が問

われるが，一律『国の示す基準にそった

判断』としている自治体がある一方で,改

定事項を先行して実施している自治体も

存在した．相談支援専門員は，自らの相

談に関する直接援助の価値や経営とのは

ざまで葛藤していた． 

 二次分析から質の評価指標となり得る

コアカテゴリーは３つ「計画相談支援の基

盤を成すもの」，「一連の過程を通じた支

援」，「質の指標と関連事項」，質の評価項

目は18であった（表〇）．ここで得られた

質の評価指標は，本研究における研究３及

び研究４を展開するうえでの共通認識と

して使用する暫定版としての位置づけで

ある．本評価指標の項目を確定版として汎

用性のあるものとするには，本指標を用い

た実証研究が必要である． 
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進等事業，ケアマネジメントの公正中

立性を確保するための取組や質に関す
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る指標のあり方に関する調査研究事業

報告書」． 31頁，35頁，53頁，

179~183頁．2019年４月． 

・研究１－３）厚生労働省．「相談支援

の質の向上に向けた検討会（第９

回），資料２．「相談支援の質の向上

に向けた検討会における議論の取りま

とめ）」．頁表記無し．平成31年３月 

・研究１－５）旧医師法，保健師助産師

看護師法 

・研１－６）宮脇美保子．身近な事例で

学ぶ看護倫理．中央法規．12~14頁．

2008 

 

■参考文献 

・研１－４）近藤 隆雄「サービス・マネ

ジメント入門 ものつくりから価値づく

りの視点へ」．生産性出版．2007 

 

■研究１．文献検索結果のうち，本文中に解

説しなかった文献一覧 

・野中猛．精神障害領域のケアマネジメント 

導入をめぐる課題，4-9，Ｖｏｌ.１５ No2.ここ 

ろの健康，2000 

・中谷久恵．介護保険利用家族によるケアマ 

ネジメントの評価．島根医科大学紀要

（24），45-52，2001． 

・佐藤泉．ケアマネジメントにおける連携技術 

に関連する要因．日本保健福祉学会誌８ 

（１），27-34，2001 

・佐藤泉．保健福祉専門職のケアマネジメン 

ト技術に関する研究：管理職経験者との関 

連，日本保健医療学会誌７（２），35-42， 

2001 

・飛田義幸．計画相談支援の意味と相談支 

援事業の継続性についての一考察静岡大 

学紀要（14），15-22，2018-02 

・吉澤浩一．「サービス等利用計画（計画相 

談支援）」と「個別支援計画（障害福祉サー 

ビス）」との有機的な連携実践（特集 障害 

者のある人の地域生活支援と「相談支援」：

ソーシャルワークとしての「相談支援」を考

える，日本精神保健福祉協会誌46（２），

100－102，2015-06 

・安梅勅江，他．ケアマネジメント専門誌評価 

モデル試案の妥当性と信頼性および社会 

福祉士の自己評価の特徴，老年社会学， 

20（１），1998 

・ケアマネジメント過程の質を評価する尺度 

の開発－デルファイ調査と信頼性・妥当性 

の検討，日本公衆衛生学会雑誌46（１），

2001 

・在宅ケアマネジメントの効果と評価指標に 

関する研究，58（５），2002 

・内田陽子．在宅ケアの質・経済的評価とケ 

ア法の開発，155-157，Kitano Med 

J56.2006  

・白澤政和．高齢者福祉分野での成果と課

題，社会福祉学．45-48，第47巻第2号．

2006 

・介護保険サービス利用者のサービスに対

する満足度尺度の妥当性および信頼性，

川崎医療福祉学会誌，17（２），2008 

・日本相談支援専門員協会．サービス等利

用計画作成サポートブック，2012 

・日本相談支援専門員協会．サービス等利

用計画の評価指標に関する調査研究」報

告書.２０１２ 
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・研２－１）ウヴェ・フリック．小田博志監訳．新

版 質的研究入門 人間の科学のための

方法論，春秋社．239頁．2020 

・研２－２）厚生労働省．障害福祉サービス等

報酬改定検討チーム ヒアリング 第10回．

ヒアリング資料１.３頁．20200721 

・研２－３）白澤政和．ケアマネジメントの本質.

中央法規，２，９18-22，2018 

・ 研 究 ２ ４ ） 介 護 保 険 法 ， e-Gov ．

https://elaws.egov.go.jp/search/elawsSear

ch/elaws_search/lsg0500/viewContents?la

wId=409AC0000000123_20200401_501AC0

000000009，2020.07.013 

・研２－５）障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律e-Gov. 

https://elaws.eov.go.jp/search/elawsSearc

h/elaws_search/lsg0500/viewContents?lawI

d=417AC0000000123_20200401_430AC000

0000044,2020.07.01 

・研２－６）野中猛．多職種連携の技術．中央

法規，108，2014 

・研２－７）令和元年度老人保健健康増進等

事業 ケアマネジメントの公正中立性を確

保するための取組や質に関する指標のあり

方に関する調査研究報告書，医療経済研

究機構，172，2020 

・研３－１）野中猛．多職種連携の技術．

中央法規，12．31，2014 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 なし     ２．学会発表 

なし 

Ｇ．知的財産権の出願･登録状況（予定を

含む．） 

１．特許取得 

なし        

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 

謝辞． 

 本研究を進めるにあたり，お世話になった

研究協力者，共同研究者，関係事務ご担当

者等，皆さまに心より感謝し，御礼を申し上げ

ます． 
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令和元年度厚生労働科学研究費補助金 

障害者政策総合研究事業 研究別報告書 

 

計画相談支援等におけるモニタリング実施標準期間の改定に伴う効果検証についての研究  

-研究３- 相談支援専門員，サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者からみた

モニタリング実施の実態 （一括研究の研究別報告） 

 

研究代表者 石山 麗子（国際医療福祉大学大学院 教授） 

共同研究者 田村 和宏（立命館大学 教授） 

曽根 直樹（日本社会事業大学 准教授） 

高木 憲司（和洋女子大学 准教授） 

坂田 佳美（国際医療福祉大学大学院 助教） 

 

研究要旨： 

本研究の目的は,2018年度障害福祉サービス等報酬改定の一つである計画相談支援等にお

けるモニタリング実施標準期間の高まりによる効果の検証を行い，次期報酬改定の参考デ

ータとし，その検討に寄与することである（2019年度～2年計画の1年目）．研究は一括研

究で研究1~4で構成されており，本報告書は研究１に該当する．分担研究ではないが，見や

すさに考慮し，本様式を用いて各研究別に報告する． 

研究３では．相談支援専門員，サービス管理責任者，児童発達支援管理責任者（計16

名）に対し半構造化インタビューを実施した．産出されたデータから，平成30年報酬改定

のモニタリング実施頻度の高まりに関する効果を質的に確認した．利用者，事業所との信

頼関係の構築を礎にした計画相談支援等のモニタリングは，従前の事後報告受領から将来

予測に基づく予防的関与までも可能としていた．また定時モニタリングのほか，必要に迫

られて支給決定対象外で行う随時モニタリング（柔軟性のあるモニタリング）の実態が明

らかになった．サービス事業所からみた相談支援専門員が行う質の高いモニタリングと

は，利用者の個別性と状況に応じた対応を質の高さであると認識しこれを求めていた．次

期報酬改定に向け『利用者の状況に応じた柔軟性のあるモニタリングの必要性』が示唆さ

れた．ただこの結果は16日のインタビューから産出されたデータに基づく分析であり，今

後はより広い実態を捉える必要性から、2020年度のアンケート調査（全国の相談支援事業

所を対象）もあわせて考察を深める必要性があると考える． 

 

 

 

Ａ．研究目的 

１）研究全体の背景・目的 

（１）背景 

ケアマネジメントは，ソーシャルワーク

実践に早くから使われてきた方法の一つ

である．ケアマネジメントが注目される

こととなった一例に，アメリカにおける

精神障害者の「脱施設化」がある．施設

の中では個人が必要な医療，食事，住

居，整容などのケアがトータルに提供さ

れるが，施設を出て地域での生活を始め

ると，それらのケアを手配し，適切に提

供されるようにする必要があった．そこ

で，地域での自立生活を支援するため

別添 4 
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に，複雑なサービスの調整を継続的に行

う必要性が高まり，ケアマネジメントが

活用されることとなった．日本において

は，2000（平成 12）年に施行された介護 

保険制度のもと，要介護状態にある高齢

者の在宅生活を支援するために，介護サ

ービスの調整及び給付管理の方法として

ケアマネジメントが導入された． 

そして，障害者の地域生活への支援につ

いても，サービス提供事業者を利用者自ら

が選択できる障害者支援費制度の導入に

あたり，2002（平成 14）年に厚生労働省に

より示された障害者ケアガイドラインに

おいて，障害当事者主体のケアマネジメン

トの必要性が明確にされた．その後 2006

（平成 18）年に施行した障害者自立支援

法において，障害者への相談支援事業は法

律に規定され，サービス利用計画作成費と

いう個別給付によるケアマネジメントの

提供が制度化された．サービス利用計画作

成費は，障害福祉サービスを利用する者の

中で特に支援が必要な状況にある限られ

たものを対象としていたため，希望するす

べての者へケアマネジメントを提供する

ために，2010（平成 22）年の障害者自立支

援法の改正により計画相談支援及び障害

児相談支援（以下「計画相談支援等」とい

う．）が創設され，2015（平成 27）年４月

からすべての障害福祉サービス利用者へ

適用されることとなった．それ以降，各市

町村や計画相談支援等を担う事業者の努

力により，2019（平成 31）年３月までには

計画相談支援等はケアマネジメントを希

望するほぼ全ての障害者等に提供される

状況となった． 

各市町村において計画相談支援等の体

制整備への取組が進む中，2016（平成 28）

年 3 月から 7 月にかけて，厚生労働省に

おいて「相談支援の質の向上に向けた検討

会」が実施された．この検討会では，障害

者への相談支援の質を向上させるために，

相談支援専門員の資質向上と相談支援体

制の整備の方向性について議論され，その

内容がとりまとめられた．とりまとめにお

いて，計画相談支援等（ケアマネジメント）

の質を高める上で，利用者との信頼関係を

醸成し，新たなニーズや状況の変化に応じ

たニーズを見出すためには，モニタリング

が継続的かつ定期的に実施されることが

重要であることが示された． 

本来，ケアマネジメントにおけるモニタ

リングは，利用者の状況に応じてケアマネ

ジメントを実施する者による必要に応じ

た判断，もしくは利用者の求めにより実施

されるものである．介護保険制度による居

宅介護支援においては，要介護高齢者の体

調の変化の起こりやすさを考慮して，モニ

タリング頻度は一律で，少なくとも１月に

１回実施することと運営基準にて示され

ている．一方で計画相談支援等においては，

利用している障害福祉サービス種別や支

援の必要度によって規則により定められ

たモニタリング実施頻度の標準期間を勘

案し，市町村により個別の利用者に応じた

モニタリング頻度が決められる仕組みと

なっている． 

計画相談支援等においてモニタリング

の重要性は以前から指摘されており，平成
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27 年３月に開催された障害保健福祉主幹

課長会議資料においては，きめ細かいモニ

タリングを実施する対象例が示されたが，

その後も多くの市町村はモニタリング実

施標準期間を客観的指標として，それに準

じた頻度設定としていた．そのため，計画

相談支援等におけるモニタリングの平均

は年に２回程度と低調であり，利用者との

関係性の醸成，アセスメントの深化による

適切なニーズの把握と支援の調整等，ケア

マネジメントに期待される効果が十分に

発揮されていない状況にあった．モニタリ

ングは「継続的アセスメント」と称され，

計画相談支援の全過程（ケアマネジメン

ト・プロセス）に影響を与える．なぜなら

それは提供された障害福祉サービス等の

効果の検証，心身状態及び生活の質の悪化

防止等予防的観点，新たな課題の出現の発

見・ニーズ分析等を行うが，利用者や家族

との信頼関係に基づく面接を基盤として

継続的な情報収集・分析行う為である．適

切なモニタリングは２回目以降に作成さ

れるサービス等計画の精度を一層高め，適

切なサービスは利用者の自立支援・生活の

質の向上に資するものとなり，結果として

制度が本来目指す適切な給付に繋がる．一

方でモニタリングが不適切であれば計画

相談支援全体の質は低下する． 

こうした議論と状況を受けて，平成 30

年度障害福祉サービス等報酬改定（以下，

「報酬改定」という）において，計画相談

支援等についてもさまざまな改定が行わ

れた．改定事項は多岐にわたるが，市町村

が利用者それぞれに対するモニタリング

期間の設定時に勘案するモニタリング実

施標準期間が改定され，一部のサービス利

用者のモニタリング頻度が高められた．一

部のサービスとは，利用頻度や日時等が変

更しやすいホームヘルプなどのサービス，

期間を限って一般就労や一人暮らしへの

移行に取り組む就労移行支援，生活訓練，

地域移行の促進が期待される施設入所支

援等である． 

今般の報酬改定では計画相談支援にお

けるモニタリング機能の重要性を鑑み，計

画相談支援の質の向上に資するモニタリ

ング標準実施期間の見直しがなされたも

のといえる． 

計画相談支援等は障害福祉サービス等

が効果的にまた適正に利用されるための

中核的役割を担っており，今後更なる計画

相談支援等の質の向上が求められている． 

 

２）目的 

 本研究は計画相談支援おけるモニタリ

ング実施標準期間の改定に伴う効果を検

証し，次期報酬改定に向けた見直しの検

討を行う際のエビデンスの蓄積を行うこ

とを２年の研究期間における研究全体の

目的としている． 

1年目である 2019年度の研究の目的

は，①研究題目中の計画相談支援におけ

るモニタリングの“効果”を検証するに

あたり，その前提として不可欠な計画相

談支援の質の評価指標を生成すること，

その整理をベースとしながら，②モニタ

リング実施状況の実態を明らかにし効果

や課題を見出すこと，③①及び②から得
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られた知見をもとに，研究 2年目である

2020年度に実施予定の量的研究（全国の

事業所に対する質問紙による横断研究）

の質問紙票を作成することである． 

 

 

Ｂ．研究の方法 

１．2019年度の研究のデザイン 

構成は下記の研究１から研究５とす

る．研究は研究番号の若い研究で得られ

た知見を活かし，次の研究に進む段階的

な内容であり，複数の研究者が同時並行

に進めることができないため，分担は行

わず一括研究として行う． 

研究１．先行文献レビュー 

研究２．計画相談支援等(ケアマネジメ 

ント)の質の評価指標･項目の 

生成 

研究３．モニタリングの実態調査 

 研究４．2020年度研究 モニタリング 

実施の実態と影響に関する質 

問紙票作成 

 

（１）研究の厳密性の検討のための体制 

 本研究は，各団体の代表から成る委員

会を設置し，研究期間中 3回開催（その

他メールでの確認等を含む）し，年齢階

級や多岐にわたる障害種別におけるモニ

タリングに関する効果を適切に検証する

よう，複眼的に意見集約，研究行程を確

認する体制をとった．要すれば質的研究

において担保することが容易ではない一

貫性，研究結果の歪みを防止するための

確証性の担保である．具体的には，研究

協力者の推薦要件，分析方法，研究の時

期，インタビューガイドの妥当性等の研

究計画に関することのほか，調査実施後

の研究の進捗・解釈・分析内容等の確認

を委員会において行い，委員，研究者を

含むメンバーにおいて実施した． 

 

  

（２）研究法の検討 

究２より得られた知見をもとに研究３

を行った． 

改定後段階的に施行されたモニタリン

グ事項は，施行から間もないことから，

量的に実態が反映されるまでには一定の

期間を要すると考え，まずは実践者に対

して直接インタビューすることにより実

態を把握することとした．予備的調査の

要素は一部にあるが，むしろ量的に把握

できないモニタリングの実態，モニタリ

ングについての考え，利点，葛藤につい

ての新しい洞察を得ることを目的に行

う． 

 

（３）研究協力者の選定基準 

またモニタリングを多角的に見る観点

から，計画相談支援のモニタリングを主

として行う相談支援専門員（８名）に加

え，サービス事業所の立場からも確認す

る．インタビューの対象となる職種は，

相談支援専門員のモニタリングの実態の

変化についてはサービス管理責任者（６

名）及び児童発達支援管理責任者（２

名）とし，半構造化インタビューの協力

を得た．研究協力者の選定にあたって
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は．国際医療福祉大学倫理審査委員会の

助言をうけ公正なインタビュー協力者の

構成となるよう，次の要件を設定し各団

体からの推薦を受けた．①現に 2018年度

改定に関連する利用者の担当でありモニ

タリングを実施している（相談支援専門

員と連携しながら行っている）こと，②

個別の支援のみならず地域活動も行って

いること，③①及び②の活動状況を各団

体が確認し推薦できる者であることであ

る．インタビュー協力者は一覧のとおり

である（表３－１）． 

表３－１．インタビュー協力者一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）研究実施者の属性概要 

 インタビューを実施した研究者は下記の

とおりであった（表３－２）． 

表３－２．研究者一覧 

インタビューを実施した研究者：研 A 

50 代，女性．障害領域（10 年），高齢領

域（15 年），行政（2 年），教育/研究職

（2 年），関東圏に所在する大学院に勤務．

博士（医療福祉学）,保有資格は社会福祉

士，主任介護支援専門員），研究協力者と

の面識にない． 

共同研究者：研 B 

50 代，男性，障害領域 教育/研究職 

共同研究者：研 C: 

50 代，男性，障害領域．教育/研究職 

共同研究者：研 D 

50 代，男性，障害領域．教育/研究職 

委員：F 

40 代，男性，障害領域, 行政職 

 

 

（４）インタビューガイド 

■相談支援専門員向け： 

〇 計画相談支援において大事にしてい 

ることはなんですか． 

〇 あなたが考える質の高いモニタリン

グとは何ですか． 

〇 モニタリング実施標準期間の改定や

サービス提供時モニタリング加算で

何か変わりましたか． 

〇 モニタリングにおけるサービス事業

所（相談支援専門員）との関係や連携

に変化はありましたか． 

 

 

■サービス管理責任者・児童発達支援管

理責任者向け： 

〇 あなたが利用者の支援を行う際に大

事にしていることはなんですか． 

〇 あなたが考える質の高いモニタリン

グとは何ですか． 

〇 モニタリング実施標準期間の改定や

サービス提供時モニタリング加算で

相談支援専門員の動きに何か変化は

 

逐語録
記号

性別 年齢 職種 経験年 主な基礎資格

1 男 60代 相談支援専門員 13 社会福祉主事

2 男 50代 相談支援専門員 14 介護福祉士

3 男 30代 相談支援専門員 6 精神保健福祉士

4 男 40代 相談支援専門員 10 社会福祉士

5 女 40代 相談支援専門員 11 社会福祉士

6 男 40代 相談支援専門員 14 社会福祉士

7 男 30代 相談支援専門員 7 介護福祉士

8 男 40代 相談支援専門員 3 精神保健福祉士

平均 10

1 女 50代 サービス管理責任者 19 介護福祉士

2 女 40代 サービス管理責任者 2 介護福祉士

3 女 50代 サービス提供責任者 7 介護福祉士

4 男 － サービス管理責任者 － －

5 女 30代 サービス管理責任者 7 保育士

6 男 30代 サービス管理責任者 7 社会福祉士

1 男 40代 児童発達支援管理者 6 介護支援専門員

2 女 30代 児童発達支援管理者 7 社会福祉士
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ありましたか． 

〇 モニタリングの改定後，相談支援専門

員との関係や連携に変化はありまし

たか． 

〇 モニタリング実施頻度が改定された

ことで，サビ管・児発管として事業所

内での仕事の仕方に変化はありまし

たか． 

 

（５）分析の方法 

本研究は解釈主義パラダイムに依拠

し，インタビューで産出されたデータか

ら逐語録を作成し，相談支援専門員，サ

ービス管理責任者，児童発達支援管理責

任者に分けて行った．語りの文脈のまと

まりごとに切片化，解釈，カテゴリー，

上位カテゴリーを生成した． 

 分析に際しては，最初から分析を意識

するのではなく，逐語録を読んで全体像

を把握した．カテゴリー化になじまな

い，しかし本研究の目的にある次期報酬

改定に役立つ語りを抜きだし，要約を付

し表にして結果に記した． 

逐語録，予備解釈，最終報告の各時点

においてメンバーチェッキングを行うこ

とで厳密性，確実性の担保を図った． 

 

（６）倫理的配慮 

国際医療福祉大学倫理審査委員会に倫

理審査を申請し，承認を得た（承認日：

2019年 11月 13日，承認番号：19－Ig-

107）．データの取得及び管理について

は，倫理審査申請書の申請内容に基づき

匿名化し厳重に保管する等の対応を行っ

た． 

 

 

C．結果 

インタビューより産出されたデータ

を次の方法で分析し結果を示した， 

（１）カテゴリー分析 

 相談支援専門員（８名），サービス管

理責任者（6名）・児童発達支援管理責任

者（2名）それぞれを分析した．それぞれ

の結果の概要版を示し（表３－３．３－

４．３－５），全体版は巻末資料４．

５．６として示す． 

 

（２）報酬改定に対する提案や参考とな

る語りを抜き出し，分類した． 

１）児童発達支援管理責任者の，相談支

援専門員に係る今後のモニタリングに関

する提案 

 

２）全体の語りを通じ相談支援専門員の

モニタリングに係る報酬改定に関する語

りを抜き出し，分類した． 

 

（３）職種別のカテゴリー間の比較分析 

カテゴリー分析の結果 

１）相談支援専門員の結果 

コード(99)，サブカテゴリー（74），

カテゴリー（33）からコアカテゴリ

（３）が生成された．コアカテゴリー

【利用者の支援で核としていること】

【相談支援専門員からみた質の高いモニ

タリング】_【相談支援専門員が捉えた改
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定後の変化】【サービス事業所との関

係・連携の変化】であった（表３－

３）． 

表３－３．相談支援専門員の結果 

コアカテ

ゴリー 

『カテゴリー』 

【
利
用
者
の
支
援
で
核
と
し
て
い
る
こ
と
】 

『利用者の希望・意欲・強みの重

視』 

『利用者中心の意思決定支援』 

『利用者との関りの継続』 

『面談の重視』 

『サービス等利用計画の内容・

立案方法の工夫』 

『チームでの利用者支援（チー

ムケア）』 

『相談支援専門員としての姿

勢・スタンス』 

【
相
談
支
援
専
門
員
か
ら
み
た
質

の
高
い
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
】 

『頻回なモニタリングの実施』 

『利用者のサービス利用に対す

る目的意識の明確化』 

『チームケアを意識したモニタ

リングの実施』 

『質の高いモニタリング実施の

ための事業所体制の構築』 

【
相
談
支
援
専
門
員
が
捉
え
た
改
定
後
の
変
化
】 

『利用者との信頼関係の深ま

り』 

『信頼関係の深まりによる利用

者の変化』 

『利用者との継続した関係性の

維持』 

『利用者の安心感の向上』 

『家族との信頼関係の深まり』 

『家族の負担増』 

『利用者の生活状況のタイムリ

ーな把握と情報量の増加』 

『利用者の平常時／異常時の相

違の把握』 

『利用者の変化・課題の早期発

見・対応』 

『施設入所者の情報把握の向

上』 

『改定を踏まえたモニタリング

実施方法の改善』 

『改定による相談支援事業所の

収入増』 

『相談支援専門員の業務量・負

担感の増加』 

『事務量と収入を考慮した際の

採算性の問題』 

『相談支援専門員の人材確保』 

【
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
と
の
関
係
・
連
携
の
変
化
】 

『事業所との信頼関係の深ま

り』 

『相談支援専門員・事業所間の

情報共有の充実］ 

『過去の状況確認から予防的・

未来志向のアプローチを行う

モニタリングへの変化』 

『事業所からの提案に基づく計

画の変更・計画の充実化』 

『顔の見えるチームケアへの転

換』 

『相談支援専門員との連携に対

する事業所の温度差』 

『相談支援専門員に対する事業

者・行政の依存的態度の出現』 
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２）サービス管理責任者の結果 

表３－４．サービス管理責任者の結果 

 サービス管理責任者の結果は，コード

（47），サブカテゴリー(36)，カテゴリ

ー(18)からコアカテゴリー（３）が生成

された．コアカテゴリーは【利用者への

支援の核としていること】，【サビ管か

らみた質の高相談支援専門員のモニタリ

ング】の条件，【サビ管が捉えた改定後

の相談支援専門員の変化】であった（表

３－４）． 

表３－４．サービス管理責任者の結果 

コアカテゴ

リー 

カテゴリー 

【
利
用
者
へ
の
支
援
で
核
と
し
て 

い
る
こ
と
】 

『障害特性の重視』 

『利用者の目標・希望の重視』 

『利用者の状態像にあった支 

援』 

『チームでの利用者支援（チ

ームケア）』 

サ
ビ
管
か
ら
み
た
質
の
高
い
相

談
支
援
専
門
員
の
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
】
の
条
件 

『チームケアを意識したモニ

タリングの実施』 

『タイミングに配慮したモニ

タリングの実施』   

【
サ
ビ
管
が
捉
え
た
改
定
後

の
相
談
支
援
専
門
員
の
変

化
】 『利用者の相談支援専門員に

対 

する認識の変化』 

『相談支援専門員が有する利

用 

者情報の充実』 

『相談支援専門員と事業所

（サビ管）との接触頻度の

増加』  

『改定に対する相談支援専門

員（相談支援事業所）の取り組

みの温度差』  

『相談支援専門員の業務量・

負担感の増加』  

『改定による相談支援事業所

の収入増』  

『相談支援専門員との信頼関

係の深まり』  

『事業所・相談支援専門員間

の情報共有の充実』  

『チームケアの充実』  

『サービス提供の充実』 

『事業所内での情報収集・情

報共有の充実』  

『利用者・事業所間の個別調

整の円滑化』  

 

 

 

 

３）児童発達支援管理責任者の結果 

語りからコード（28個），サブカテ

ゴリー（27個），カテゴリー（15個），

コアカテゴリー（6個）が生成された．コ

アカテゴリーは，【利用者へ支援で核と

していること】，【児発菅からみた質の

高いモニタリング】，【改定後の相談支

援専門員の変化】，【相談支援専門員と
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の関係・連携の変化】，【サビ管・児発

管の事業所内での仕事の仕方の変化】，

【相談支援専門員とともに現に行ってい

る工夫】であった（表３－５）． 

表３－５．児童発達支援管理責任者の結

果 

【コアカテゴリー】 『カテゴリー』 

【利用者への支

援で核としてい

ることいること】 

『利用者の目標・希望の

重視』 

【児発菅からみ

た質の高いモニ

タリング】 

『チームケアを意識した

モニタリングの実施』 

【改定後の相談

支援専門員の

変化】 

『相談支援専門員が有す

る情報の充実』  

『改定に対する相談支援

専門員（ 相談支援事業

所）の取り組みの温度差』  

『相談支援専門員の業務

量・負担感の増加』  

『相談支援事業所での人

員確保』 

【相談支援専門

員との関係・連

携の変化】 

『相談支援専門員との信

頼関係の深まり』 

  

『事業所・相談支援専門

員 間 の 情 報 共 有 の 充

実』 

『チームケアの充実』 

  

【サビ管・児発

管の事業所内

での仕事の仕

方の変化】 

『サービス提供の充実』 

  

『 事 業 所 内 で の 情 報 収

集・情報共有の充実』  

『 事 業 所 内 で の 情 報 収

集・情報共有の充実』  

『管理者（児発管）として

の負担感の増加』  

『事業所での人材確保』  

【相談支援専門

員とともに現に

行っている工

夫】 

『家庭や学校との連携に

ついて』  

『家庭や学校との連携に

つい て』  

『柔軟なモニタリング期間

の設定について』  

 

 

 

 

（２）児童発達支援管理責任者の，相談

支援専門員に係る今後のモニタリングに

関する提案 

 児童発達支援管理責任者から相談支援

専門員の，あるいは相談支援専門員と連

携した今後のモニタリングのあり方やそ

の評価に関する提案の語りがあった．語

りは，次の①～③の３つに分類された． 

 

①“柔軟なモニタリング”期間の設定に関

する語りその要約を表にまとめた（表３－

６）．語りは、UDデジタル教科書体N-R（以

下，同様）の字体で示した．児童の発達に

着眼したライフステージや移行期に配慮

した柔軟なモニタリングの必要性の提案

であった． 

表３－６．柔軟なモニタリング期間の設

定に関する提案 
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要約 語り 

児童のライフス

テージの移行

期（卒業等）に

応じた柔軟な

モニタリング期

間の設定 

児童はモニタリング期間の

改定がなく，１年だが，卒

業を迎える年度は 3ヵ月ご

とにできるなど，ライフス

テージの移行期に応じた対

応ができると良い． 

 

②モニタリングの質に着目した評価の在

り方 

児童発達支援管理責任者からモニタリ

ングの質に着目した語りを抜き出した(表

３－７)． 

表３－７．児童発達支援管理責任者から

みたモニタリングの質に着目した評価の

あり方 

要約 語り 

質のよいモニ

タリングは好

循環を生む 

モニタリングの回数だけ

でなく，「質」で評価し

てほしい．質のよいモニ

タリングは好循環を生

む． 

モニタリング

の質に着目し

た評価の在り

方 

質の評価は難しいが実績

報告等の内容で評価して

はどうか？ 

モニタリング

の質に着目し

た評価の実

施主体 

評価単位は小さいほうが

よい． 

 

③家庭や学校との連携について語られた

（表３－８）． 

表３－８.家庭や学校との連携 

要約 語り 

学校側の連携意識

の温度差 

児童への支援は学校との

連携も重要だが，学校側

の対応はまちまちで，消

極的（受け身）の学校が

多い．  

相談支援専門員・

事業所の連携によ

る家庭（保護者）へ

の介入・支援 

発達障害等の支援緊急度

が高い児童への支援は家

庭との連携が重要（事業

所での支援を家庭にどう

つなげるか）． 

相談支援専門員・自発管

が連携を密にとり家庭に

介入・支援するようにし

ている（＝モニタリング

頻度増）．  

 

（３）相談支援専門員のモニタリングの

分類 

相談支援専門員のモニタリングは[定期モ

ニタリングで実施していること]と[支給

決定外の随時モニタリングで実施してい

ること]に分類された．特に数値やエピソ

ードで示された語りを抽出した.［定期モ

ニタリングで実施していること］の語り

は，相談支援専門員のみであった．［支

給決定以外の随時モニタリングで実施し

ていること］は，相談支援専門員，サー

ビス管理責任者，児童発達支援管理責任

者の三者から語られた． 

１）[定期モニタリングで実施しているこ

と] の語り（表３－９）． 

表３－９．相談支援専門員の語り［定期

モニタリングで実施していること］ 
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ネグレクトの家庭への訪問：6月に 1回では

あからさまに嫌がられたが，3月に 1回にな

り家に入れてもらえるようになった．支給決

定ということを前面に出して訪問できるこ

とがありがたい． 

 

基本に沿って自宅訪問する．本人が抱えられ

ている困りごとを確認する．確認のうえ，目

的別で後日関係者を集めるという方法に変

更した．目的別に行う訪問は支給決定以外の

訪問になることが多い． 

 

事業所からの報告を聞く 

何を優先させて計画に入れればいいか，計画

の優先度を確認している． 

 

 

 

２）［支給決定以外の随時モニタリング

で実施していること］ 

 

①相談支援専門員の語り（表３－１０） 

表３－１０．支給決定以外の随時モニタ

リングで実施していること． 

表３－１０.支給決定以外の随時モニタリ

ングで実施していること 

2月に 1回の訪問診療に合わせて同席す 

る．医師から本人が安心していられるよ 

うに同席を求められるのと，日頃の状況 

を医師に報告するため． 

 

6月に 1回では季節の変化を捉えられな 

い．夏は夏用の生活があって，最近の夏は 

暑い．エアコンを使ってるのか扇風機な 

のかとか．特に障害特性で感覚のレベル 

によって確認しなければならない． 

 

冬は，インフルエンザの注射したのかを

聞きにいく． 

 

年に１回で１年分の話は聞けない．本人

も直近１~２月の事しか覚えていない．少

なくとも季節に 1 回は行くようにしてい

る． 

 

 

②サービス管理責任者の語り（表３－１

１） 

表３－１１．支給決定以外の随時モニタ

リングで実施していること．サービス管

理責任者 

表３－１１．随時モニタリングで実施し

ていること． 

利用者から連絡が来るときは，絶対状態の

悪いとき．それに合わせると状態が悪いと

きがベースになる．普通の状態がわかれば

困ったときの状態と比較できるので支給決

定にかかわらず訪問する． 

 

事業者からの提案が増えたため，事業所や

利用者宅の訪問をする．その状況をみて判

断し，担当者会議も招集している． 

 

行政への手続では，行政が当然のごとく 

「お願いね．」というスタンスなので，障 

害の申請に限らず行政への申請書物は，利 

用者宅を訪問し役所に届けている． 
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③児童発達支援管理責任者の語り 

支給決定以外の随時モニタリングで実 

施していること．児童発達支援管理責任

者（表３－１２） 

表３－１２． 

（相談支援専門員は）ご家庭だけでなく， 

学校，各事業所，リハビリの機関まで回っ 

て，それぞれのところでしっかり聞き取 

りをされ，モニタリングされている． 

 

（相談支援専門員に事業所に）来所して 

もらって実際に自分が子どもさんとかか 

わっている場面，療育場面を見てもらう． 

それはすごく大きい．言葉だけでこうい 

う支援をしているんですじゃなくて，わ 

かってくれるので話がしやすい． 

 

（相談支援専門員は）会議，モニタリング 

で（事業所に）来られて・・・現場の職員 

にも話す機会は増えた．なかった気づき 

を逆に頂け，他事業所ではこんなことし 

てるよっていうのを相談員さんを通して 

お聞きすることもあるので，それはうち 

の，自分の事業所でどうやっていこうか 

とか，情報もたくさん現場に返ってくる． 

 

（相談支援専門員が）モニタリングとか 

に頻繁に来てくれるってことは，興味を 

メンバーに対して，支援をするっていう 

意識が高いと 

いうか．そういう方には，こっちも何か， 

ちょっとの変化でもお伝えしないといけ 

ないなってやっぱり思います． 

緊急度があるとか切迫した状況のとき

は，（サービスの）利用頻度も上げていく．

週に１回やったやつを２回３回だった

り，すぐに駆けつけるみたいな動き方を

する．そういう緊迫した状況のときは相

談員と毎日連絡 

をとる．どんな子が多いかっていうと，不 

登校傾向の子． 

 

 

 

（３）職種別のコアカテゴリー間の比較

分析 

１）【利用者支援の核としていること】

の３職種間比較 

 利用者支援の核としていることを相談

支援専門員，サービス管理責任者，児童

発達支援管理責任者で比較した（表３－

１３）． 

 生成されたカテゴリーは，相談支援専

門員（７個），サ―ビス管理責任者（４

個），児童発達支援管理責任者（１個）

であった． 

3職種に共通するカテゴリーは生成され

なかったが，2職種間で共通するカテゴリ

ーは生成された（表３－１３）．表中に

☆印を示した『チームでの利用者支援

（チームケア）』は，相談支援専門員と

サービス管理責任者に，『利用者の目

標・希望の重視』はサービス管理責任者

と児童発達支援管理責任者に共通してい

た． 

職種別に特徴的だったのは，相談支援

専門員は“面談”“意思決定支援”の語

が使用されており，サービス管理責任者
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には“障害特性”“状態にあった支援”

の語が使用されていた． 

表３－１３. 【利用者の核としているこ

と】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）それぞれの職種からみた質の高い

モニタリング 

 質の高いモニタリングに相談支援専門

員では『頻回なモニタリング』であ 

るのに対し，サービス管理責任者は『タ

イミングに配慮したモニタリングの実

施』,児童発達支援管理責任者は『利用者

の個別性に適したタイミングでのモニタ

リング実施』であった（表３－１４）． 

表３－１４．各職種からみた質の高いモ

ニタリング 

 

 

 

 

 

 

Ｄ．考察 

 １）インタビュー対象者が捉えた期間

変更の影響 

相談支援専門員が捉えた改定後の変化

を見ると，利用者や家族との『信頼関係

の深まり』，『生活状況のタイムリーな

把握と情報量の増加』があげられた． 

一方，サービス管理責任者や児童発達

管理責任者から相談支援専門員の変化を

見ると，『利用者情報量の増』『信頼関

係の高まり』『チームケア』といったポ

ジティブなキーワードがみられる一方，

『負担感増』『温度差』といったネガテ

ィブなキーワードも見られた． 

こうした変化の影響に対する認識の違

いは，計画相談支援員とサビ管あるいは

児発管との置かれている立場や利用者と

の関わりにおいて重視している視点の違

いに起因すると考えられる． 

そこで次に，各職種において【支援の

核としていること】および【質の高いモ

ニタリング】の捉え方について考察を加

える． 

 

（１）３職種間での支援やモニタリング

で重視している点 

 

1)【利用者の支援で核とすること】にお

ける３職種間の比較 

3職種に共通するカテゴリーはなかった

表3-13）．組織の業務や多職種の連携では，

その役割が重ならないように設計される

研3-１）ため重複は生じない．本研究におけ

る相談支援専門員の結果には“面談”や

“計画”という語が含まれ，相談援助職

 

『利用者の希望・意欲・強味の重視』

『利用者中心の意思決定支援』

『利用者との関わりの継続』

『面談の重視』

『サービス等利用計画の内容・立案方法の工夫』

〇 『チームでの利用者支援（チームケア）』

『相談支援専門員としての姿勢・スタンス』

☆ 『利用者の目標・希望の重視』

〇 『チームでの利用者支援（チームケア）』

『障害特性の重視』

『利用者の状態像にあった支援』

☆ 『利用者の目標・希望の重視』

相談支援専門員

サービス管理責任者

児童発達支援管理責任者

 

〇 『頻回なモニタリングの実施』

『利用者のサービス利用に対する目的意識の明確化』

『チームケアを意識したモニタリングの実施』

『質の高いモニタリング実施のための事業所体制の構築』

〇 『タイミングに配慮したモニタリングの実施』

『チームケアを意識したモニタリングの実施』

〇 ＜利用者の個別性に適したタイミングでのモニタリング実施＞

『チームケアを意識したモニタリングの実施』

相談支援専門員

サービス管理責任者

児童発達支援管理責任者
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であってサービス等利用計画を立案する

間接援助の職種の特徴が示された．加え

てマネジメントと計画作成に重心を置い

た計画相談支援の特徴といえる． 

一方でサービス管理責任者には“障害

特性”，”状態像にあった支援“等，利

用者に直接介護を提供する直接援助の職

種の特徴がみてとれた．これらは職種ご

との特性によるものと考えられる． 

 ２職種間で共通する項目があった． 

 

①『チームでの利用者支援（チームケ

ア）』は相談支援専門員とサービス管理

責任者で共通し，児童発達支援管理責任

者では生成されなかった．②『利用者の

目標・希望の重視』はサービス管理責任

者と児童発達支援管理責任者には共通し

たが，相談支援専門員にはなかった． 

 相談支援専門員に類似のカテゴ 

リーはあったが，“意欲”“強味”“意

思決定”といったストレングスに着目す

るもので，“目的”はなかった．計画作

成はいわば“目標”設定と対応を適切に

設定するものであり，ケアマネジメント

は，その実現のために“チーム”に働き

かける機能を担う．計画相談支援におけ

る相談支援専門員の役割と機能とはなに

か，ケアマネジメントなのか・計画作成

とサービス送致を目的とするのか【利用

者の支援で核とすること】を通じ生成さ

れたカテゴリーとそれを構成する語か

ら，あらためて問われると考える． 

 “チームワーク”は極めて多因子的な

活動研3-１）である．敢えて違いのある者同

士が集まり，互いの特徴を理解するよう

努め，共通の“目標”を持つことでチー

ムの恒常性を保ってミッションを完遂す

る原動力を持つ．そこには“目標”を掲

げるマネジャーの存在が不可欠である．

“チームケア”と”目標”は不可分であ

るという考え方にたてば，①『チームで

の利用者支援（チームケア）』及び②

『利用者の目標・希望の重視』は3職種に

共通のカテゴリーとして生成されること

も想定されるが本研究ではそのような結

果ではなかった．  

計画相談支援（ケアマネジメント）の

質の向上に寄与するモニタリングを検討

するにあたり，モニタリングにも連携や

協働性が求められる側面があること，ま

たモニタリングは一連のプロセスの最後

に位置しすべての介入の効果を確認する

機能を持つものである．相談支援専門員

だけ，あるいはモニタリングの方法論だ

けを論じても質の向上は実際のところ難

しい．例えば多職種連携教育（IPE 

Inter-professional Educaion）等を導入

しかかわるすべての職種が共通の概念や

方法論，留意点を習得する機会を得るこ

とで，多職種連携のダイナミクスを活用

した支援や“意思決定支援”の有効性が

増すものと考える． 

 

２）モニタリング実施標準期間変更によ

る相談支援専門員の置かれた状況と効果 

モニタリングで重視している点につい

て，相談支援専門員の語りを見ると「頻

度」を挙げた割合が大きい．これは平成
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30年度障害福祉サービス等報酬改定の影

響を直接的に受けた故と考えられる．語

りの記録を見ると，これは過渡期にある

と捉えられ，モニタリング実施頻度の高

まりによる実践経験から得られたものと

考えられる．柔軟なモニタリングが定着

することで今後更に各職種間の役割分担

も進むことが期待される．そこで次に，

今回の半構造化インタビューから描かれ

るあるべき役割分担とモニタリングの姿

を考察する． 

 

② 頻度を重視する相談支援専門員とタイ 

ミングを重視するサービス担当者それぞ

れの職種からみた【質の高いモニタリング】

では，相談支援専門員は,『頻回なモニタリ

ング実施』であるのに対し，サービス管理責

任者は『タイミングに配慮したモニタリング

の実施』，児童発達支援管理責任者は＜利用

者の個別性に適したタイミング＞を挙げて

いる表3-14）．サービス側は，頻度を高くする

ことだけでなく，利用者の状態と環境や状況

を含めた判断に基づく柔軟なモニタリング

を求めていた．柔軟に対応するには頻度も必

要であり，今後は状況に応じ専門職の判断に

基づく実行権限も必要となると考える． 

 

③頻度の高まりがもたらしたモニタリ

ングの効果 

なぜ職種による相違があるのか，３職種

のより具体的な視点を確認する目的から，

サブカテゴリーベースで確認した．利用者

の相談支援専門員への認識は，［相談でき

る相手へと変化]，[生じたはじめた利用

者・家族が自ら発信する相談支援専門員に

対する相談]，[過去事案から現在事案へ時

間軸が変化したサービス事業所との利用者

に関する連絡内容]，[課題解決のために知

恵を絞るモニタリング実施方法と実施方法

の変化]，[事後確認だったモニタリングか

ら予測と予防的なアプローチへ展開したモ

ニタリング]へと変化していた．相談支援専

門員にとってこのような変化は，報酬改定

の影響を受けながらモニタリング実施頻度

を高めてきた過程において実感した成果で

ある．すなわち相談支援専門員にとってこ

れらの成果を得るためには，一定以上の

“頻度”が必要であることを実感している

ものと考える． 

頻度の高まりにより相談支援専門員がモ

ニタリングを実施することへの認知が高ま

ったサービス管理責任者や児童発達支援管

理責任者の立場にたてば，一定の決められ

た時期よりもむしろ利用者の必要時に合わ

せたモニタリングを期待したものと考え

る． 

すなわちこれらのデータから平成30年度

障害福祉サービス等報酬改定におけるモニ

タリング実施頻度の高まりは，関係者相互

の信頼と目的的なコミュニケーションの強

化，モニタリングの対象とする時間軸は，

過去の確認からタイムリーな確認と将来予

測・予防へと立体化していた． 

このような基盤形成は次のフェーズで

ある『タイミングに配慮したモニタリン

グの実施』，＜利用者の個別性に適した

タイミング＞という視点を惹起させてい

るものと考え，次期報酬改定における今
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後のモニタリングのあり方については，

利用者の個別性や状況に応じた柔軟なモ

ニタリングの判断について提言し，検討

すべきと考える． 

 

（３）各職種の役割分担とあるべきモニ

タリングの姿 

 今回の研究範囲に基づく考察に過ぎな

いため限定的だが，あるべき構造を考察

する． 

 柔軟なモニタリングの姿とは，支給決

定で定められた期間に限定せず，利用者

の状況に応じて行うもので，相談支援専

門員の活動の中に見出すことができた． 

本研究の目的の一つには，量的調査の

ための調査票作成があり，反構造化イン

タビューからモニタリング期間変更によ

る効果を導き出した．ただし，これは今回の

研究でインタビュー対象とした方々の考える

「あるべき姿」を念頭に置いた効果であり，こ

れは本研究の限界でもある．本項で整理し

た「あるべき姿」は，今後，継続して実施する

定量調査の結果を解釈する際に，これを「前

提」として再度参照しつつ検証・考察を重ね

る． 

 

①随時モニタリング（柔軟性のあるモニタ

リング）の必要性 

研究３のデータを通じて相談支援専門

員は，支給決定のタイミングで実施する

[定期モニタリングで実施していること] 

表3-10)と，支給決定以外のタイミングで必

要に迫られて任意に行っている[支給決定

以外の随時モニタリングで実施している

こと] 表3-11）の実態が明らかになった．後

者は，（２）で明らかになった『タイミ

ングに配慮したモニタリングの実施』，

＜利用者の個別性に適したタイミング＞

と重複する点もあると類推される． 

このような柔軟性のあるモニタリング

活動は，サービス管理責任者や児童発達

支援管理責任者等から見て，緊急時に共

に考えてくれる存在であるばかりか，サ

ービス事業所の職員全体へも影響してい

た．表３－１１）の随時対応のモニタリ

ングに見られた活動は，定期モニタリン

グだけは到底成し得ないものである．ま

た一定期間集中して介入することによっ

てその効果性を得ている実態もあった． 

 

②随時モニタリング（柔軟性のあるモニタ

リング）の必要性の判断 

柔軟性のあるモニタリングは，熱心で

質の高い相談支援専門員だけに多く行わ

れる偏った活動であってははらない．利

用者にとっての必要性を鑑み，適切に判

断され，担当の相談支援専門員の誰であ

っても適切に行われる必要がある． 

随時モニタリングの必要性の判断は 

相談支援専門員に加え，医師や関係す

る多職種が共に判断する方法が想定さ

れる． 

 

③モニタリング頻度とタイミングの考え

方 

適切なモニタリングのタイミングや頻

度を考えるにあたり，何をエビデンスに

判断していくか政策的な検討が必要とな
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る．相談支援専門員の語りから特徴的で

あったことは，本来の計画相談支援以外

のこと，例えば役所の障害福祉部以外の

部署の書類まで，作成支援や代理提出ま

で当然のごとく役所の職員から期待され

ている実態があった．このような実態も

含め本研究結果において考えるモニタリ

ングが必要なタイミングは次のとおりで

ある． 

・利用者・家族と相談支援専門員が前回

の訪問時の会話や状況を記憶していら

れる期間 

・医療機関の受診において付き添い，本

人に代わって日頃の状況を意思に報告

する場合の受診の期間 

・少なくとも季節ごとの体調変化や季節

の変わり目の体調を崩しやすい時期に

確認できるタイミング 

・本人の心身状態が不安定な時期の柔軟

な対応 

・行政機関等への申請書類の処理が必要

な時期 

・児童のライフステージの移行期（卒業

等），休暇の前後，また親が不安を感

じるとき等 

・その他緊急性のある場合や予防的な関

与が効果的であると判断される場合 

 

 

④定期モニタリングの頻度を適切に判断

する市町村の役割 

モニタリング訪問を拒絶されるケ 

ースで相談支援専門員は，定期モニタリ

ングは，特にネグレクトのケースでは，

相談支援専門員が正当な理由をもって自

宅に訪問できるという有効性を感じてい

た．ネグレクトによる事態の手遅れを予

防する観点や，利用者自身が重要なニー

ズに気づかず専門的なアプローチが必要

な場合等，市町村には利用者の不利益と

ならないよう個別に，適切なモニタリン

グ実施頻度を判断し，随時見直す責任が

ある． 

 

⑤ 揺らぎを受け止められたと利用者が実 

感できる関係性 

全身の筋肉が衰える進行性難病等にお

いては，告知前後から自己の存在の揺ら

ぎに対する支援も含め，身体的・精神

的・スピリチュアルの側面における緩和

ケアが必要であると考える．専門職の適

切かつ継続的なかかわりの中で，利用者

からみて揺らぎも含め受け止められた，

と実感できる関係性である．障害受容

や，延命，命の選択を迫られる人生の判

断を支える専門職であるために適切なモ

ニタリングの頻度や方法を考慮しなけれ

ばならない． 

計画相談支援のモニタリングには，当

然サービス調整に係る相談はあるが，サ

ービスの選択と人生の選択の関連もなか

にはある．人の尊厳をまもる計画相談支

援におけるモニタリング支援とは，利用

者により，同一の利用者であってもその

置かれた状況により刻刻と変化するもの

と考える． 

人は計画どおりに生きられるものでは

ない．人には誰しも揺らぎがある．揺ら
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いでも良いことを肯定されることで安心

につながることもある．そこには中立性

の担保された専門的・個別的関与が求め

られる．まさに計画作成を担う相談支援

専門員はその一職種である． 

 

⑥政策的な適切性・公平性の判断の難しさ 

随時モニタリング（柔軟性のあるモニタ 

リング）の重要性が示唆された．一方で，

柔軟性のある判断は，政策的に責任をもっ

て行うことは容易ではない．制度として仮

に柔軟なモニタリングは可能とした場合，

専門職のみで判断すれば，全体性としての

公平性に欠く恐れがある．市町村において

その判断を行う場合においても属人的な

基準による運用の恐れがある．ゆえに市町

村は公平性を担保する観点から標準的判

断に頼り，むしろ政策的には新しくても，

運用上は先祖かえりといった揺り戻しも

想定される．仮に実行する場合には，事例

を積み上げ，事例集等から判断し，一定の

時間をかけながら判断の平準化を行って

いくプロセスも見込んだ政策決定が求め

られると考える． 

 

 

 

Ｅ．結論 

  ３職種に対する半構造化インタビュ

ーのデータから，平成30年度障害福祉サ

ービス等報酬改定におけるモニタリング

実施頻度の高まりの効果は認められてい

ることが明らかになった． 

利用者は相談支援専門員を身近な相談

者として認識し，モニタリングでは過去

の話ではなく，現在，未来の話へと時間

軸が転換した．これにより事後的対応に

終始していた以前に比べ，相談支援専門

員の業務は，リスク予測や予防的観点を

含むものに変化している．事業所からは

相談したい存在へと変化していた一方で

事業所による温度差や，相談支援専門員

に依存傾向となる面も見られ始めてい

た． 

 質の高いモニタリングとは“頻度”か

ら“利用者の個別性や状況に応じた”モ

ニタリングへと認識は変化した．このこ

とは相談支援専門員を共に伴奏するパー

トナーとしての認識に変化しているもの

と考える． 

適切なモニタリングのタイミングや頻

度は利用者が前回の面談をおぼえていら

れることや，医療機関へ同行，季節ごと

の生活や心身状態の変化，不安定な時期

への対応，発達への配慮･親の心身状態及

び緊急性等を考慮する必要があると考え

る． 

定期モニタリング表3-10)に加え随時モニ

タリング表3-11）の概念が示されたこと．い

ずれも利用者にとっての必要性の観点か

ら適切にも人タリング時期と頻度を判断

されなければならないことが示された． 

これらから柔軟なモニタリン随時モニ

タリングは，熱心で質の高い相談支援専

門員だけが行う行為ではなく，利用者に

とっての必要性を鑑み，適切に判断され

る必要がある．随時モニタリングの必要

性の判断者は相談支援専門員と多職種，
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行政による判断や行政による判断が想定

される．しかし政策的な判断基準を明確

化することは難しく，むしろ公平性の名

のもとに運用上の先祖返りの可能性も推

察される． 

計画相談支援におけるモニタリング

は，サービス等利用計画の相談を行う過

程において，さまざまな相談を受ける．

人の感情や生活には揺らぎがあり，計画

どおりに運ぶものではない．時に人生の

再獲得をも支援する支援が求められるだ

ろう．尊厳をまもり人生をともに歩む計

画相談支援におけるモニタリングへと昇

華することが望まれる． 
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